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医政発 0223第 15号

平成 28年 2月 23 日

一般社団法人 日本病院会会長殿

「歯科医師法第 16条の 2第 1項に規定する臨床研修に関する省令の施行につい

て」の一部改正について

厚生労働行政の推進につきましては、平素より格別の御高配を賜り厚く御礼

申し上げます。

標記について、今般、別添のとおりその一部を改正し、平成 28年4月 1日よ

り適用することとしましたので、御了知いただくとともに、会員等各位に広く

周知されることについて格段の御配意を賜りますようお願い申し上げます。



圃
医政発第 0628012号

平成17年6月28日

（一部改正平成 19年医政発第 0223005号）

（一部改正平成 19年医政発第 0330081号）

（一部改正平成22年医政発 0604第 l号）

（一部改正平成27年医政発 0331第 37号）

（一部改正平成 28年医政発 0223第5号）

各都道府県知事殿

厚生労働省医政局長

歯科医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令の施行について

歯科医師の臨床研修については、医療法等の一部を改正する法律（平成12年法律第14 1号。以下「改正

法」という。）による歯科医師法（昭和23年法律第202号。以下「法」という。）の一部改正により、平成1

8年4月1日から必修化されることとなった。これにより、診療に従事しようとするすべての歯科医師は、臨床研

修を受けなければならないこととされ、また、これに併せて、臨床研修の内容の検討を進め、歯科医師が、適切な

指導体制の下で、歯科医師としての人格をかん養し、すべての歯科医師に求められる基本的な診療能力を効果的に

身に付けることができるものとすることとされたところである。

これを受け、平成17年6月28日に、歯科医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令（平

成 17年厚生労働省令第10 3号。以下「省令Jという。）が公布・施行されたところである。

新たな歯科医師臨床研修制度は、歯科医師が、歯科医師としての基盤形成の時期に、患者中心の全人的医療を

理解した上で基本的な診療能力を修得することにより、歯科医師としての資質の向上を図ることを目的としており、

地域の医療提供体制の整備に当たっても、重要な役割を果たすことが期待されるものである。ついては、貴職にお

かれでも、省令の趣旨、内容等について御了知の上、貴管内の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に対

して周知に努めるとともに、情報や意見交換等により各地方厚生局との連携を図り、新たな歯科医師臨床研修制度

の円滑な実施に御協力をお願いする。

記

第 1 省令の趣旨

法第16条の2第1項に規定する臨床研修については、改正法による法の一部改正により、平成18年4月1

日から、診療に従事しようとするすべての歯科医師に義務付けられるところであるが、省令は、法第16条の2

第1項に規定する臨床研修に関して、臨床研修の基本理念、臨床研修施設の指定の基準等を定めるものであるこ

と。

なお、改正法附則11条（臨床研修修了歯科医師の登録に係る経過措置）の規定により、同日前に歯科医師免

許を受けている者及び同日前に歯科医師免許の申請を行った者であって同日以後に歯科医師免許を受けたものは、

改正法による改正後の法第16条の4第1項の規定による臨床研修修了者の登録を受けた者とみなされること。

第2 省令の内容及び具体的な運用基準

1 用語の定義

( 1) 「臨床研修J

法第16条の2第1項に規定する臨床研修をいうものであること。

(2) 「臨床研修施設J

法第16条の2第1項の指定を受けた病院又は診療所をいうものであること。



( 3) 「単独型臨床研修施設」

臨床研修施設のうち、単独で又は研修協力施設と共同して臨床研修を行う病院又は診療所をいうものであ

ること。

( 4) 「管理型臨床研修施設」

臨床研修施設のうち、他の病院又は診療所と共同して臨床研修を行う病院又は診療所（単独型臨床研修施

設を除く。）であって、当該臨床研修の管理を行うものをいうものであること。

(5) 「協力型臨床研修施設」

臨床研修施設のうち、 3月以上他の病院又は診療所と共同して臨床研修を行う病院又は診療所（単独型臨

床研修施設を除く。）であって、管理型臨床研修施設でないものをいうものであること。

( 6) 「連携型臨床研修施設J

他の施設と共同して臨床研修を行う病院又は診療所（単独型臨床研修施設を除く。）であって、管理型

臨床研修施設及び協力型臨床研修施設に該当しないものであること。

(7) 「研修協力施設」

臨床研修施設と共同して臨床研修を行う施設であって、臨床研修施設及び歯学若しくは医学を履修する課

程を置く大学に附属する病院（歯科医業を行わないものを除く。）以外のものをいうものであること。

なお、研修協力施設としては、例えば、へき地・離島診療所、病院、診療所、保健所、介護老人保健施設、

社会福祉施設、赤十字社血液センタ一、各種検診・健診の実施施設等が考えられること。

(8) 「臨床研修施設群」

共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設、協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設をいうもので

あること。研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、研修協力施設も臨床研修施設群に含ま

れること。

(9) 「大学病院J

歯学若しくは医学を履修する課程を置く大学に附属する病院（歯科医業を行わないものを除く。）をいう

ものであること。

(10) 「研修管理委員会］

臨床研修を行う病院又は診療所において臨床研修の実施を統括管理する機関をいうものであること。

なお、研修管理委員会は、単独型臨床研修施設又は管理型臨床研修施設に設置されること。

(11) 「研修プログラムJ

臨床研修の実施に関する計画をいうものであること。

(12) 「プログラム責任者J

研修プログラムの企画立案及び実施の管理並びに研修歯科医に対する助言v指導その他の援助を行う者を

いうものであること。

なお、プログラム責任者は、単独型臨床研修施設又は管理型臨床研修施設に阻置されること。

(13) 「研修実施責任者」

協力型臨床研修施設、連携型臨床研修施設又は研修協力施設において、当該施設における臨床研修の実施

を管理する者をいうものであること。

なお、研修実施責任者は、臨床研修指導歯科医を兼務しでも差し支えないこと。

(14) 「臨床研修指導歯科医」

研修歯科医に対する指導を行う歯科医師をいうものであること。以下「指導歯科医」という。

(15) 「研修歯科医」

臨床研修を受けている歯科医師をいうものであること。

(16) 「研修期間J

臨床研修を行っている期間をいうものであること。

2 臨床研修の基本理念

歯科医師については、単に専門分野の負傷又は疾病を治療するのみでなく、全人的医療を理解した上で患者

の健康と負傷又は疾病を診ることが期待され、歯科医師と患者及びその家族との聞での十分なコミュニケー

ションの下に総合的な診療を行うことが求められていること。また、医療の社会的重要性及び公共性を考える

と、臨床研修は、歯科医師個人の技術の向上を超えて、社会にとって必要性の高いものであること。

このため、臨床研修については、愚者中心の全人的医療を理解した上で、歯科医師としての人格をかん養し、



総合的な診療能力（態度・技能・知識）を身につけ、臨床研修を生涯研修の第一歩とすることのできるもので

なければならないこと。

3 臨床研修施設の指定

( 1）法第16条の2第1項の指定は、次に掲げる区分に応じて行うこと。

ア単独型臨床研修施設

イ 管理型臨床研修施設

ワ協力型臨床研修施設

エ連携型臨床研修施設

(2）単独型臨床研修施設、管理型臨床研修施設及び協力型臨床研修施設は、それぞれ他の区分の臨床研修施設

となることができること。

4 臨床研修施設の指定の申請

( 1）単独型臨床研修施設の指定の申請

ア 単独型臨床研修施設の指定を受けようとする病院又は診療所の開設者は、臨床研修を開始しようとする

年度の前年度の日月 30日までに、当該病院又は診療所に関する臨床研修施設申請書1（様式1）を厚生労

働大臣に提出しなければならないことロなお、既に単独型臨床研修施設の指定を受けている病院又は診療

所であっても、他の病院又は診療所とともに臨床研修施設群を構成しようとする場合は、新たに管理型臨

床研修施設又は協力型臨床研修施設の指定申請を行わなければならないこと。

イ 臨床研修施設申請書1には、次に掲げる書類を添付しなければならないこと。

（ア）当該指定に係るすべての研修プログラム

（イ）研修協力施設と共同して臨床研修を行おうとする場合にあっては、研修協力施設となる施設に係る研

修協力施設概況表（様式2)

ウ 臨床研修施設申請書1及び添付書類は、当該病院又は診療所の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部

医事課あてに送付すること。

(2）管理型臨床研修施設の指定の申請

ア 管理型臨床研修施設の指定を受けようとする病院又は診療所の開設者は、臨床研修を開始しようとする

年度の前年度の6月30日までに、当該病院又は診療所に関する臨床研修施設申請書1を厚生労働大臣に

提出しなければならないこと。なお、既に管理型臨床研修施設の指定を受けている病院又は診療所であっ

ても、臨床研修施設群の臨床研修施設の構成を変更しようとする場合は、新たに管理型臨床研修施設の指

定申請を行わなければならないこと。

イ 臨床研修施設申請書1には、次に掲げる書類を添付しなければならないこと。

（ア）当該指定に係るすべての研修プログラム

（イ）研修協力施設と共同して臨床研修を行おうとする場合にあっては、研修協力施設となる施設に係る研

修協力施設概況表（様式2)

ウ 管理型臨床研修施設の指定を受けようとする病院又は診療所の開設者は、当該病院又は診療所に関する

臨床研修施設申請書1及び添付書類と、協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設として共同して臨床

研修を行うこととなる病院又は診療所に関する臨床研修施設申請書2 （様式2）及び添付書類とを一括し

て、当該管理型臨床研修施設の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。

(3）協力型臨床研修施設又は連携型臨床研修施設の指定の申請

ア 協力型臨床研修施設又は連携型臨床研修施設の指定を受けようとする病院又は診療所の開設者は、臨床

研修を開始しようとする年度の前年度の6月30日までに、当該病院又は診療所に関する臨床研修施設申

請書2 （様式2）を、管理型臨床研修施設として共同して臨床研修を行うこととなる病院又は診療所の開

設者を経由して厚生労働大臣に提出しなければならないこと。なお、既に協力型臨床研修施設の指定を受

けている病院又は診療所であっても、現に指定を受けている臨床研修施設群以外の臨床研修施設群におい

て臨床研修を行おうとする場合は、新たに協力型臨凍研修施設の指定申請を行わなければならないこと。

イ 協力型臨床研修施設の指定を受けようとする病院又は診療所の開設者は、所属する臨床研修施設群にお

ける研修歯科医の受入れ状況等を記載の上で申請を行うこと。

ワ 連携型臨床研修施設として臨床研修を行う場合にあっては、プログラム責任者等からの推薦状を添付す

ること。



5 臨床研修施設の指定の基準

( 1）単独型臨床研修施設の指定の基準

厚生労働大臣は、単独型臨床研修施設の指定を受けようとする病院又は診療所の開設者から指定の申請が

あった場合において、当該病院又は診療所が次に掲げる事項に適合していると認めるときでなければ、単独

型臨床研修施設の指定をしてはならないこと。

ア 省令第2条に規定する臨床研修の基本理念にのっとった研修プログラムを有していること。

（ア）研修プログラムには、次に掲げる事項が定められていること。

①研修プログラムの名称

②研修プログラムの特色

③ 臨床研修の目標

「臨床研修の目標」とは、 「歯科医師臨床研修の到達目標」 （別添）を参考にして、臨床研修施設

が研修プログラムにおいて研修歯科医の到達すべき目標として作成するものであり、 「歯科医師臨床

一研修の到達目標」を達成できる内容で、かつ必要な症例数や研修内容を含むこと。

④ プログラム責任者の氏名

⑤ 臨床研修を行う分野及び臨床研修施設又は研修協力施設ごとの研修期間

「臨床研修を行う分野j とは、当該研修プログラムにおいて研修歯科医の到達すべき目標として示

される項目をいうものであること。

⑥研修歯科医の指導体制

⑦研修歯科医の募集定員並びに募集及び採用の方法

③研修歯科医の処遇に関する事項

次に掲げる事項をいうものであることロ

( i ）常勤又は非常勤の別

( ii ）研修手当、勤務時間及び休暇に関する事項

(iii）時間外勤務及び当直に関する事項

（町）研修歯科医のための宿舎及び病院又は診療所内の室の有無

( v）社会保険・労働保険（公的医療保険、公的年金保険、労働者災害補償保険、雇用保険）に関

する事項

（吋）健康管理に関する事項

(v量）歯科医師賠償責任保険に関する事項

(v量）外部の研修活動に関する事項（学会、研究会等への参加の可否及び費用負担の有無）

⑨研修歯科医の評価に関する事項

「研修歯科医の評価に関する事項」とは、研修プログラムにおいて研修歯科医の修了判定の評価

を行う項目や基準等を示すものであること。

（イ）研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合には、研修協力施設の種別及び名称、研修協力施設が行

う研修の内容及び期間並びに研修実施責任者及び研修歯科医の指導を行う者の氏名が研修プログラムに

明示されていること。

（ウ）研修プログラムに定められた臨床研修を行う分野及び臨床研修施設又は研修協力施設ごとの研修期間

が次に掲げる事項を満たすものであることロ

①研修期間は、原則として合計1年とすること。

②研修歯科医が積極的に研修プログラムを選択し、臨床研修に取り組むことができるよう、地域や施

設の特色をいかし、更に臨床研修を充実させるために活用すること。

③地域保健・医療については、病院、診療所、へき地・離島診療所、保健所、介護老人保健施設、社

会福祉施設、赤十字社血液センター、各種検診・健診の実施施設等を適宜選択して研修を行うこと。

④研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合には、原則として、研修協力施設における研修期聞を

合計1月以内とすることロ

イ 常に勤務する歯科医師が3人以上であり、指導歯科医を常勤で置くこと。

なお、 「常に勤務する歯科医師Jとは、非常勤歯科医師も含め当該施設で定めた歯科医師の勤務時間の

すべてを勤務する歯科医師をいうこと。

ウ 歯科又は歯科口腔外科を標携していることロ



エ 当該医療機関の開設歴が3年以上であること。

オ 臨床研修を行うために必要な症例があること。ただし、共同して臨床研修を行う研修協力施設が医療機

闘である場合にあっては、当該病院又は診療所と研修協力施設の症例とを合わせて、必要な症例があるこ

と。

「臨床研修を行うために必要な症例があることJとは、 「臨床研修の到達目標」を達成するために必要

な症例が確保されていることをいうものであること。

カ 入院若しくは外来患者に対する全身管理の研修又は在宅歯科医療において、主治の医師との連携を図つ

た研修ができること。

なお、全身管理の研修は、鎮静・全身麻酔等を用いた歯科治療における全身管理に係る適切な研修を修

了した指導歯科医の指導の下で実施されることが望ましいこと。

キ 臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備を有していること。

「臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備を有していることJとは、臨床研修の実施に関し必要な歯

科主要設備（例：歯科診療台、デンタノレエックス線装置、パノラマ断層撮影装置、オートクレーブ、生体

モニター、口腔内画像処理システム等）のほか、臨床研修に必要な図書又は雑誌を有しており、また、原

則として、インターネットが利用できる環境（Medline等の文献データベース、教育用コンテンツ等が利

用できる環境）が整備されていることをいうものであること。さらに、次に掲げる施設及び設備を備えて

いることが望ましいこと。

（ア）研修歯科医のための歯科診療台

（イ）研修歯科医のための宿舎及び病院又は診療所内の室

（ウ）医学・歯学教育用シミュレーター（ファントム、切開及び縫合、一次救命処置（BasicLife 

Support: BLS）、心音又は呼吸音の聴診等の訓練用機材等）、医学・歯学教育用ビデオ等の機材

ク 患者の病歴に関する情報を適切に管理していること。

「患者の病歴に関する情報を適切に管理していること」とは、病歴管理者が選任されており、診療に関

する諸記録（診療録、病院日誌、各科診療日誌、処方せん、手術記録、看護記録、検査所見記録、エック

ス線写真、紹介状、退院した患者に係る入院期間中の診療経過の要約等）の管理が適正になされているこ

とをいうものであること。

ケ 医療に関する安全管理のための体制を確保していること。

「医療に関する安全管理のための体制を確保していることJとは、医療法施行規則第1条の 11第1

項及び第2項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を満たすことをいうものであること。

（ア）医療に係る安全管理を行う者（以下「安全管理者」という。）を配置すること。

安全管理者は、当該病院又は診療所における医療に係る安全管理を行う部門（以下「安全管理部門j

という。）の業務に関する企画立案及び評価、当該病院又は診療所内における医療安全に関する職員の

安全管理に関する意識の向上や指導等の業務を行うものであり、次に掲げる基準を満たす必要があるこ

と。

① 医師、歯科医師、薬剤師、看護師又は歯科衛生士のうちのいずれかの資格を有していること。

② 医療安全に関する必要な知識を有していること。

③病院においては、当該病院の安全管理部門に所属していること。

④ 1 当該病院又は診療所の医療に係る安全管理のための委員会（以下「安全管理委員会」という。）の

構成員に含まれていること白

（イ）病院においては、安全管理部門を設置すること白

安全管理部門とは、安全管理者及びその他必要な職員で構成され、安全管理委員会で決定された方針

に基づき、組織横断的に当該病院内の安全管理を担う部門であって、次に掲げる業務を行うものである

こと。

①安全管理委員会で用いられる資料及び議事録の作成及び保存、その他安全管理委員会の庶務に関す

ること。

② 事故等に関する診療録や看護記録等への記載が正確かっ十分になされていることの確認を行うとと

もに、必要な指導を行うこと。

③患者や家族への説明など事故発生時の対応状況について確認を行うとともに、必要な指導を行うこ

と。

＠事故等の原因究明が適切に実施されていることを確認するとともに、必要な指導を行うこと。



⑤ 医療安全に係る連絡調整に関すること。

⑥ 医療安全対策の推進に関すること。

（ウ〕患者からの相談に適切に応じる体制を確保すること。

「思者からの相談に適切に応じる体制を確保することJとは、病院又は診療所においては、当該病院

又は診療所内に息者相談窓口を常設し、患者等からの苦情や相談に応じられる体制を確保するものであ

り、次に掲げる基準を満たす必要があることロまた、これらの苦情や相談は当該病院又は診療所の安全

対策等の見直しにも活用されるものであること。

①患者相談窓口の活動の趣旨、設置場所、担当者及びその責任者、対応時間等について、息者等に明

示されていること。

② 患者相談窓口の活動に関し、相談に対応する職員、相談後の取扱い、相談情報の秘密保護、管理者

への報告等に関する規約が整備されていること。

③患者や家族等が相談を行うことにより不利益を受けないよう、適切な配慮がなされていること。

なお、診療所においては、意見箱等の患者からの意見を適切に収集する体制をもって代えてよいこ

と。この場合も上記①～③に準ずる体制を確保すること。

コ 研修管理委員会を設置していること。

研修管理委員会は、 6 ( 1）を満たすものであること。

サ プログラム責任者を適切に阻置していること。

「プログラム責任者を適切に配置していること」とは、日（3）を満たしたプログラム責任者が、研修

プログラムごとに配置されていることをいうものであること。ただし、 20人以上の研修歯科医が一つの

研修プログラムに基づいて臨床研修を受ける場合には、原則として、プログラム責任者とともに、副プロ

グラム責任者を配置し、プログラム責任者及び高ljプログラム責任者の受け持つ研修歯科医の数が 1人当た

り20人を超えないようにすること。

シ適切な指導体制を有していること。ただし、研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、

当該病院又は診療所と研修協力施設とを合わせて、その指導体制が適切なものであること。

（ア） 「適切な指導体制を有していることJとは、 6 ( 4）アを満たした指導歯科医が、原則として臨床研

修を行う各分野に百日置されており、個々の指導歯科医が、勤務体制上指導時聞を十分に確保できること

をいうものであるこじまた、指導歯科医は研修歯科医に対する指導に関する責任者又は管理者の立場

にあるものであり、指導歯科医が研修歯科医を直接指導することだけでなく、指導歯科医の指導監督の

下、上級歯科医（研修歯科医よりも臨床経験の長い歯科医師をいう。以下同じ）が研修歯科医を直接指

導すること（いわゆる「屋根瓦方式」）も想定していること。また、指導歯科医が配置されていなu、研
修を行う分野についても、適切な指導力を有している者が研修歯科医の指導に当たること。

（イ）休日・夜間の当直における指導体制については、電話等により指導歯科医又は上級歯科医に相談でき

る体制が確保されるとともに、研修歯科医1人で対応できない症例が想定される場合には、指導歯科医

又は上級歯科医が直ちに対応できるような体制（オンコール体制）が確保されていること。

（ウ）診療補助に従事する歯科衛生士又は看護師（准看護師を含む。以下「歯科衛生士等」という。）が適

当数（常に勤務する歯科医師と概ね同数又は当該年度に募集する研修歯科医と同数）確保されているこ

と。また、歯科衛生士を1人以上置くこと。

なお、歯科衛生士等の数の算定に当たっては、非常勤の者は、当該施設の定めた歯科衛生士等の勤務

時間により常勤換算し、算入すること。

（エ）研修歯科医手帳を作成し、研修歯科医が当該手帳に研修内容を記入するよう指導すること。また、研

修歯科医が担当した息者の病歴や手術の要約を作成するよう指導すること。

ス 受け入れる研修歯科医の数が、臨床研修を行うために適切であること。

（ア）受け入れる研修歯科医の数は、基本的な診療能力を習得するのに必要な症例を十分確保できる適当な

人数であること。

（イ）同時に受入れる研修歯科医数が、指導歯科医数の2倍を超えないこと。

（ウ）原則として、研修プログラムごとに研修歯科医を毎年継続して受け入れることができる体制であるこ

と。

セ研修歯科医の募集及び採用は、原則として、公募により行われること。

ソ 研修歯科医に対する適切な処遇を確保していること。ただし、研修協力施設と共同して臨床研修を行う

場合にあっては、当該病院文は診療所及び研修協力施設のそれぞれにおいて、研修歯科医に対する適切な



処遇が確保されていること。

タ 病床を有さない診療所においては、臨床研修施設群の協力型臨床研修施設又は従前の複合研修方式の従

たる施設として指定を受けており、原則として2年以上連続して臨床研修の実績があること。

(2）管理型臨床研修施設の指定の基準

厚生労働大臣は、管理型臨床研修施設の指定を受けようとする病院又は診療所の開設者から指定の申請が

あった場合において、当該病院又は診療所が次に掲げる事項に適合していると認めるときでなければ、管理

型臨床研修施設の指定をしてはならないこと。

なお、アからツまでの各項目については、以下に特に定めるもののほか、 ( 1）の各項目において示した

内容に準じること。

ア 省令第2条に規定する臨床研修の基本理念にのっとった研修プログラムを有していること。

（ア）原則として、連続した3月以上の研修を管理型臨床研修施設で行うこと。ただし、 3月を超える期間

については、 1月を単位として、連続しなくてもよいこと。

（イ）協力型臨床研修施設の名称、協力型臨床研修施設が行う研修の内容及び期間並びに研修実施責任者及

び指導歯科医の氏名が研修プログラムに明示されていること。

（ウ）連携型臨床研修施設として臨床研修を行う場合にあっては、連携型臨床研修施設の名称、連携型臨床

研修施設が行う研修の内容及び期間並びに研修実施責任者及び指導歯科医の氏名が研修プログラムに明

示されていること。

イ 常に勤務する歯科医師が2人以上であり、指導歯科医を常勤で置くこと。

ウ 歯科又は歯科口腔外科を標携していること。

エ 当該医療機関の開設歴が3年以上であること。

オ 当該病院又は診療所と協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の症例とを合わせて、臨床研修を行

うために必要な症例があり、かつ必要な分野の研修が可能であること。ただし、共同して臨床研修を行う

研修協力施設が医療機関である場合にあっては、臨床研修施設群を構成する臨床研修施設と研修協力施設

の症例とを合わせて、必要な症例があること。

カ 入院若しくは外来患者に対する全身管理の研修又は在宅歯科医療において、主治の医師との連携を図つ

た研修ができること。

なお、全身管理の研修は、鎮静・全身麻酔等を用いた歯科治療における全身管理に係る適切な研修を修

了した指導歯科医の指導の下で実施されることが望ましいこと。

キ 臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備を有していること。ただし、共同して臨床研修を行う研修協

力施設が医療機関である場合にあっては、当該病院又は診療所及び研修協力施設が、それぞれの担当する

臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備を有していること。

ク 患者の病歴に関する情報を適切に管理していること。

ケ 医療に関する安全管理のための体制を確保していること。

コ 研修管理委員会を設置していること。

なお、研修管理委員会は、 6 (1）を満たすものであること。

サ 当該病院又は診療所において、プログラム責任者を適切に配置していること。

シ適切な指導体制を有していること。ただし、研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、

臨床研修施設群における指導体制が適切なものであること。

ス 受け入れる研修歯科医の数が、臨床研修を行うために適切であること。

受け入れる研修歯科医の数は、臨床研修施設群を構成する臨床研修施設ごとに適切な数である必要があ

ること。

セ研修歯科医の募集及び採用は、原則として、公募により行われること。

ソ 研修歯科医に対する適切な処遇を確保していること。ただし、研修協力施設と共同して臨床研修を行う

場合にあっては、当該病院又は診療所及び研修協力施設のそれぞれにおいて、研修歯科医に対する適切な

処遇が確保されていること。

タ 病床を有さない診療所においては、臨床研修施設群の協力型臨床研修施設又は従前の複合研修方式の従

たる施設として指定を受けており、原則として2年以上連続して臨床研修の実績があること。

チ 協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設との問で緊密な連携体制を確保していること。また、地域

医療の研修を幅広く確保する観点から、原則として、臨床研修施設群の中に研修の実施に必要と考えられ

る相当数の民間医療機関を含めること。



「緊密な連携体制Jとは、歯科医師の往来又は患者の紹介が組織的に行われている等、診療及び臨床研

修について機能的な連携が具体的に行われている状態をいうものであること。

ツ 協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設として共同して臨床研修を行う病院又は診療所が、

の協力型臨床研修施設及び（4）連携型臨床研修施設の指定の基準に適合していること。

( 3）協力型臨床研修施設の指定の基準

厚生労働大臣は、協力型臨床研修施設の指定を受けようとする病院又は診療所の開設者から指定の申請が

あった場合において、当該病院又は診療所が次に掲げる事項に適合していると認めるときでなければ、協力

型臨床研修施設の指定をしてはならないこと。

なお、アからシまでの各項目については、以下に特に定めるもののほか、

内容に準じること。

ア 省令第2条に規定する臨床研修の基本理念にのっとった研修プログラムを有していること。

（ア）各協力型臨床研修施設において、連続した3月以上の研修を行うこと。

（イ） （ア）の規定に関わらず、複数の臨床研修施設が共同して次に掲げる基準を満たす研修を実施する場

合には、各協力型臨床研修施設において、 3月以上の研修を連続して行わないこととしても差し支えない

こと。ただし、各協力型臨床研修施設において、合計3月以上の刷彦を行うこと。

① 5以下の臨床研修施設が共同して実施されること。

② 各臨床研修施設の所在地が研修歯科医の負担にならないように配慮されていること。

③各臨床研修施設が研修を行う期間が、協力型臨床研修施設にあっては（ 3）ア（イ）、連携型臨床

研修施設にあっては（4）ア（ア）に適合していること。

④効果的な研修が実施できるよう、適切な研修期間を設定されていること。また、連携型臨床研修施

設と共同して実施される場合は、各連携型臨床研修施設における研修期間の合計が各協力型臨床研修

施設における研修期間の合計を上回らないようにすること。

⑤協力型臨床研修施設は、管理型臨床研修施設と協議の上、当該研修の運営を行うこと。

なお、複数の協力型臨床研修施設が当該研修を実施する場合は、当該研修を運営する協力型臨床研

修施設を選定する。

常に勤務する歯科医師が2人以上であり、指導歯科医を常勤で置くこと。

歯科又は歯科口腔外科を標携していること。

当該医療機関の開設歴が3年以上であること。

臨床研修の実施に関L必要な施設及び設備を有していること。

患者の病歴に関する情報を適切に管理していること。

医療に関する安全管理のための体制を確保していること。

「医療に関する安全管理のための体制を確保していること」とは、特定機能病院並びに医師臨床研修病

院を除く病院又は診療所において、 (1）ケの（ア）の事項を満たし、 （イ）及び（ワ）の事項について

は体制整備に努めることをいう。

なお、当該病院又は診療所内に患者からの相談に適切に応じる体制が確保されない場合にあっては、管

理型臨床研修施設等に患者相談窓口を確保し、その活動の趣旨、設置場所、担当者及びその責任者、対応

時間等について、患者等に明示すること。

ク 適切な指導体制を有していること。

当該施設における臨床研修の実施を管理する研修実施責任者を肥置していること。

受け入れる研修歯科医の数が、臨床研修を行うために適切であること。

研修歯科医の募集及び採用は、原則として、公募により行われること。

サ研修歯科医に対する適切な処遇を確保していること。

シ管理型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設と共同して臨床研修を行う病院又は診療所が、

理型臨床研修施設及び（4）の連携型臨床研修施設の指定の基準に適合していること。

(4）連携型臨床研修施設の指定の基準

厚生労働大臣は、連携型臨床研修施設の指定を受けようとする病院又は診療所の開設者から指定の申請が

あった場合において、当該病院又は診療所が次に掲げる事項に適合していると認めるときでなければ、連携

型臨床研修施設の指定をしてはならないことロ

なお、アからサまでの各項目については、以下に特に定めるもののほか、

内容に準じること。

( 3) 

の各項目において示した

( 2）の管

( 1) 

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ケ

::r 

( 1）の各項目において示した



ア 連携型臨床研修施設における研修プログラムは、臨床研修施設が策定する研修プログラムを補完する内

容であること。なお、 2以上の研修プログラムに基づいて臨床研修を行わないこと。

（ア）当該施設で5日以上30日以内研修を行うことを目安とし、当該施設における研修方法は、 ( 3）ア

（イ）の内容を遵守すること。

（イ）連携型臨床研修施設の名称、連携型臨床研修施設が行う研修の内容及び期間並びに研修実施責任者及

び指導歯科医の氏名が研修プログラムに明示されていること

イ 常に勤務する歯科医師が1人以上であり、指導歯科医を常勤で置くこと。

ウ 歯科又はこれに関連した診療科を置いていること。

エ 当該医療機関の開設歴が3年以上であること。

オ 臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備を有していること。

カ 患者の病歴に関する情報を適切に管理していること。

キ 医療に関する安全管理のための体制を確保していること。

「医療に関する安全管理のための体制を確保していることj とは、特定機能病院並びに医師臨床研修病

院を除く病院又は診療所において、 ( 1）ケの（ア）の事項を満たし、 （イ）及び（ワ）の事項について

は体制整備に努めることをいう。

なお、当該病院又は診療所内に愚者からの相談に適切に応じる体制が確保されない場合にあっては、管

理型臨床研修施設等に患者相談窓口を確保し、その活動の趣旨、設置場所、担当者及びその責任者、対応

時間等について、愚者等に明示すること。

ク 適切な指導体制を有していること。

（ア）当該施設における臨床研修の実施を管理する研修実施責任者を配置していること。

（イ）プログラム責任者等から以下のいずれかに該当する旨について推薦を受けていること。

ア）指導歯科医が臨床研修の到達目標に含まれる特定の分野について豊富な症例を経験しており、同分

野について効果的な指導ができる。

イ）へき地医療若しくは在宅歯科医療又は障害者に対する歯科診療等を実践しており、これらの項目を

含めた研修プログラムの計画・実施ができる。

ケ 受け入れる研修歯科医の数が、臨床研修を行うために適切であること。

コ 研修歯科医に対する適切な処遇を確保していること。

サ 管理型臨床研修施設及び協力型臨床研修施設として共同して臨床研修を行う病院又は診療所が、 (2) 

の管理型臨床研修施設及び（ 3）の協力型臨床研修施設の指定の基準に適合していること

(5）厚生労働大臣は、臨床研修施設の指定の申請があった場合において、当該病院又は診療所が次に掲げる事

項のいずれかに該当するときは、臨床研修施設の指定をしてはならないこと。

ア 1 4 ( 1）により臨床研修施設の指定を取り消され、その取消しの日から起算して2年を経過していな

u、こと。
イ その開設者又は管理者に医事に関する犯罪又は不正の行為があり、臨床研修を行うことが適当でないと

認められること。

(6) (1）から（4）までの臨床研修施設の指定の基準については、臨床研修施設において年間を通じて常に

遵守されていなければならないこと。

6 研修管理委員会等の要件

臨床研修を実施している問、指導歯科医等の研修歯科医の指導に当たる者は、適宜、研修歯科医ごとの研修

の進捗状況を把握・評価し、修了基準に不足している部分を補い、あらかじめ定められた研修期間内に臨床研

修を修了することができるよう配慮しなければならないこと。

( 1）研修管理委員会

ア 単独型臨床研修施設の研修管理委員会は、次に掲げる者を構成員に含まなければならないこと。

（ア）当該病院又は診療所の管理者又はこれに準ずる者

（イ）当該病院又は診療所の事務部門の責任者又はこれに準ずる者

（ウ）当該研修管理委員会が管理するすべての研修プログラムのプログラム責任者

（エ）研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、すべての研修協力施設の研修実施責任者

イ 管理型臨床研修施設の研修管理委員会は、次に掲げる者を構成員に含まなければならないことロ

（ア）当該病院又は診療所の管理者又はこれに準ずる者



（イ）当該病院又は診療所の事務部門の責任者又はこれに準ずる者

( 7）当該研修管理委員会が管理するすべての研修プログラムのプログラム責任者

（エ）臨床研修施設群を構成するすべての協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の研修実施責任者

（オ）研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、すべての研修協力施設の研修実施責任者

ウ 研修管理委員会の構成員には、当該臨床研修施設及び研修協力施設以外に所属する歯科医師、有識者等

を含むこと。

エ研修管理委員会は、研修プログラムの作成、研修プログラム相互間の調整、研修歯科医の管理及び研修

歯科医の採用・中断・修了の際の評価等臨床研修の実施の統括管理を行うこと。

オ研修管理委員会は、必要に応じてプログラム責任者や指導歯科医から研修歯科医ごとの研修進捗状況に

ついて情報提供を受ける等により、研修歯科医ごとの研修進捗状況を把握・評価し、修了基準に不足して

いる部分についての研修が行えるよう配慮しなければならないこと。

カ 研修管理委員会は、研修プログラムの質の向上を図るため、研修プログラムの評価を行うこと。研修プ

ログラムの評価には、研修歯科医の指導体制、研修歯科医が経験した平均症例数及び「歯科医師臨床研修

の到達目標」の達成に必要な症例数を満たした研修歯科医の割合を含むこと。

キ研修管理委員会は、各臨床研修施設における研修の実施状況や研修歯科医の受入状況などを常時把握す

ること。

なお、管理型臨床研修施設の研修管理委員会は、共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携

型臨床研修施設の受入時期、受入人数及び他の臨床研修施設群への申請状況等を把握するとともに、協力

型臨床研修施設における臨床研修が円滑に行われるよう、必要に応じて調整を図ること。その結果、協力

型臨床研修施設において、 3年以上研修歯科医の受入れがないときは、 15に基づき臨床研修施設群から

当該協力型臨床研修施設の削除を行うことができること。なお、この場合において、各協力型臨床研修施

設の実績等を総合的に勘案すること。

ク 研修管理委員会は、研修管理委員会に関する規約等において臨時の研修管理委員会の開催等に関する事

項を定めるなど、研修期間中に緊急な対応を要する事案が生じた場合に迅速に対応できるような体制の整

備に努めること。

ケ研修管理委員会は、会議に関する議事内容等を記録し、保管すること。

コ 研修管理委員会は、定期的な研修会を開催する等、指導歯科医等の資質向上に努めることが望ましいと

と。

(2）単独型臨床研修施設又は管理型臨床研修施設の管理者

単独型臨床研修施設又は管理型臨床研修施設の管理者（以下この項及び18から 20までにおいて「管理

者」という。）は、責任をもって、受け入れた研修歯科医についてあらかじめ定められた研修期間内に臨床

研修が修了できるよう努めなければならないこと。

なお、研修歯科医に対して 18 ( 1）エの臨床研修中断証を交付するような場合においても、管理者は当

該研修歯科医に対し、適切な進路指導を行うものであること。

(3）プログラム責任者

ア プログラム責任者は、単独型臨床研修施設又は管理型臨床研修施設の常勤の歯科医師であって、指導歯

科医及び研修歯科医に対する指導を行うために必要な経験及び能力を有しているものでなければならない

こと。

（ア）プログラム責任者は、研修プログラムごとに1人配置されることが望ましいが、複数の研修プログラ

ムの管理を行ってもよいこと。また、研修実施責任者及び指導歯科医と兼務することは差し支えないこ

と。

（イ） 「指導歯科医及び研修歯科医に対する指導を行うために必要な経験及び能力を有しているもの」とは、

指導歯科医の要件を満たす者であって、基本的・総合的診療についての指導を行うことのできる経験及

び能力を有しているものをいうものであること。

イ プログラム責任者は、次に掲げる事項等研修プログラムの企画立案及び実施の管理並びに研修歯科医に

対する助言、指導その他の援助を行うこと。

（ア）研修プログラムの原案を作成すること。

（イ）定期的に、さらに必要に応じて随時研修歯科医ごとに臨床研修の目標の達成状況を把握・評価し、研

修プログラムにあらかじめ定められた研修期間の終了の時までに、修了基準に不足している部分につい

ての研修が行えるよう指導歯科医に情報提供する等、すべての研修歯科医が臨床研修の目標を達成でき



るよう、全研修期間を通じて研修歯科医の指導を行うとともに、研修プログラムの調整を行うこと。

（ウ）研修歯科医の臨床研修の休止に当たり、研修休止の理由の正当性を判定すること。

（エ）研修プログラムにあらかじめ定められた研修期間の終了の際に、研修管理委員会に対して、研修歯科

医ごとに臨床研修の目標の達成状況を報告すること。

ウ プログラム責任者は、プログラム責任者講習会（医療関係者研修費等補助金歯科医師臨床研修指導医講

習会事業により開催されたもの）を受講することが望ましいことロ

( 4）指導歯科医等

ア 指導歯科医は、常に勤務する歯科医師であって研修歯科医に対する指導を行うために必要な経験及び能

カを有しているものでなければならないこと。

（ア） 「研修歯科医に対する指導を行うためにF必要な経験及び能力を有しているもの」とは、一般歯科診療

について的確に指導し、適正に評価を行うことができ、以下の①、②のいずれかの条件に該当する者で

あることロなお、臨床経験には、臨床研修を行った期間を含めて差し支えないこと。

① 7年以上の臨床経験を有する者であって、指導歯科医講習会（一般財団法人歯科医療振興財団

主催又は「歯科医師の臨床研修に係る指導歯科医講習会の開催指針」 （平成16年6月 17日付

け医政発第0617001号）にのっとって開催されたもの）を受講していること。なお、都道

府県歯科医師会会長の推薦があることが望ましいこと。

② 5年以上の臨床経験を有する者であって、日本歯科医学会・専門分科会の認定医・専門医の資

格を有し、指導歯科医講習会（一般財団法人歯科医療振興財団主催又は「歯科医師の臨床研修に

係る指導歯科医講習会の開催指針について」 （平成16年6月17日付け医政発第061700

1号）にのっとって開催されたもの）を受講していること。

（イ）指導歯科医は、臨床研修指導のための研さんを続けなければならないこと。

イ 指導歯科医は、担当する分野における研修期間中、研修歯科医ごとに臨床研修の目標の達成状況を把握

し、研修歯科医に対する指導を行い、適宜、研修歯科医の評価をプログラム責任者に報告すること。

（ア）指導歯科医は、研修歯科医の評価に当たっては、当該研修歯科医の指導を行い、又は研修歯科医と共

に業務を行った歯科医師、歯科衛生士その他の職員と十五苦情報を共有し、各職員による評価を把握した

上で、責任を持って評価を行わなければならないこと。

（イ）指導歯科医は研修歯科医と十分意志疎通を図り、実際の状況と評価に事離が生じないように努めなけ

ればならないこと。

（ウ）研修歯科医による指導歯科医の評価についても、指導歯科医の資質の向上に資すると考えられること

．から、実施することが望ましいこと。

ウ 研修協力施設等における研修実施責任者や指導者についても、指導歯科医と同様の役割を担うものであ

ること。

7 臨床研修施設指定証の交付

厚生労働大臣は、臨床研修施設を指定した場合にあっては、当該指定を受けた病院又は診療所に対して臨床

研修施設指定証を交付すること。

なお、臨床研修施設指定証の交付を受けた臨床研修施設の開設者は、当該指定が取り消されたときは臨床研

修施設指定証を、当該病院又は診療所の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。

8 臨床研修施設の変更の届出

( 1）単独型臨床研修施設又は管理型臨床研修施設の変更の届出

ア 単独型臨床研修施設又は管理型臨床研修施設の開設者は、当該病院又は診療所に関する次に掲げる事項

に変更が生じたときは、その日から起算して1月以内に、臨床研修施設変更届出書1 （様式1）をもって、

その旨を厚生労働大臣に届け出なければならないこと。

（ア）開設者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地）

（イ）管理者の氏名

（ウ）名称

（エ）診療科名

（オ）病床の種別ごとの病床数

（カ）研修管理委員会の構成員



（キ）プログラム責任者

（ク）指導歯科医及びその担当分野

（ケ）研修歯科医の処遇に関する事項

（コ）研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、当該研修協力施設に係る次に掲げる事項

① 開設者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地）

② 管理者の氏名

③名称

④研修歯科医の処遇に関する事項

⑤研修歯科医の指導を行う者及びその担当分野

⑤研修協力施設が医療機関である場合にあっては、次に掲げる事項

( i ）診療科名

( ii ）病床の種別ごとの病床数

イ 臨床研修施設変更届出書1は、当該病院又は診療所の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あ

てに送付すること。

ウ 共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設から臨床研修施設変更届出書2の

送付を受けた管理型臨床研修施設の開設者は、速やかに当該臨床研修施設変更届出書2を当該管理型臨床

研修施設の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。

(2）協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の変更の届出

協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の開設者は、当該病院又は診療所に関する次に掲げる事項に

変更が生じたときは、その日から起算して1月以内に、臨床研修施設変更届出書2 （様式2）をもって、そ

の旨を共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設の開設者を経由して厚生労働大臣に届け出なければなら

ないこと。

ア 開設者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地）

イ 管理者の氏名

ウ名称

エ診療科名

オ病床の種別ごとの病床数

カ 指導歯科医及びその担当分野

キ研修歯科医の処遇に関する事項

9 研修プログラムの変更又は新設の届出

( 1)研修プログラムの変更

研修プログラムの変更とは、研修プログラムのうち、次に掲げる事項を変更することをいうものであるこ

と。

ア 臨床研修の目標（「歯科医師臨床研修の到達目標」の達成に必要な症例数や研修内容を含む。）

イ 臨床研修を行う分野

ウ 臨床研修を行う分野ごとの研修期間

エ 臨床研修を行う分野ごとの臨床研修を行う病院、診療所又は施設

オ研修プログラムの募集定員

カ研修プログラムの名称

(2）単独型臨床研修施設の研修プログラムの変更又は新設の届出

ア 単独型臨床研修施設の開設者は、研修プログラムを変更する場合又は新たに研修プログラムを設ける場

合には、当該研修プログラムに基づく臨床研修を行おうとする年度の前年度の4月30日までに、当該研

修プログラムに関し、次に掲げる書類を添えて、臨床研修施設変更届出書1 （様式1）を厚生労働大臣に

提出しなければならないこと。

（ア）変更又は新設に係る研修プログラム（研修プログラムの変更の場合にあっては、変更前及び変更後の

研修プログラム）

（イ）研修プログラムの変更の場合にあっては、変更する箇所を記載した書類（変更部分に下線を付した変

更前及び変更後の研修プログラムでも差し支えない。）

（ウ）研修協力施設と共同して臨床研修を行おうとする場合にあっては、研修協力施設となる施設に係る研



修協力施設概況表（様式2)

イ 臨床研修施設変更届出書1及び添付書類は、当該病院又は診療所の所在地を管轄する地方厚生局健康福

祉部医事課あてに送付すること。

( 3）管理型臨床研修施設の研修プログラムの変更又は新設の届出

ア 管理型臨床研修施設の開設者は、研修プログラムを変更する場合又は新たに研修プログラムを設ける場

合には、当該研修プログラムに基づく臨床研修を行おうとする年度の前年度の4月30日までに、当該研

修プログラムに関し、次に掲げる書類を添えて、臨床研修施設変更届出書（様式1）を厚生労働大臣に提

出しなければならないこと。

（ア）変更又は新設に係る研修プログラム（研修プログラムの変更の場合にあっては、変更前及び変更後の

研修プログラム）

（イ）研修プログラムの変更の場合にあっては、変更する箇所を記載した書類（変更部分に下線を付した変

更前及び変更後の研修プログラムでも差し支えない。）

（ウ）研修協力施設と共同して臨床研修を行おうとする場合にあっては、研修協力施設となる施設に係る研

修協力施設概況表（様式2)

イ 管理型臨床研修施設の開設者は、当該病院又は診療所に関する臨床研修施設変更届出書1及び添付書類

と、共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設に関する臨床研修施設変更届出

書 2 （様式2）とを一括して、当該管理型臨床研修施設の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課

あてに送付すること。

(4）協力型臨床研修施設又は連携型臨床研修施設の研修プログラムの変更又は新設の届出

協力型臨床研修施設又は連携型臨床研修施設の開設者は、研修プログラムを変更する場合又は新たに研修

プログラムを設ける場合には、当該研修プログラムに基づく臨床研修を行おうとする年度の前年度の4月3

0日までに、当該研修プログラムに関し、臨床研修施設変更届出書2 （様式2）を、共同して臨床研修を行

う管理型臨床研修施設の開設者を経由して厚生労働大臣に提出しなければならないこと。

(5）現に研修歯科医を受け入れている臨床研修施設は、当該研修歯科医が研修を修了し、又は中断するまでの

問、当該研修歯科医が受ける臨床研修に係る研修プログラムの変更をしてはならないこと。

(6) (5）にかかわらず、やむを得ない場合にあっては、研修グログラムの変更を行うことも認められること。

この場合において、臨床研修施設の開設者は、速やかに、 (2）から（4）までの届出を行わなければなら

ないこと。

1 0 臨床研修施設の行う臨床研修

臨床研修施設は、臨床研修施設の指定申請の際に提出し、又は研修プログラムの変更若しくは新設の届出を

行った研修プログラム以外の研修プログラムに基づいて臨床研修を行ってはならないこと。

1 1 研修歯科医の募集の際の研修プログラム等の公表

臨床研修施設の管理者は、研修歯科医の募集を行おうとするときは、あらかじめ、研修プログラムとともに、

次に掲げる事項を公表しなければならないこと。

( 1）研修プログラムの名称及び概要

(2）研修歯科医の募集定員並びに募集及び採用の方法

(3）研修の開始時期

( 4）研修歯科医の処遇に関する事項

(5）臨床研修施設の指定について申請中である場合には、その旨

(6）研修プログラムの変更又は新設の届出を行った場合（当該届出を行おうとしている場合を含む。）には、

その旨

1 2 臨床研修施設の年次報告

( 1）単独型臨床研修施設の年次報告

ア 単独型臨床研修施設の開設者は、毎年4月30日までに、当該病院又は診療所に関する年次報告書1

（様式1）に、現に行っている臨床研修に係る研修プログラムを添えて、これを厚生労働大臣に提出しな

ければならないこと。また、研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、研修協力施設概況

表（様式2）を添付すること。



イ 年次報告書1及び添付書類は、当該病院又は診療所の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あ

てに送付すること。

(2）管理型臨床研修施設の年次報告

ア 管理型臨床研修施設の開設者は、毎年4月30固までに、当該病院又は診療所に関する年次報告書1に、

現に行っている臨床研修に係る研修プログラムを添えて、これを厚生労働大臣に提出しなければならない

こと。また、研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、研修協力縮設概況表（様式2）を

添付すること。

イ 管理型臨床研修施設の開設者は、当該病院又は診療所に関する年次報告書1及び添付書類と、共同して

臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設に関する年次報告書2とを一括して、当該管

理型臨床研修施設の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。

(3）協力型臨床研修施設又は連携型臨床研修施設の年次報告

協力型臨床研修施設又は連携型臨床研修施設の開設者は、毎年4月30日までに、当該病院又は診療所に

関する年次報告書2 （様式2）を、共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設の開設者を経由して厚生労

働大臣に提出しなければならないこと。

1 3 臨床研修施設に対する厚生労働大臣の報告の徴収及び指示

( 1）厚生労働大臣は、臨床研修の実施に関し必要があると認めるときは、臨床研修施設の開設者又は管理者に

対して報告を求めることができること。

(2）厚生労働大臣は、研修プログラム、指導体制、施設、設備、研修歯科医の処遇その他の臨床研修の実施に

関する事項について適当でないと認めるときは、臨床研修施設の開設者又は管理者に対して必要な指示をす

ることができることロ

(3）厚生労働大臣は、臨床研修施設群については、管理型臨床研修施設の開設者又は管理者に対し、協力型臨

床研修施設及び連携型臨床研修施設に関する（ 1）の報告の徴収又は（2）の必要な指示をすることができ

ること。

1 4 臨床研修施設の指定の取消し

( 1）厚生労働大臣は、臨床研修施設が次のいずれかに該当するときは、法第16条の2第2項の規定により臨

床研修施設の指定を取り消すことができること。

ア 臨床研修施設の区分ごとに、 5 ( 1）から（4）までのそれぞれの臨床研修施設の指定の基準に適合し

なくなったとき。

イ 単独型臨床研修施設及び管理型臨床研修施設において、 3年以上研修歯科医の受入れがないとき。

ウ 協力型臨床研修施設にのみ指定されている施設がすべての臨床研修施設群から外れたときロ

エ 5 (5）イに該当するに至ったときロ

オ 6及びBから 12までに違反したとき。

カ その開設者又は管理者が、 13 ( 2）の指示に従わないとき。

(2）臨床研修施設群を構成する臨床研修施設の指定の取消し

厚生労働大臣は、臨床研修施設群の臨床研修施設の構成に変化がある場合には、当該臨床研修施設群に係

るー又は二以上の臨床研修施設の指定を同時に取り消すことができるものとすること。取消しを行う場合に

おいては、関係する臨床研修施設の開設者は、 16の手続に従い、臨床研修施設の指定の取消しの申請を行

わなければならないこと。

1 5 臨床研修施設群の構成の変更

臨床研修施設群において協力型臨床研修施設又は連携型臨床研修施設の加除を行ったうえで、再度、同様の

臨床研修を行おうとする管理型臨床研修施設の開設者は、臨床研修を開始しようとする年度の前年度の6月3

0日までに、当該管理型臨床研修施設に関する臨床研修施設申請書1 （様式1）及び当該臨床研修施設群にお

けるすべての研修プログラムを添え厚生労働大臣に提出しなければならないこと。

なお、新たに研修協力施設として臨床研修を行おうとする施設がある場合には、研修協力施設概況表（様式

2）を添付すること。

当該臨床研修施設群において新たに協力型臨床研修施設又は連携型臨床研修施設として臨床研修を行おうと

する病院又は診療所の開設者は、既に臨床研修施設として指定を受けている場合であっても、当該病院又は診



療所に関する臨床研修施設申請書2 （様式2）を管理型臨床研修施設の開設者を経由して厚生労働大臣に提出

しなければならないこととし、当該臨凍研修施設群における協力型臨床研修施設又は連携型臨床研修施設の指

定の取消しを受けようとする施設は 16 ( 3）の手続に従うこと。

この場合において、管理型臨床研修施設の開設者は、当該管理型臨床研修施設に関する臨床研修施設申請書

1等に新たに研修協力施設として登録しようとする施設の研修協力施設概況表等を添付し、新たに共同して臨

床研修を行うこととなる病院又は診療所に関する臨床研修施設申請書2等及び指定の取消しを受けようとする

協力型臨床研修施設又は連携型臨床研修施設の指定取消申請書（様式3）とを一括して、当該管理型臨床研修

施設の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付しなければならないこと。

1 6 臨床研修施設の指定の取消しの申請

( 1）単独型臨床研修施設の指定の取消しの申請

ア 単独型臨床研修施設の開設者は、臨床研修施設の指定の取消しを受けようとするときは、あらかじめ指

定取消申請書（様式3）を厚生労働大臣に提出しなければならないこと。

イ 指定取消申請書は、当該病院又は診療所の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付す

ること。

(2）管理型臨床研修施設の指定の取消しの申請

ア 管理型臨床研修施設の開設者は、臨床研修施設の指定の取消しを受けようとするときは、あらかじめ指

定取消申請書（様式3）を厚生労働大臣に提出しなければならないこと。

イ 管理型臨床研修施設の開設者は、当該病院又は診療所に関する指定取消申請書と、共同して臨床研修を

行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設に関する指定取消申請書とを一括して、当該管理型臨床

研，修施設の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。

(3）協力型臨床研修施設又は連携型臨床研修施設の指定の取消しの申請

協力型臨床研修施設又は連携型臨床研修施設の閉設者は、臨床研修施設の指定の取消しを受けようとする

ときは、あらかじめ指定取消申請書（様式3）を、共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設の開設者を

経由して厚生労働大臣に提出しなければならないこと。

( 4）厚生労働大臣は、 ( 1 ）から（ 3）までの申請があった場合において、当該臨床研修施設の指定を取り消

すことが相当と認めるときは、その指定を取り消すことができること。

1 7 臨床研修の評価

( 1)研修期間中の評価

研修期間中の評価は、形成的評価により行うことが重要であり、研修歯科医ごとの知識・態度・技能に価

値ある変容をもたらすことを主な目的とすること。

研修歯科医及び指導歯科医は、 「臨床研修の到達目標j に記載された個々の項目について、研修歯科医が

実際にどの程度履修したか随時記録を行うものであること。

研修の進捗状況の記録については、研修歯科医手帳を利用するほか、インターネットを用いた評価システ

ムなどの活用も考えられること。

指導歯科医等は、定期的に、さらに必要に応じて随時研修歯科医ごとに研修の進捗状況を把握・評価し、

研修歯科医が修了基準に不足している部分を研修できるよう配慮すると共に、評価結果を研修歯科医にも知

らせ、研修歯科医及び指導スタッフ聞で評価を共有し、より効果的な研修へとつなげるものであること。

(2）研修期間終了時の評価

研修歯科医の研修期間の終了に際し、プログラム責任者は、研修管理委員会に対して研修歯科医ごとの症

例数や臨床研修の目標の達成状況を報告し、その報告に基づき、研修管理委員会は研修の修了認定の可否に

ついての評価を行うこと。

評価は、研修実施期間の評価及び臨床研修終了時の到達目標の達成度の評価（行動目標等の達成度の評価

及び臨床歯科医としての適性の評価）に分けて行い、両者の基準が満たされた時に修了と認めるものである

こと。

1 8 臨床研修の中断及び再開

( 1）臨床研修の中断

ア基本的な考え方



臨床研修の中断とは、現に臨床研修を受けている研修歯科医について研修プログラムにあらかじめ定め

られた研修期間の途中で臨床研修を中止することをいうものであること。

イ 中断の基準

中断には、 「研修歯科医が臨床研修を継続することが困難であると研修管理委員会が評価、勧告した場

合j と「研修歯科医から管理者に申し出た場合」の2通りがあることロ

管理者が臨床研修の中断を認めることができるのは、以下のような正当な理由がある場合であり、例え

ば、臨床研修施設の研修歯科医に対する不満又は研修歯科医の臨床研修施設に対する不満のように、改善

の余地がある場合については中断を認めるものではないこと。

（ア）研修歯科医が臨床研修を継続することが困難であると研修管理委員会が評価、勧告した場合

①当該臨床研修施設の廃院、指定の取消しその他の理由により、当該研修施設が認定を受けた研修プログ

ラムの実施が不可能な場合

②研修歯科医が臨床歯科医としての適性を欠き、当該臨床研修施設の指導、教育によっても改善が不可能

な場合

③その他正当な理由がある場合

（イ）研修歯科医から管理者に申し出た場合

①妊娠、出産、育児、傷病等の理由により臨床研修を中止する場合

②研修、留学等の多様なキャリア形成のため、臨床研修を中止する場合

③その他正当な理由がある場合

ウ中断の手順

（ア）研修管理委員会は、研修歯科医が臨床研修を継続することが困難であると認める場合には、当該研修

歯科医がそれまでに受けた臨床研修に係る当該研修歯科医の評価を行い、管理者に対し、当該研修歯科

医の臨床研修を中断することを勧告することができること。

（イ）管理者は、 （ア）の勧告又は研修歯科医の申出を受けて、当該研修歯科医の臨床研修を中断すること

ができること。

（ウ）臨床研修の中断の検討を行う際には、管理者及び研修管理委員会は当該研修歯科医及びプログラム責

任者や他の研修指導関係者と十分話し合い、当該研修歯科医の臨床研修に関する正確な情報を十分に把

握するものであること。また、臨床研修を再開する場所についても併せて検討すること。

なお、必要に応じて、それらの経緯や状況等の記録を残し、中断という判断に至る場合には、当該研

修歯科医が納得する判断となるよう努めなければならないこと。また、必要に応じて事前に管轄する地

方厚生局健康福祉部医事課に相談をすること。

エ中断した場合

管理者は、研修歯科医の臨床研修を中断した場合には、当該研修歯科医の求めに応じて、速やかに、当

該研修歯科医に対して、当該研修歯科医に関する次に掲げる事項を記載した臨床研修中断証（様式4）を

交付しなければならないこと。このとき、管理者は、臨床研修の再開のための支援を行うことを含め、適

切な進路指導を行わなければならないこと。さらに、管理者は、速やかに、臨床研修中断報告書（様式

5）及び当該中断証の写しを管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。

（ア）氏名、歯科医籍の登録番号及び生年月日

（イ）中断した臨床研修に係る研修プログラムの名称

（ウ）臨床研修を行った臨床研修施設（研修協力施設と共同して臨床研修を行った場合にあっては、臨床研

修施設及び研修協力焔設）の名称

（エ）臨床研修を開始し、及び中断した年月日

（オ）臨床研修を中断した理由

（カ）臨床研修を中断した時までの臨床研修の内容及び研修歯科医の評価

(2）臨床研修の再開

臨床研修を中断した者は、自己の希望する臨床研修施設に、臨床研修中断証を添え℃、臨床研修の再開を

申し込むことができること。この場合において、臨床研修再開の申込を受けた臨床研修施設の管理者は、当

該研修歯科医の臨床研修中断証の内容を考慮した研修プログラムで研修を行わなければならないこと。

なお、当該管理者は、研修再開の日から起算して 1月以内に、臨床研修の修了基準を満たすための履修計

画表（様式6）を、管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付することロ



1 9 臨床研修の修了

( 1）臨床研修の修了基準

ア研修実施期間の評価

管理者は、研修歯科医が研修期間（原則として1年間）の聞に、以下に定める休止期間の上限を減じた日

数以上の研修を実施しなければ修了と認めてはならないこと。

（ア）休止の理由

研修休止の理由として認めるものは、傷病、妊娠、出産、育児その他正当な理由（研修プログラムで

定められた年次休暇を含む）であること。

（イ）必要履修期間等についての基準

研修期間（原則として 1年間）を通じた休止期間の上限は45日（研修機関（施設）において定める

休日は含めない。）とすること。

（ワ）休止期間の上限を超える場合の取扱い

研修期間終了時に当該研修歯科医の研修休止期聞が45日を超える場合には、未修了とするものであ

ること。この場合、原則として引き続き同一の研修プログラムで研修を行い、 45日を超えた日数分以

上の日数の研修を行うこと。

（エ）プログラム責任者の役割

プログラム責任者は、研修休止の理由の正当性を判定し、履修期間の把握を行わなければならないこ

と。研修歯科医が修了基準を満たさなくなる恐れがある場合には、事前に研修管理委員会に報告・相談

するなどして対策を講じ、当該研修歯科医があらかじめ定められた研修期間内に研修を修了できるよう

に努めなければならないこと。

イ 臨床研修の到達目標（臨床歯科医としての適性を除く。）の達成度の評価

管理者は、研修歯科医があらかじめ定められた研修期間を通じ、各到達目標について達成したか否かの

評価を行い、少なくとも到達目標に示されたすべての項目について目標を達成しなければ、修了と認めて

はならないこと。

基本習熟コースの到達目標については、研修歯科医が医療の安全を確保し、かっ、患者に不安を与えず

に行うことができる場合に当該項目を達成したと考えるものであること。

基本習得コースの到達目標については、臨床研修修了後、早期に習熟すべき項目であり、臨床研修中に

頻度高く臨床経験した場合に当該項目を達成したと考えるものであること。

ワ 臨床歯科医としての適性の評価

管理者は、研修歯科医が以下に定める各項目のいずれかに該当する場合は、修了と認めてはならないこ

と。

臨床歯科医としての適性の評価は非常に困難であり、極めて慎重な検討が必要であること。なお、原則

として、単一の臨床研修施設、特に一人の指導歯科医のみでは、その程度が著しい場合を除き臨床歯科医

としての適性の判断を行うべきではなく、少なくとも複数の指導歯科医の評価、あるいは複数の臨床研修

施設における臨床研修を経た後に評価を行うことが望ましいこと。

（ア）安心、安全な医療の提供ができない場合

医療安全の確保が危ぶまれる、又は息者との意志疎通に欠け不安感を与える場合等には、まず、指導

歯科医が中心となって、当該研修歯科医が患者に被害を及ぼさないよう十分注意しながら、指導・教育

するものであること。十分な指導にもかかわらず改善がみられず、思者に被害を及ぼすおそれがある場

合には、研修管理委員会において未修了や中断と判断することもFやむを得ないこと。

一般常識を逸脱する、就業規則を遵守できない、チーム医療を乱す等の問題に関しては、まず当該臨

床研修施設において、十分指導・教育を行うこと。原則として、あらかじめ定められた臨床研修期間を

通じて指導・教育し、それでもなお医療の適切な遂行に支障を来す場合には、未修了や中断と判断する

こともやむを得ないことロ

また、研修歯科医本人の重大な傷病によって適切な診療行為が行えず、医療安全の確保が危ぶまれる、

又は患者に不安感を与える等の場合にも、未修了や中断と判断することもやむを得ないこと。なお、傷

病又はそれに起因する障害等により当該臨床研修施設では研修不可能であるが、それを補完・支援する

環境が整っている他の臨床研修施設で研修可能な場合には、管理者は、当該研修歯科医が現に受けてい

る研修プログラムを中断し、引き続き、当該研修歯科医が研修可能な別の臨床研修施設の研修プログラ



ムを受けることを可能とすること。

（イ）法令・規則が遵守できない者

医道審議会の処分対象となる者の場合には、歯科医師法（昭和23年法律第202号）第7条の2第

1項の規定に基づく再教育研修を行うことになること。再教育にもかかわらず改善せず、患者に被害を

及ぼす恐れがある場合には、未修了、中断の判断もやむを得ないものとすること。

(2）臨床研修の修了認定

ア研修管理委員会は、研修歯科医の研修期間の終了に際し、臨床研修に関する当該研修歯科医の評価を行

い、管理者に対し、当該研修歯科医の評価を報告しなければならないこと。この場合において、研修管理

委員会は、臨床研修中断証を提出し臨床研修を再開した研修歯科医については、当該臨床研修中断証に記

載された当該研修歯科医の評価を考慮するものとすること。

イ 管理者は、アの評価に基づき、研修歯科医が臨床研修を修了したと認めるときは、速やかに、当該研修

歯科医に対して、当該研修歯科医に関する次に掲げる事項を記載した臨床研修修了証（様式7）を交付し

なければならないこと。

（ア）氏名、歯科医籍の登録番号及び生年月日

（イ）修了Lた臨床研修に係る研修プログラムの名称

（ウ）臨床研修を開始し、及び修了した年月日

（エ）臨床研修を行った臨床研修施設（研修協力施設と共同して臨床研修を行った場合にあっては、臨床研

修施設及び研修協力施設）の名称

ウ 管理者は、イに基づく臨床研修修了証の交付後1月以内に、臨床研修修了証を交付した研修歯科医の

氏名及び生年月日を記載した臨床研修修了者一覧表（様式8）を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課に

提出すること。

また、修了した研修歯科医に歯科医籍への登録申請を行うよう指導すること。

(3）臨床研修の未修了

ア基本的な考え方

臨床研修の未修了とは、研修歯科医の研修期間の終了に際する評価において、研修歯科医が臨床研修の

修了基準を満たしていない等の理由により、管理者が当該研修歯科医の臨床研修を修了したと認めないこ

とをいうものであり、原則として、引き続き間ーの研修プログラムで研修を行うことを前提としたもので

あること。

未修了の検討を行う際には、管理者及び研修管理委員会は当該研修歯科医及び研修指導関係者と十分話

し合い、当該研修歯科医の研修に関する正確な情報を十分に把握するものであること。

これらを通じて、最終的に米修了という判断に至る場合であっても、当該研修歯科医が納得するよう努

めなければならないこと。なお、このような場合においては、経緯や状況等の記録を残しておく必要があ

ること。また、必要に応じて事前に管轄する地方厚生局健康福祉部医事課に相談をすること。

イ未修了の手順

管理者は、 (2）アの評価に基づき、研修歯科医が臨床研修を修了していないと認めるときは、速やか

に、当該研修歯科医に対して、理由を付して、その旨を文書（様式9）で通知しなければならないこと。

ウ未修了とした場合

当該研修歯科医は原則として引き続き同ーの研修プログラムで研修を継続することとなるが、その場合

には、研修プログラムの定員を超えてしまう事もあり得ることから、指導歯科医1人当たりの研修歯科医

数や研修歯科医1人当たりの症例数等について、研修プログラムに支障を来さないよう、十分に記慮しな

ければならないこと。

なお、未修了とした場合には、管理者は、研修を継続させる前に、当該研修歯科医が臨床研修の修了基

準を満たすための履修計画表（様式10）を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。

20 臨床研修施設の記録の保存

( 1）管理者は、帳簿を備え、臨床研修を受けた研修歯科医に関する次の事項を記載し、当該研修歯科医が臨床

研修を修了し、又は中断した日から 5年間保存しなければならないこと。

ア 氏名、歯科医籍の登録番号及び生年月日

イ 修了し、又は中断した臨床研修に係る研修プログラムの名称

ウ 臨床研修を開始し、及び修了し、又は中断した年月日



エ 臨床研修を行った臨床研修施設（研修協力施設と共同して臨床研修を行った場合にあっては、臨床研修

施設及び研修協力施設）の名称

オ修了し、又は中断した臨床研修の内容及び研修歯科医の評価

カ 臨床研修を中断した場合にあっては、臨床研修を中断した理由

(2) (1）に定める保存は、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によっては認識すること

ができない方法をいう。）による記録に係る記録媒体により行うことができること。

2 1 大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修施設の特例

大学病院と共同して臨床研修を行うことにより、管理型臨床研修施設、協力型臨床研修施設又は連携型臨床

研修施設の指定を受けようとする者に対する 5 (2）から（4）までの臨床研修施設の指定の基準の適用につ

いては、当該大学病院を管理型臨床研修施設、協力型臨床研修施設又は連携型臨床研修施設の指定を受けよう

とする者とみなすこと。

22 国の開設する臨床研修施設の特例

国の開設する臨床研修施設の特例については、省令の定めによること。

23 都道府県を経由した事務手続を希望する都道府県の取扱い

地域における臨床研修施設の研修状況を把握するため、希望する都道府県は、以下（ 1）に定める事務書類

を都道府県経由で厚生労働大臣に提出する方法を選択することができる。

( 1) 都道府県を経由して提出することのできる事務書類は、以下のとおりとする。

ア 臨床研修施設の指定の申請

イ 臨床研修施設の変更の届出

ウ 研修プログラムの変更又は新設の届出

エ 臨床研修施設の年次報告

オ臨床研彦施設の指定の取消しの申請

(2）都道府県経由での事務手続を希望する場合は、以下のとおり行う。

ア 都道府県は、毎年4月30日までに管轄する地方厚生局健康福祉部医事課に対し、都道府県を経由して提

出する事務の種類及び事務ごとの病院から都道府県への提出期限を申請する。

イ 地方厚生局健康福祉部医事課が、アの申請内容を確認する。

ウ 都道府県は、臨床研修施設に対し、都道府県に提出する事務の種類及び事務ごとの都道府県への提出期限

を通知する。

エ 都道府県は、申請した各事務について、臨床研修施設から提出された書類に形式的な不備がないか確認し、

本通知に定める期限までに地方厚生局健康福祉部医事課に提出する。

24 施行期日等

( 1）省令は、公布の日から施行すること。

(2）省令は、改正法附則第1条第2号に掲げる規定の施行の際現に改正法第5条の規定による改正前の法第1

6条の2第1項の規定による指定を受けている病院又は診療所が、改正法附則第l条第2号に掲げる規定の

施行の際現に歯科医師免許を受けている者及び当該規定の施行前に歯科医師免許の申請を行った者であって

当該規定の施行後に歯科医師免許を受けた者に対して臨床研修を行う場合には、適用されないこと。すなわ

ち、次に掲げる臨床研修を行う場合には、省令は適用されないこと。

ア 平成18年4月1日前に開始される臨床研修

イ 平成18年4月1日以後に開始される臨床研修であって、同日前に法第 16条の2第1項の指定を受け

ている病院又は診療所が、同日前に歯科医師免許を受けている者及び同日前に歯科医師免許の申請を行っ

た者でおって同日以後に歯科医師免許を受けた者に対して行うもの

(3) (2）ア及びイの臨床研修を行う場合における臨床研修施設の指定の申請手続、指定の基準等については、

「歯科医師の臨床研修を行う施設の指定に係る手続等について」 （平成14年6月26日付け医政発第06 

26002号）及び「歯科医師臨床研修施設の指定基準等についてJ （平成10年4月13日付け健政発第

5 1 1号）によるものであること。

( 4）平成18年4月1日以後に開始される臨床研修であって、 (2）イ以外のものを行う場合には、省令が適



用されること。この場合においては、臨床研修施設の指定を受けようとする病院又は診療所の開設者は、

省令の規定に従い、臨床研修施設の指定の申請を行わなければならず、また、同目前に法第16条の2第

1項の指定を受けている病院又は診療所についても、省令の規定に従い、臨床研修を行わなければならな

いものであること。

(5）平成18年4月1日前に法第16条の2第1項の規定による指定を受けている病院又は診療所については、

改正法附則第12条（指定病院等に係る経過措置）の規定により、改正法による改正後の法第16条の2第

1項の規定による指定を受けている病院又は診療所とみなされるものであること。具体的には、同日前に、

単独で臨床研修施設の指定を受けている病院については省令に基づく単独型臨床研修施設と、主たる施設の

指定を受けている病院については省令に基づく管理型臨床研修施設と、従たる施設の指定を受けている病院

又は診療所については省令に基づく協力型臨床研修施設とみなされるものであること。

第3 検討規定

厚生労働大臣は、制度の検証及び実態把握に努め、省令の施行後5年以内に、省令の規定について所要の検討

を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとしたこと。



回盟
様式1( 1) 

臨床研修施股申情書1／臨床研修施霞変更届出書1／年次報告書1
（単独型・管理型臨床研修施設用）

手続き年月日

業（1.有 2無）のように選択形式の項目は、骸当する番号を記入すること。複数選択可固

手続曹の種~，， ' 
※複数選択可

手続音を行う施設の型 1単独型臨床研修施設 Z 管理型臨床研修施設

1指定（群構成の変更）
2.施肢の変更
3プログラムの新霞又f;I:変更
4年次報告

2（施量生変更の届出）31.は3（プログラムの変更の届出）を選択する場
合は、変更する項目番号を記載すること．

山岡一価一一一日

2 

ワ可芳子3
名称

T 

都道府県

所在地

電陪

FAX 

3施置の開殴者の氏名 I（フリガナ）

氏名
4施盤面開設者の住 手

（法人の主たる事務所の所 I=台

在地） " ., 僅重度県
所在地

電話

FAX 

5
T
U
 

（フリガナ）

氏名

マ’・
0
0

h抗＂＇＇！
常に勤務する歯科医師

うち指導歯科医数

常勤換算

常勤換算
g
一
叩
－

n ※当骸施陵町医療法上回棟 l様ぼう診療科
ぼう科名について該当する番 11.歯科 2 歯科口腔外科
号を全て配入し、それ以外の 13.'l＇児歯科 4 矯正歯科
医科目~療科を有する場合にl －一一
は、その他欄に飽入すること。陀布石直蒋7

12 歯科

歯科以外



様式1(2) 

臨床研修施世申情書1／臨床研修施眠変更届出書1／年次報告書1
（単独型・管理型臨床研修施設用）

瞳主；
0日0000

（フリガナ）

氏名

役職

13歯科設備状況 l歯科用診糠台
来『経鹿的酸畢飽和度測定器t:=ナですでーで
（パJレスオキシメーター）Jと「血lデン初レヱツヴス線装置
圧計』l止「生体モヱター」！こ組パノラマ断層撮影装置
込書れている場合も、それぞトァ→で子二云
れの数1＝吉めること． 世主竺=2_

口腔肉画像処理システム

生体モニ聖一

自動体外式除細動器（AED)

経皮的酸素飽和度測定器（パJレスオキヤメ一事一）

14 

診療録の保存期間

彦夏蚕古事存芳）！＂
右の欄から温んで番号を飽入するこ
と．

ー

体
一
一

媒
他
一
応

書
干
の
一
一

文
竃
そ
一
の
）

・－匹、こ

1
2
9
－司
l

百一雇： ' 'JI:者 ドフリガナ）
権数名いる場合には代表者を院入すドーーニー
る＝と． l氏名

役臓

全官理部門の殴置状況 l股置の有無
右＇ID柵から温んで番号を毘叫し
て〈ださい．

専任職員

兼任職員
王志若百丙蓉

患者からの相阪に適切に
応じる体制の確保状況

その他の場合〔具惇的
に）

詞雇扇面
昼盟E呈旦
患者相談窓口等に係る 11.有
規約の有無 10.無
至言丙軍一医藤］：：係r；.；夏蚕菅直面支

めの指針

医療に係る安全菅理委員
会の開催状況 活扇面孟な丙

医療に係る安全管理のた

めの職員研修の実施状況帯百否至否丙蓉

医扇極闘闘におけ晶事叡 l医療機蘭丙E語可孟
報告等の医療に係る安全｜故報告等の状況

の確保を目的としと改善の lその他の改善のための
ための方策 ｜方策の主な内容



臨床研修施股申情書1／臨床研修施股変更届出書1／年次報告書1
（単独型・管理型臨床研修施設用）

16 

研

保存期間

藻存芳Ji

研修管理委員会の運嘗指 l作成状況
針

17 外来患者症例数（※前年度実績）

区分

年間外来患者数

年間外来診療回数

1日平均外来患者数

総数

※総数lま『外来診療』と「訪問診療」の和とすること。

瞳孟
1.文書
2電子媒体
9その他

苓百亜石扇蚕I瓦
体的に）

1文書
2電子媒体
9.その他
で存蔵蕩み
2.宋作成

000000 

様式1(3)

申請年度の前年度中に来院した外来患者数（延ベ患者数）をもととすること．『1日平均外来患者数Jとは、年間外来患者数÷年間外来診
療回数による数（少数第二位を四捨五入）とすること。

入院患者数（※前年度実績）

年間入院患者実数

※「年間入院患者実数』とは、申請年度の前々年度の繰越患者数に申精年度の前年度中における新入院患者数を加えた数とすること．
入院訟備がない場合は「なし」と肥入すること。



様式1(4) 

臨床研修施股申情書1／臨床研修施陵変更届出書1／年次報告書1
（単独型・管理型臨床研修施設用）

瞳蓋
000000 

等－，咽－氏－の－員－糊
一
名

卸
一
氏

員－委－理－智－修－研－8
・
1
・



様式1(5) 

臨床研修施股申情書1／臨床研修施殴変更届出書1／年次報告書1
（単独型・管理型臨床研修施設用）

瞳匙」
19歯科医師名簿

（フリガナ）

000000 

l研修に関する役割等
取得している専門 l 勤務形態

l受講した指導歯科医｜受講したプログラム
番号卜……・－・－・…一一叶震設｜講習会名（修了年月｜責任者講習会名（修

’目、主催者） ｜了年月日）

医・認定医資格（日
本歯科医学会専門
分科会に登録されてh.常l二勤務する 1プログラム責任者

Z副プログラム貧缶者
S指導歯科医

氏名 いるものに限る） ｜ 歯科医師
Zその他 4，その他

厚生太郎

00指導歯科医楕｜ ｜ ｜ ｜ 該当番号を肥入
｜プログラム責任者講l I I 

18 年｜きまi1i~~g:lg：；平成O年O月Ioo学会専門医｜敵詣香？
学附属病院） I I I I 



臨床研修施股申情書1／臨床研修施殴変更届出書1／年次報告書1
（単独型・管理型臨床研修施設用）

匪墨； 000000 

20歯科衛生士名簿

（フリガナ） ｜ 勤務形態

番号ト一一一一一一一一一一一一一一一町一一＋で士一
fl.常勤

氏名 じ・2君臨12.非常勤

週当たり勤務時間

ロウドウハナコ ｜ 融当番号をE入
（例）トー…一…一一一一一一一一…ー！ 噌

労働花干 I l 
40 時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

様式1(6) 



臨床研修施設申精書1／臨床研修施股変更届出書1／年次報告書1
（単独型・管理型臨床研修施綾用）

21看護師名簿

（フリガナ）

番号ト一一一一一一一一一一一 診療科

氏名

匿墨

勤務形態

1常勤
2非常勤

000000 

週当たり勤務時間

様式1(7) 

ロウドウハナコ
（例）ト……ー…ー……ー剛一一 l 歯科口腔外科

労働花子

骸当番号をE入
40 時間



臨床研修施股申情書1／臨床研修施股変更届出書1／年次報告書1
（単独型・管理型臨床研修施設用）

※以下からはプログラムごとに飽載すること．

22研修プログラム名

23 
方法

24 ロヴラム l

26 

27 

1単独方式
Z臨床研修施般群方式

1新股
Z 継続（変更なし）
3.継続（変更晶り）
4廃止

副プログラム責任者人数

瞳孟
00口000

盟
例

様式1（目）

※臨床研修施股群方式により複数の臨床研修施訟で本プログラムを実施する場合、臨床研修施般ごとの症例散ではな〈、本プログラム
全体の症例散を記載すること．

28募集定員

31 

32 

蕗募吾妻奮扇
（機微量択可｝

言E著芳蚕
〈復数週択可｝

マッチング利用の有無

都道府県

所在地

担当部門

（フリガナ）

担当者氏名

役職

電話番号

FAX 

E-mail 

ホームページ

その他の柵合（具体的に）

1面接 Z筆杷猷験 9.その他

その他の場合（具体的に）

募集時期

選考時期



E古研

臨床研修施股申情書1／臨床研修施霞変更届出書1／年次報告書1
（単独型・管理型臨床研修施設用）

常勤・非常勤の別
事蔭享冨

時間外手当

休日手当
商務蒔商

扇福画肩画面肩蚕

1常勤 2 非常勤

基本手当（時給換算）

賞与／年

1有 0.無

1有ロー無

基本的な勤務時間

その他（具体的に｝

1有 0.無

有志事否ー

無の場合

研修歯科医のため 11.有 O 無
の施霞内の部屋 ｜有の場合．宣教を包入して〈

ださい．

証蚕謀扇7膏葡謀扇｜公的医療保険

公的年金保険

瞳皇；
000000 

労働者災害補償保険法の適用

国家・地方公務員災害補償法の適用

雇用保険

健康管理 1健康診断

その他（具体的に）

歯科医師賠償責任 ｜病院において加入 11.する 0.しない

保険の扱い ｜個人加入 11.強制口任意

外部の研修活動 l学会、研究会等への参加 11.可口否

学会、研究会等への参加費用支給 11.有 0.無

協力型・連携型・研 h.単独型・管理型臨床研修施訟と同一の処遇とする四
修協力施殴における12，独自の処遇とする。
処遇の適用 ' 

34到達目標 実施施設

（配入例） 2 6地域医療

1基本習熟コース

1-1 医療面晦

1-2総合診療計画

1-3予防・治療基本技術

1-4応急処置

1-5高額度治療

1-6医療管理・地場医療

Z 基本習得コース

2-1 救急処置

2-2医療安全・感染予防

2-3経過評価管理

2-4予防・治療技術

2-5医療管理

2-6地域医療

3その他

単独型または管理型

v 
協力型 連纏型

様式1(9)



35事
実績

臨床研修施股申情書1／臨床研修施眠変更届出書1／年次報告書1
（単独型・管理裂臨床研修施設用）

瞳孟；
000000 

1患者の治療を1人の研修歯科医が担当
2，患者の治療を標数の研修歯科医が症例ごとに担当

研修歯科医1人あたりの平均附来診療
症例数（※前年度実績） ｜扇面彦崇

目標症例数を達成した研修歯科医の割合（※前年度実績）

線式1(10) 

as協力型I相当穴宇

院）・連携型臨床研修
施訟と研修スケ

lグループ
1削除または追加｜研修期間（ヶ月）：｜化を行ラ場(::i若f晶昆｜施殴の の手：：：I:,；詰与｜音lまジュール ｜施農の型

※1臨床研静施殴群
方式のみ記入すること。

※2既に量録されてい陪理型
る施陵、次年度から削
除する施殴、新たに追
加する施殴白金てにつ
いて名称を記入するこ
と。

!!!3ゲループ化を行う
堀合f;j:各ゲループに整
理番号（例・グループ
1、ゲループAなど）寄与l

え．ゲループの連機が
わかりやすいよう院載
すること．

策4グループ化研催を
行っている研修施陵
は、研修期間在日数で
記入すること．

37事事面克施夜奇
※既に量録されている
施陵、次年度から削除
する施眠、新たに追加
する施飯田全てについ
て名称を肥入すること。

施殻の名称
飽入） ｜旨をE埜するこ｜月数を早入するこII同の

’ I L I 番号



様式2(1)

臨床研修施殴申情書2／研修協力施股概況表／臨床研修施股変更届出書2／年次報告書2

（協力型・連携型臨床研修施設／研修協力施設用）

I 手続吉年月日 ｜ 

※（1.有 2無）のように選択形式の項目は、該当する番号を記入すること。複数選択可。

手続きの種別 I 1指定（群構成の変更）
｛複数選択可｝ ｜ 2 施段の変更

3，プログラムの新股又は変更
4年次報告

2（施般変更の届出）又は3（プログラムの変更の届出）を選択する場
合は、変更する項目番号をE献すること。

1協力型臨床研信施霞 Z連携型臨床研修施陵 3.研修協力施陸手続きを行う施訟の型

日プログヲ瓦
採研修歯科医を畳け入れていない
場合も肥入すること。
来本プログラムを宮晶、今年度同時
に申惜している施股も名称f；！：記入
すること．

書加プログラム（予定）の管理型臨床研修施般の名称

人
一
人
一
人
一
人

百存蔵責荏著奇Eー宅友
※実際に運用に携わっている歯科医師臨床研修担当者由連絡先
を犯人すること．

（フリガナ）

氏名

役職

連絡先電話番号

E-mail 

※研修協力施設は1～18を飽入すること。（医療機関でない研修協力施霞は1～6のみ舵入すること。）
官睦~＂＂古 代フリガfナ］

名称

正 蛮面開蛮者O:>住所（法人l干
の主たる事務所の所在地） t;;; 目都道府県

所在地

電話

FAX 

2 

3 

5

・6

7 

T 

都道府県

所在地

電話

FAX 

直司ぢ：Jガナ）

氏名

ナ

ナ

ガ

ガ
リ
名
－
リ
名

σ
氏
一
。
氏

S 施設の示二瓦友二ヲ

g 歯科医師［研修歯科l

ず。）の員数

叩
－
H
H

http:// 

常に勤務する歯科医師

うち指導歯科医数

常勤換算

常勤換算

12 I書標科名 l標まう診療科
滋当骸施眼目医療法上田標 Ii；宙科瓦歯科目腔外科
ぼう科名について骸当する書 l:i不昆歯相 4.矯正歯科
号を全て記入し、それ以外由巳逗£号喜芸て
医科白診療科在有する場合に
f;j:、その他欄に肥入すること．

E面E 』~~百吾＝·軒 目歯科

歯科以外



様式2(2)

臨床研修施股申情書2／研修協力纏股概況褒／臨床研修施殴変更届出書2／年次報告書2

（協力型・連携型臨床研修施設／研修協力施設用）

瞳主ょ
T4l面：軒霞傭J状（混 l歯車正用E書療台

※『経鹿的酸棄飽和度測定器hデ士千三一士

15 

（パル司オキシメーター）』と『血｜デシ9レエッウス線装置
圧計」は．『生体モエター』！こ組lパノラマ断層撮影装置
込まれている場合も、それぞ fァーでー云
れの数に宮めること。 佐立生＝！＿＿

口腔内画像処理システム

生体モニ事ー

自動体外式除細動器（AED)

経皮的政棄飽和度測定器（パルスオキシメ一事ー）

酸素ボンベ及び酸素マスウ

血圧計

救急蘇生セット

歯科用吸引装置（口腔外）
居眠幅四m•«豊の氏名 l（フリガナ）

診療録の保存期間

彦諌褒苔藻存芳JI
右の欄から選んで番号を舘入する己
と．

氏名

役職

1文書
2電子媒体
9.その他

その他の場合［具体的
lこ）

16 ~ 

金管理部門の観世状況

患者からの相般に適切に
応じる体制の確保状況

専任職員

兼任職員
至否落首丙暮

その画面事蚕I真扇面
！こ）

対応時間
24時間表包

恵著石蕗窓口等に係る 11.有
規約の有無 10.無

医療に係る安全管理のた｜主港内容
めの指針

言扇面主語丙言語

医療i=轟吾妻蚕膏理面，7::_
めの臓員研修由実施状混 I落扇百豆否丙

医療機関内における事故 l医療機関内における事
報告等の医療に係る安全｜故報告等の状況
の確保を目的とした改善のiその他の改善のための
ための方策 ｜方策の主な内容

日00000



様式2(3)

臨床研修施股申情書2／研修協力施殴概況表／臨床研修施設変更届出書2／年次報告書2

（協力型・連燐型臨床研修施設／研修協力施設用）

Ti一読 保存期間
藻存芳）！＂

18 外来患者症例数（※前年度実績）

区分 総数

年間外来患者数

年間外来診療回数

1日平均外来患者数

※総数は『外来惨療』と「訪問診療」の和とすること固

瞳孟
1.支書
Z電子媒体
9その他

その他の場合（具
体的に）

000000 

（麺窟額面醐園田）年間保存 I 

骸g＜·~＜·ff：~·＼i~~ .・ ~； c.骨川三幣神

曙園田輔副醐 」哩F 圏轟轟睡

申楕年度の前年度中に来院した外来患者数｛延ベ患者数）をもととすること。『1日平均外来患者数』とは、年間外来患者数÷年間外来診
療回数による数（少数第二位を四捨五入）とすること。

入院患者数（※前年度実績）

年間入院患者実数

来「年間入院患者実数』とは、申摘年度目前々年度の繰越患者数に申請年度の前年度中における新入院患者数を加えた数とすること。
入院霞備がない場合f;I:『なし』と記入すること。



様式2(4)

臨床研修施殴申情書2／研修協力施股概況褒／臨床研修施霞変更届出書2／年次報告書2
（協力型・連携裂臨床研修施設／研修協力施設用）

瞳孟ょ
000000 

19歯科医師名簿

（フリガナ｝ ｜ ｜ ｜ ｜ 勤務形態
｜ ｜取得している専門医・恕定医

E番号トー……一－1:::1受弘警官官~：器門議活黙常、~tbi，~
｜ ｜ 限る） 11常に勤務する

氏名 ｜ ｜ ｜ ｜ 歯科医師
Zその他

研修に関する役割等

1研修実強責任者
Z指樽歯科医
3その他

コウセイ~ロウ

（例）
厚生太郎

平

O
会
催

習
主

論
、
）

医
日
院

科

O
病

歯
月
胸

導

O
附

指
年
学

O
O大

O
成

O
年au 

00学会専門医

該当番号を記入
該当番号を胆入い同町一回目町四回一一一胤…

1,2 

哩!!!I!富富霊冨冨富醤~·

来語骸施薮疋翫務干高盃で051歯科医師店ラ~吾~－；；－「踊扉覆蔵草鼓l禰l::l主、研修歯科医の期間も吉めた臨床経融年教を年単位で
入すること（1年未満の端数は切り捨て）固「勤務形態』欄については、非常勤歯科医師も含め当骸施霞で定めた歯科医師の勤務時聞の全てを勤務
する歯科医師の場合1吾、それ以外の場合には2を記入すること。欄が足りない場合にI立、欄を増やして対応すること。



様式2(5)

臨床研修施股申請書2／研修協力施股概況表／臨床研修施股変更眉出書2／年次報告書2

（協力型・連携型臨床研修施設／研修協力施設用）

20歯科衛生士名簿

（フリガナ）
番号

氏名

匿墨；

勤務形態

1.常勤
2非常勤

（例）トー…一…~Z!'..?... ＇..：主主…一一…｜ 脳香？をE入
労働花干 I I 

000000 

週当たり勤務時間

40 時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間

時間



様式Z〔6)

臨床研修施股申情書2／研修協力施股概況表／臨床研修施股変更届出書2／年次報告書2
（協力型・連携型臨床研修施設／研修協力施設用）

匿塾；
000000 

21 看謹師名簿

均
一
日

番

勤務形態
E書療科 週当たり勤務時間

40 時間
ロウドウハナコ

（例） 1－－－一一一一一町一一一
労働花子

歯科口腔外科

※当該施設の歯科診療部門に動務する全ての宥痩師t准宥聾師宮む］について記入すること。 lE宰療科」欄には、骨看護師の所属鯵揮科を配
入することJ勤務形態』欄については、該当する番号を記入すること．「適当たり勤務時間」欄については、当鼓施殴で定めた看護師の週当
たりの勤務時間数を記入すること。欄が足りない場合には、欄を増やして対応すること．



様式2(7)

臨床研修施股申情書2／研修協力施設概況褒／臨床研修施股変更届出書2／年次報告書2

（協カ型・連携型臨床研修施骸／研修協力施殴用）

※以下からはプログラムごとに記載すること。

22研修プログラム名

23 1.単独方式
方法 12.臨床研修施般群方式

ログフム l
1新殴
Z 継続（変更なし）
3.継続（変更晶り）
4廃止

瞳主ょ

※1管理型臨床研修施践と肥載内容が同ーの項目に限り、肥入を省略しても差し支えないこと。

000000 

※Z 次年度の本プログラムの取り扱いが.4.「廃止」の場合は、25「プログラム責任者の氏名等」のみ毘搬すること．

25 7ロタフム責任者の民 17ロヲフム責任者 I＜フJガナヴ
名等 I t=-

' ’氏名

所属

電話番号
副ブロタラム責任者人数

26 

27 

来臨床研修施段群方式により複数の臨床研修施訟で本プログラムを実施する場合、臨床研修施霞ごとの症例数ではな〈、本プログラム
全体の症例散を記載すること．

28募集定員

31 

32 

I/:&募雇要書嘉
（術数選択可｝

蓮寺芳蚕
（被微量択可）

耳鼻及び選考の時期

マッチンゲ利用の有無

T 

都道府県

所在地

担当部門

（フリガナ）

担当者氏名

役職

電話番号

FAX 

E-maol 

ホームページ

その他の場合（具体的に）

1面接 2.筆毘獄験 9その他

その他の場合（具体的に）

募集時期

選考時期



様式2(8)

臨床研修施股申情書2／研修協力施股概況褒／臨床研修施股変更届出書2／年次報告書2
（協力型・連携型臨床研修施設／研修協力施設用）

33 常勤・非常勤の別
事事享富

時間外手当

休日手当
高務蒔商

事吾面蒋雇奇肩吾

1常勤 2非常勤

基本手当（時給換算）

賞与／年

1有 O無

1固有 O，無

基本的な勤務時間
苓苛高司膏百官7
1.有 0.無
有百蕩否ー

無の場合
研修歯科医のための 11.有 D無
施股肉の部屋 ｜有の鳩合..歓を毘入して〈

ださい．

祉会保肢，労働保醗 l公的医療保険

公的年金保険

瞳皇ょ

労働者災害補償保険法の適用

国家・地方公務員災害補償問去の適用

雇用保険

健康管理 l健康診断

苓苛直夜棒扇町
科医師賠慣責任保｜病院において加入 11.する口しない

険の扱い ｜個人加入 11.強制口任意

件部の研修活動 ｜学会、研究会等への帯畑 11.可 O目否

学会、研究会等への参加費用支給 11.有 口 無

協雑誌知器11.単独型・管理型臨床研修施政調ーの処遇とする。
12.独自の処遇とする。

過の適用 ' 

34到達目標 実施施態

（担入例） 2-6地域医療

1基本習熟コース

1-1 医穣面接

1-2総合診療計画

1-3予防・治療基本技術

1-4応急処置

1-5高頻度治療

1-6医療管理・地域医療

Z 基本習得コース

2-1 救急処置

2-2 医療安全・感集予防

2-3経過評価管理

2-4予防・治療技術

2-5.医療管理

2-6地域医療

3 その他

単独型または管理型

v 
協力型 連携型

000000 



様式2(9)

臨床研修施股申情書2／研修協力施殴概況褒／臨床研修施股変更届出書2／年次報告書2
（協力型・連携型臨床研修施設／研修協力施設用）

35ー附世7ロタフムの 1耐
実績

憧主；
1.患者の治療を1人の研修歯科医が担当

000000 

Z 患者の治療を複数の研修歯科医が症例ごとに担当

研修歯科医1人あたりの平均症例来診療
例数（※前年度実績） ｜扇両彦操

目標症例数を達成した研修歯科医の割合（※前年度実績）

36 協17.l~
院）・連携型臨床研修
施肢と研修スケ
ジュール ｜施股の型

l*1 臨床研構施鰻群
方式のみ記入すること．

知町議録されてい陪冨型
る施殴、次年度から向lj

除する施段、新たに追
加する施陸白金てにつ
いて名称を犯人するこ
と．

※3タループ化苦行う
場合I~曜をゲループに盤
理番号（例グループ
1、グループAなど｝を与
え、グループ由連携が
わかりやすいよう記載
する己と．

※4 ゲJレープ化研修を
行っている研修施霞
I士、研樺期間在日数で
肥入すること．

37で覇語読克施夜百
※既に畳録されている
施陵、次年度から削除
する施陵、新たに追加
する施肢の全てについ
て名称を記入すること．

施般の名称

協力型臨床研 l追加施霞数

修施霞 両市福亘書長
ヴループ構成 lゲレープ
（※1ヴループ量｝七今一一三
大5まで） ['.'_I竺三三

グループ

研修施段番号
［既取得施置
のみ記入）

削除または追加
施設のみ、その
旨を記入するこ

と。

研修期間（ヶ月）：！グループ化
研修の順序によら｜を行う場合
ず各施訟での研修lはグループ
月数を記入するこ｜の番号

と。

曹園瞳露盤盤璽湿盤霊歯車



厚生労働大臣殿

施設番号

施設名

開設者

巨璽~

臨床研修施設指定取消申請書

様式3

歯科医師法第16条の2第1項に規定する歯科医師臨床研修に関する省令（平成17年厚生労働省令第103号）第
15粂の規定に基づき、以下のとおり臨床研修施設の指定の取消を申請いたします。

（注） 1 必要がある場合には、続紙（様式自由）に記載して添付すること。

2 「施霞名』欄については、単独型臨床研修施設又は管理型臨床研修施設は、臨床研修施設とともに臨
床研修を行っている研修協力施設の名称も併せて記入すること。臨床研修施設群により臨床研修を行っ
ている場合には、臨床研修施叡群を構成する臨床研修施置の名称を併せて記入すること。

3 「上配の研修歯科医に対する措置J欄については、引継ぎを行う臨床研修施設や研修歯科医の処遇等
について可能な限り具体的に記織すること。

4 新たな指定申請を伴う取消申請の場合は、取消申請と新たな指定申請を併せて提出することが望書し
いこと。



ふりがな

研修歯科医の氏名

歯科医揮
登録番号 軍

中断した臨床研修に係る
研修プログラム番号及び名称

臨床研修を行った
研修施肢の名称

研修開始年月日

臨床研修施設

研修協力施設

臨床研修中断匝

生年月日

歯科医鰭量録年月日

様式4

立関年盟月

平成圃年園月.目

※については、適宜、研修内容やその評価が分かるような資料（指導歯科医による研修歯科医の酔価表など）を添付すること。

上の者は、研修プロゲラムのうち中断時までの内容について履修したことを匝明する。

平成

0 0 病院 院長 00 00 

00病院研修管理委員会委員長 00 0 



臨床研修中断報告書

ふりがな

研修歯科医
の氏名

歯科医籍
畳録番号

卒業大学名

※中断を認めた理由

ょの者l士、当院における臨床研修を中断したことを報告する．

平成盤重 富年盟関月盟運覇日

0 0 病院 院長

00病院研修管理委員会委員長

生年 月日

歯科医籍
蚤録年月白

卒業年月日

様式5



様式6

臨床研修の再開（の受入れ）に係る履修計画表

を
称

修
名

研

の
床

霞
臨．－施

籍
号
一
，
f

＝

医
番
一
し

科
録
一
断
つ

歯
畳
一
中
行

第

生年月日
ふり＂＇な

研修歯科医 の氏名

中断した臨床研修に係る
研修プログラム番号及び名称

臨床研修の再開後に履修する
研修プログラム番号および名称

研修再開
年月日

研修再開受け入れ時までの休止期間
（中断した病院における休止期聞を含む）

研修項目ごとの施般（研修分野ごとの研修期間）

臨床研修を行う分野 ., 

｜研修施股番号｜｜ 施肢の名称 ｜研修期間｜

唖r圃

；制司↓
司－

4闇
手＝＝＝

,/,"' 
. ' ' ' 
手F手＝＝＝ギ＝

＂寸 vOi・ ・.Y .,, 
'・ ＇ト ，i

圃圏
h
一
仙
一
品轟 Q

G
 

塵覇軍盟［

※より詳細な履修内容が分かるような資料があれば添付すること。

上の者は、当院において上記履修計画により臨床研修を再開することを報告する。
また、上肥再開によっても必要な症例は確保されるものである。

平成 盤謹霊率霊童年圏月園田

0 0 病院 院長

00病院研修管理委員会委員長



様式7

臨床研修修了艇

品、 り カt な

研修歯科医の氏名

生 年 月 日

歯科医籍登録番号

歯科医籍登録年月日

修了した臨床研修に係る研修プ
ログラムの番号及び名称

研修開 始年月 歯周 園田平成瞳圃年 開始

研修修 了年月 日 l 平成瞳圏年 購盟月 盟日 修了

単独型／管理型臨床研修施設

た
の
称

っ
設
名

行
施
ぴ

を

及修
修

号
研
研
番

床
床
設

臨
臨
施

研修協力施設で研修を行った場
合にはその施設番号及び名称

様研修中断により植散のプロゲラムを圃修した塙合r：は、修了毘定を行った以外のプロデラム及び当骸プログラムを置修した施世の名称
について．別紙に毘慣すること．

上の者は、 00病院歯科医師臨床研修プログラムの課程を修了したことを認定する。

瞳彊覇躍寵璽趨盤醐瞳盟国盤醐

00病院 院長

0 0病院研修管理委員会委員長



【肥入例】 様式7

臨床研修修了直

ゐ、 り "' な 。。。。 0000 

研修歯科 医 の 氏 名 。。。。
生 年 月 日 ⑮ 56 年 4 月 23日

平成

歯科医籍登， 987654 号
※ 歯科医籍に登録された日
伺けを記入してください。 ・．

歯科医籍 登録 （歯科医師国家討験合格日 8 年..... 4 月 16日

プログフム番号 研修プログフムの名称
修了した臨床研修に係る研修プ
ログラムの番号及び名称 。5 9 。1 0 1 00病院歯科医師曜床研修プログラム

研修開 始年 月 日 平成 18 v4 月 日 開始

※ 研修中断により複数のブログフムを履修レた
研 修修 場合には、修了認定を行ったプログラム及び臨 3 月 31 目 修了

床研修施設を記入してください。
回 ~· 

研修施陸番号 可証 臨床研修施陵町名称。5 9 。9 。医療法人00会 00病院

臨床研修を行った
協力型／連携型臨床研修施設

臨床研修施設の 研修施霞番号 臨床研修施股由名称
施設番号及び名称

，、 r n n 。2 医療法人00会。。歯科・小児歯科ヲリニッヲ
※ 該当する施設がない部分｜」は、

「斜線」を引いてください。
※ 単独型の研修プログラムの揚合には、
3つの欄のすべてに「斜線」を引いて
ください。 寸

．‘ 

一※欄が不足する揚合は、任意lこ11やして百

研 入
保健所，（059915)00福祉センター

合』凶l v，皿凪『 d 且 U 唱仲

I 研修協力施設のない揚合には、 「斜線」を引いてください。「

について‘別紙に飽聴すること．

上の者は、 00病院歯科医師臨床研修プログラムの課程を修了したことを認定する。

平成19年3月31日

00病 院院長

0

0

 

0

0

 

0
賠

O

O
委

O

A

－一
品員委理管修研院病0

 
0
 

E
⑥
 



【修了E作成よの注意】

①文字のサイズ、セル内の配置等については、適宜調整して作成してください。

②協力却臨床研修蹴設の名称を記載する欄は、該当する施設のない部分は「斜線」を引いてください。

研修協力施設のない場骨には、研修協力施設の名称を記入する欄に「斜線j を引いてください。

※例えば、単独型のプログラムで研修協力施設のない場合の記載は以下のようしてください。

単独型／管理型臨床研修施設

研憧施世番号 臨床研修施殴の名称。5 9 。9 。医療法人00会 00病院

臨床研修を行った
協力型臨床研修施設

臨 床 研修 施設 の 研修施観番号 臨床研修施障の名称
施設番号及び名称

研修協力施設で研修を行った場
合にはその施設番号及び名称



様式B

提出年月日

臨床研修修了者一覧表

｜芸品弘喜兵器｜

※複数の研修プログラムを有する臨床研修施設にあっては、研修プログラムごとに研修修了植を交付した研修歯科医
の氏名等をまとめて記載すること。

※生年月日は和暦で担載すること。

※欄が足りない場合は、同様の衰を追加すること。



様式9

臨床研修未修了理白書

研修歯科医の氏名
生年月日 瞳

ふりが な

歯科医籍
登録番号

第
歯科医籍
登録年月日 竺.

来修了の臨床研修に係る
研修プログラム番号及び名称

た
の
称

っ
般
名

行
施
ぴ

を

及

修

号

研
研
番

床
床
段

臨
臨
施

研修協力施殻で研修
を行った場合にはその名称

研修期間

※については、適宜、研修内容やその評価が分かる資料（指導歯科医による研修歯科医の評価表など）など、研修
を修了していないとする理由が分かる資料を添付すること。

上の者は、上記の理由により、研修プログラムを修了していないものと認められるので通知する。

平成 富輔年盛月富田

0 0 病院 院長 00 00 

00病院研修管理委員会委員長 00 0 



臨床研修の未修了者に係る履修計画表

ふりが な

研修歯科医の氏名

歯科医籍
登録番号

第

研修プログラム番号及び名称

生年月日

歯科医籍
登録年月日

l圏
平成

様式10 

Iii] 
LE]ヨ

研 修継続期間｜圏月（瞳日 平成圃年園月圃日

研修項目ごとの施霞（研修分野ごとの研修期間）

臨床研修を行う分野

※当骸未修了者に係る臨床研修来修了理白書の写しを添付すること。
※より詳細な履修肉容が分かるような資料を添付すること。

上の者l立、当院において上記履修計画により臨床研修を継続することを報告する。
また、上但再開によっても必要な症例は確保されるものである。

平成 臨彊国年冨霊罰月匿翠濁日

0 0 病院 院長

00病院研修管理委員会委員長



画量
歯科医師臨床研修の到遺目標

1）歯科医師臨床研修の概要

歯科医師臨床研修の目標は，患者中心の全人的医療を理解し，すべての歯科医師に求められる基本

的な診療能力（態度，技能及び知識）を身に付け，生涯研修の第一歩とすることである。なお，この目標に

ついては，施行後5年以内にその施行状況等を踏まえ検討し，見直しを図る。

2）歯科医師臨床研修のねらい

1歯科医師として好ましい態度・習慣を身に付け，患者及び家族とのよりよい人間関係を確立する。

2全人的な視点から得られた医療情報を理解し，それに基づいた総合治療計画を立案する。

3歯科疾患と障害の予防及び治療における基本的技能を身に付ける。

4一般的によく遭遇する応急処置と，頻度の高い歯科治療処置を確実に実施する。

5歯科診療時の全身的偶発事故に適切に対応する。

6 自ら行った処置の経過を観察，評価し，診断と治療に常にフィードパックする態度・習慣を身に付ける。

7専門的知識や高度先進的歯科医療に目を向け，生涯研修の意欲への動機付けをする。

8歯科医師の社会的役割を認識し，実践する。

3）到達目標

「基本習熟コース」については，研修歯科医自らが確実に実践できることが基本であり，臨床研修修了

後に習熱すべき「基本習得コース』については，頻度高〈臨床において経験することが基本である。

1歯科医師臨床研修「基本習熱コース』

【一般目標】

個々の歯科医師が患者の立場に立った歯科医療を実践できるようになるために，基本的な歯科診療

に必要な臨床能力を身に付ける。

(1）医療宙機

【一般目標】

患者中心の歯科惨療を実施するために，医療面接についての知識，態度及び技能を身に付け，

実践する。

【行動目標】

(1）コミュニケーションスキルを実践する。

(2）病歴（主訴，現病歴，既往歴及び家族歴）聴取を的確に行う。

(3）病歴を正確に記録する。

(4）患者の心理・社会的背景に配慮する。

(5）患者・家族に必要な情報を十分に提供する。

(6）患者の自己決定を尊重する。（インフォームドコンセントの構築）

(7）患者のプライバシーを守る。

(8）患者の心身におけるQOL(QualityOf Life）に配慮する。

(9）患者教育と治療への動機付けを行う。

(2）総合診療計画

【一般目標】

効果的で効率の良い歯科診療を行うために，総合治療計画の立案に必要な能力を身に付ける。

【行動目標】

(1）適切で十分な医療情報を収集する。

(2）基本的な診察・検査を実践する。



(3）基本的な診察・検査の所見を判断する。

(4）得られた情報から診断する。

(5）適切と思われる治療法及び別の選択肢を提示する。

(6）十分な説明による患者の自己決定を確認する。

(7）一口腔単位の治療計画を作成する。

(3）予防・治療基本技術

【一般目標】

歯科疾患と機能障害を予防・治療・管理するために，必要な基本的技術を身に付ける。

【行動目標】

(1）基本的な予防法の手技を実施する。

(2）基本的な治療法の手技を実施する。

(3）医療記録を適切に作成する。

(4）医療記録を適切に管理する。

(4）応急処置

【一般目標】

一般的な歯科疾患に対処するために，応急処置を要する症例に対して，必要な臨床能力を身に付

ける。

【行動目標】

(1）疹痛に対する基本的な治療を実践する。

(2）歯，口腔及び顎顔面の外傷に対する基本的な治療を実践する。

(3）修復物，補綴装置等の脱離と破損及び不適合に対する適切な処置を実践する。

(5）高頻度治療

【一般目標】

一般的な歯科疾患に対処するために，高頻度に遭遇する症例に対して，必要な臨床能力を身に付

ける。

【行動目標】

(1）踊蝕の基本的な治療を実践する。

(2）歯髄疾患の基本的な治療を実践する。

(3）歯周疾患の基本的な治療を実践する。

(4）抜歯の基本的な処置を実践する。

(5）岐合・岨鴫障害の基本的な治療を実践する。

(6）医療管理・地域医療

【一般目標】

歯科医師の社会的役割を果たすため，必要となる医療管理・地域医療に関する能力を身に付け

る。

【行動目標】

(1）保険診療を実践する。

(2）チーム医療を実践する。

(3）地域医療に参画する。



2歯科医師臨床研修『轟本晋得コース』

【一般目標】

生涯にわたる研修を行うために，より広範囲の歯科医療について知識，態度及び技能を習得する態

度を養う。

(1）救急処置

【一般目標】

歯科診療を安全に行うために，必要な救急処置に関する知識，態度及び技能を習得する。

【行動目標】

(1）パイ告ルサインを観察し，異常を評価する。

(2）服用薬剤の歯科彩療に関連する副作用を説明する。

(3）全身疾患の歯科診療上のリスクを説明する。

(4）歯科診療時の全身的合併症への対処法を説明する。

(5）一次救命処置を実践する。

(6）二次救命処置の対処法を説明する。

(2）医療安全・感染予防

【一般目標】

円滑な歯科診療を実施するために，必要な医療安全・感染予防に関する知識，態度及び技能を習

得する。

【行動目標】

(1）医療安全対策を説明する。

(2）医療事故及びヒヤリ・ハットを説明する。

(3）医療過誤について説明する。

(4）院内感染対策（StandardPrecautionsを含む。）を説明する。

(5）院肉感染対策を実践する。

(3）経過E平価管理

【一般目標】

自ら行った治療の経過を観察評価するために，診断及び治療に対するフィードバックに必要な知識，

態度及び技能を習得する。

【行動目標】

(1）リコールシステムの重要性を説明する。

(2）治療の結果を評価する。

(3）予後を推測する。

(4）予防・治療技術

【一般目標】

生涯研修のために必要な専門的知識や高度先進的技術を理解する。

【行動目標】

(1）尊門的な分野の情報を収集する。

(2）専門的な分野を体験する。

(3) POS(Problem Oriented System）！こ基づいた医療を説明する。

(4) EBM(Evidence Based Medicine）！こ基づいた医療を説明する。

(5）医療管理

【一般目標】

適切な歯科診療を行うために，必要となるより広範囲な歯科医師の社会的役割を理解する。



【行動目標】

(1）歯科医療機関の経営管理を説明する。

(2）常に，必要に応じた医療情報の収集を行う。

(3）適切な放射線管理を実践する。

(4）医療廃棄物を適切に処理する。

(6）地域医療

【一般目標】

歯科診療を適切に行うために，地域医療についての知識，態度及び技能を習得する。

【行動目標】

(1）地域歯科保健活動を説明する。

(2）歯科訪問診療を説明する。

(3）歯科訪問診療を体験する。

(4）医療連携を説明する。



改正案

新旧対照表

医攻発第0628012号

平成17年6月四日

（部改正平成19年2月23日

平成19年3月30日

平成22年6月 4日

平成27年 3月31日

呈盛盟主旦且2呈且J

各都道府県知事殿 ｜各都道府県知事殿

現行

（傍線部分は改正部分）

医政発第0628012号

平成17年6月28日

〔一部改正 平成田年2月23日

平成田年3月30日

平成22年6月 4日

平成27年3月31日）

厚生労働省医政局長｜ 厚生労働省医政局長

歯科医師法第16条のZ第1項に規定する臨床研修に関する省令の施行について ｜ 歯科医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令の施行について

歯科医師の臨床研修については、医療法等の一部を改正する法樟（平成12年法樟第141号．以下 f改正法Jと｜ 歯科医師の臨床研修については、医療法等の一部を改正する法樟（平成12年法偉第141号。以下 f改正法」と

いうJによる歯科医師法（昭和 23年法樟第202号。以下「捨」という。）の一部改正により、平成18年4月1I いうJによる歯科医師法（昭和23年法樟第202号．以下「法j というJの一部改正により、平成18年4月1

日から必修化されることとなった．これにより、診療に従事しようとするすべての歯科医師は、臨床研修を受けなけ IEから必修化されることとなった。これにより、診療に従事しようとするすベての歯科医師は、臨床研修を畳けなけ

ればならないこととされ、また、これに併せて、臨床研修町内容の検討を進め、歯科医師が、適切な指導体制の下で、 lればならないこととされ、また、これに併せて、臨床司穆の内容の検討を進め、歯科医師が、適切な指導体制の下で、

歯科医師としての人格をかん聾L、主三エの歯科医師に求められる基本的な診療能力を効果的に身に付けることがで｜歯科医師としての人格をかん養し、金エの歯科医師に求められる基本的な診療能力を効果的に身に付吋ることができ

きるものとすることとされたところである図 lるものとすることとされたところである。

これを受け、平成17年6月28日に、歯科医師法第16条の2第1項に規定する臨床穆階に関する省令（平成1I これを受け、平成17年6月28日に、歯科医師法第16条の2第1項に規定する臨時研修に関する省令（平成1

7年厚生労働省令第103号。以下「省令j というJが公布・施行されたところである． 17年厚生労働省令第103号。以下「省令JというJが公布・施行されたところである。

新たな歯科医師臨床研修制度は、歯科医師が、歯科医師としての基盤形成町時期に、患者中心の全人的医療を理解｜ 新たな歯科医師臨席研修制度は、歯科医師が、歯科医師としての基盤形成町時期に、患者中心の全人的医掠を理解

した上で基本的な診療能カを修得することにより、歯科医師としての資質の向上を図ることを目的としており、地域｜した上で基本的な診療能力を修得することにより、歯科医師としての資質の向上を図ることを目的としており、地域

の医療提供体制の整備に当たっても、重要な役割を果たすことが期待されるものである．ついては．貴職におかれて｜の医瞳提供悼制的整備に当たっても、重要な役割を果たすことが期待されるものである．ついては、貨職におかれて

も、省令の趣旨、内容等について御了知の上、貴管内の保瞳所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に対して周知｜も、省令の趣旨、内容等について榔了知の上、貴管内の保檀所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に対して周知

に努めるとともに、情報や意見交換等により各地方厚生局との連携を図り、新たな歯科医師臨床研修制度の円滑な実｜に努めるとともに、情報や意見交換等により各地方厚生局との連携を図り、新たな歯科医師臨席専修制度目円滑な実

施に御協力をお願いする． 施に御協力をお願いする．

また」車I度<'2Pl滑な実施を図五回」坦方厚生局にお；!c'L_J量産亙盤施設に関向指宣里聾墾旦杢続き坦翠E
会世情するこ~／としているのでもご了知眉いたいA

第1 （略） 第 1 （時）

1 



第Z 省令町内容及び具体的な運用基準 ｜第2 省令の内容及び具体的な運用基準

1～3 （略＞ I 1～3 （略）

4 臨席研修施設の指定の申請 14 臨床研修施設の指定の申隷

（！］・ω（路＞ I <ll・ω（略）

(3）協力型臨床研修施設又は漣携型臨凍研修施設の指定四申請 ｜ω協力型臨床研修施設又は連鴫型臨時渇刊雛設の指定の申請

ア協力型臨時研修施設又は連携型臨時研修施設の指定を畳けようとする病院又は診揮所の開設者は、臨時新車を｜ ア協力型臨床噺修施設又は連携型臨床研修施設目指定を畳けようとする病院又は診療所の開設者は、臨床研修を

開始しようとする年度目前年度の6月30日までに、当該病院又は診療所に関する趨庫研修施設申請書2 （様式｜ 開始しようとする年度の前年度の6月30日までに、当該病院又は診療所に関する臨床研修施設申請書2 （様式

2）を、管理型臨床研修施設として共同して臨時甥修を行うこととなる病院又は診療所の開設者を経由して厚生｜ 2）を、管理型臨時研修施設として共同して臨床研修を行うこととなる病院又は診療所の開設者を経由して厚生

労働大臣に提出しなければならないこと。なお、既に協力型臨時研修施設の指定を受けている病院主は診療所で｜ 労働大臣に提出しなければならないこと．なお、既に協力型臨床研修施設の指定を受けている病院又は診療所で

あっても、現に指定を畳けている臨時研修施設群以外の臨床研修施設群において臨床研修を行おうとする場合は、｜ あっても、現に指定を畳けている臨床研修施設群以外の臨床研修施設鮮において臨時研修を行おうとする場合は、

新たに協力型臨床研修施設の指定申請を行わなければならないこと。 ｜ 新たに協力型臨床潮修施設の指定申請を行わなければならないこと．

ご仁協力型臨床研棺栴曹の指定券号け上弓〉すb揖院叉は器時南町聞置者世帯属すb臨庄研桔描控躍における研｜ （新設）

笹歯科医の垂入札状況暑を記量の上で申請を梓うこ~－

之連携型臨床研修施設として臨障研修を行う場合にあっては、プログラム責任者等主主笠推薦状を添付すること．

5 臨床研修施設の指定の基準

ω単独型臨床制官施設目指定の基準

厚生労働大臣は、単独型臨床研修施設の指定を畳けようとする病院又は診療所の開設者から指定の申請があった

場合において、当該荊院又は診療所がi次に掲げる事項に適合していると認めるときでなければ、単独型臨床研修施

設の指定をしてはならないこと．

ア省令第Z条に規定する臨時研修四基本理念にのっとった研修プログラムを有していること．

（ア）研修プログラムには、次に掲げる事項が定められていること．

ill研樟プログラム町名酔

重量研修プログラムの特色

盈臨尿甥修の目標

『臨味研修の目標Jよは、『歯科医師臨床研修の到達目標J(JJリ捺）を参考にして、臨床研修施設が研修

プログラムにおいて研修歯科医の到達すべき目標として作成するものであり、『歯科医師臨床潮修の田l逮目

標Jを逸成できる内容で、かっ必要な症倒教やE怜室内容を含むこと。

illプログラム責任者の氏名

R臨床新修を行う分野及び臨席研修施設又は軍F修協力施設ごとの司日産期間

f臨床穆潜在行う分野」とは、当該穆F修プログラムにおいて研棲歯科医の到達すべき目標として示される

項目をいうものであること．

盛研修歯科医の指導体制

ill研修歯科医の募集定員並びに募集及び採用町方法

2 

ニι連携型臨床研修施設とLて臨床研修を行う場合にあっては、プログラム責任者等主主推薦状を添付すること。

5 臨床研修施設の指定の基準

(I）単組型臨車研修施設の指定の基準

厚生労骨大臣は、単独型臨床研修施設の指定を畳けようとする病院又は診療所の開設者から指定の申請があった

場合において、当該病院又は器療所が次に掲げる事項に適合していると認めるときでなければ、単独型臨床研修施

設の指定をしてはならないことロ

ア省令第2条に規定する臨床研修の基本也生にのっとった研修プログラムを有していること。

（ア）研修プログラムには、次に掲げる事項が定められていること．

（新設）

ill当蓋研修プログラムの特色

盈臨床研修の目標

『臨床研修の目標Jは、 f歯科医師臨床研修の到達目標J（別添）を参考にして、臨床研修施設が当量研修

プログラムにおいて研修歯科医の到達すべき目標として作成するものであり、「歯科医師臨床研修の到達目

標Jを達成できる内容でき五三よB

金プログラム責任者の氏名

盆臨時研修を行う分野正び臨時研修施設又は研修協力施設ごとの研修期間

「臨床研修を行う分野」とは、当該研修プログラムにおいて研修歯科医の到達すべき目標として示される

項目をいうものであることe

g 研修歯科医の指導体制

盛研修歯科医の募集定員並びに募薫及び採用の方法



重量研修歯科医の処遇に関する事項（略） fl)_ 研修歯科医の船島に関する事項（略）

!ID研修歯科医の評価に関する事項 （新設）

flil[陸前科医師置盤に国主る事項！とはョ研普プログラムにおいて研修歯型医の修了判定の評価を行う項

自や基準等を示すものであること．

イ～カ（略） イ～カ（時）

キ 臨床研修の実施に闘し必要な施設及び設備を有していること固 キ 臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備を有していること．

『臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備を有していることj とは、臨床研修の実施に関し必要な歯科主要設備 「臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備を有していることj とは、臨床研修の実施に関L必要な歯科主要設備

（例歯科診療台、デンタルエックス線装置、パノラマ断層撮軍装置、オートクレープ、生体モニター、口腔内函 （例歯科診療台、歯科用エックス線装置、パノラマエックス韓装置、オートクレープ、超音波歯石除去器、生体

像処理システム等）のほか、臨床研修に必要な図書又は雑誌を有しており、また、原則として、インターネットが モエター、口腔内画像処理システム、吸入鎮静装置寄）のほか、臨床専修に必要な図書又は雑誌を有しており、ま

利用できる環境（ Medline等の文献データベース、教育用コンテンツ等が利用できる環境）が整備されているこ た、原則として、インターネットが利用できる環境（ Medi血e等の文献データベース、教育用コンテンツ等が利用

とをいうものであること固さらに、次に掲げる施設及び設備を備えていることが望ましいこと． できる環境）が整備されていることをいうものであること．さらに、次に掲げる施設及び設備を備えていることが

望ましいことー

（ア）～（ウ）（略） （ア）～（ク）（略）

ク～サ（時） ク～サ（略）

シ適切な指導体制を有していること。ただし、研修協力施設と共同Lて臨席研修を行う場合にあっては、当該病 シ適切な指導体制を有していること。ただし、研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、当核摘

院又は診療所と研修協力施設とを合わせて、その指導体制が適切なものであること， 院又は診療所と研修協力施設とを合わせて、その指導体制が適切なものであること。

（ア）（時） ｛ア｝（時）

（イ）休日 在聞の当直における指導体制については、竃話等により指導歯科医又は上紐歯科医に相談できる体 （イ）休日夜間の当置における指導体制については、電話等により指導歯科医又は上級歯科医に相談できる体制

制が確保されるとともに、研修歯科医1人で対応できない症例が想定される場合には、指導歯科医又は上紐 が確保されるとともに、研修歯科医1人で対応できない症例が想定される場合には、指導歯科医又は上組歯

歯科医が直ちに対応できるような体制｛オンコール体制｝が確保されていることa 科医が直ちに対応できるような体制［オンコール体制）が確保されていること．また、休日・在聞の当置を

研檀歯科医が笠2場合については＇ Jli!Rりとして撞導歯畳i!<J(は上輯輩塾医とともに＇ 2人以上で盆2ことB

（ウ）・（エ｝（略） （ウ）・（ェ）（略）

ス～タ（略） ス～タ（略）

（副～（6)（略） 包）～（6)（時）

6 研修管理委員会等の要件 6 研修管理委員会等の要件

臨床研修を実施している伺、指導歯科医等の研修歯科医の指導に当たる者は、適宜、研修歯科医ごとの研修の進 臨床研修を実施している問、指導歯科医等の研修歯科医の指導に当たる者は、適宜、研修歯科医ごとの研修の進

捗状況を把握・評価し、修了基準に不足している部分を補い、あらかじめ定められた研修期間内に臨時研修を修了 捗状況を把握評価し、修了基準に不足している部分を補い、あらかじめ定められた研摩期間（原則として1年間）

することができるよう配車しなければならないこと。 内に臨床研修を修了することができるよう配慮しなければならないこと。

ω研修管理委員会 ω研修管理委員会

ア～オ（時） ア～オ（略）

：！！＿ 研修萱理室昌会はョ畳盤プログラムの重の自上を図るためョ研修プログラムの評価を笠うこと調蜜蜂プログラ （新設）

ムの評価にはョ亙修歯誼匿の盤重体制ョ珊修前科医が醤験した歪噛症倒整及V'f歯fl医盟臨鹿盛惇の到達目盛l

の達成に必霊な症劉撃を遁たした研惇童畳医の劃告を童むこん

主研普管理委員会は、各臨床研修施設における研修の実施状況や研樟歯科医の畳入状況などを常時把握するこ 主研倍管理委員会は、各臨床研修施設における研修の実施峨況や研修歯科医の畳入状況などを常時把握すること。

と． なお、管理型臨床研修施設の研修管理香員会は、共同して臨席研修を行う協力型臨時研修施設及び連携型臨席

なお、管理型臨床研修施設の研修管理委員会は、共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連鴫型臨床 研修施設の受入時期、畳入人数及び他の臨席研修施設群への申諦状況等を把握するとともに、協力型臨時研修施

3 



融臨時入時期、受入人数民＂＇他の臨床研輔醐への申請状況等を把握するとともに、協力型臨床研師｜ 設における臨床研修が円滑に行われるよう、必要に応じて離を図ること．

設における臨床開曹が円滑に行われるよう、必要に応じて調整を図ること．ぞの詰果、協ι力型臨庇研修曲設にお

いて、 3卑以上研睦前科匪の受入れがない~きは 15に基づき臨床研修噛置躍から当誼協力割臨床研睦摘曹の

削除を行うことがで者るこ~－なお、この場合において、各協力相臨床研憧摘置の宴縄民審歩融合的に勘宰するこ

.!;.. 

之研修管理委員会は、研修管理委員会に関する規約等において臨時の研修管理委員会の蹄催等に関する事項を定｜ 主研修管理委員会i士、研修管理委員会に関する規約等において臨時の研修管理委員会の開催等に関する事項を定

めるなど、研修期間中に緊急な対応を要する事案が生じた場合に迅速に対応できるような体制の整備に努めるこ｜ めるなど、研修期間中に緊急な対応を要する事案が生じた場合に迅速に対応できるよ5な体制の整備に努めるこ

と ．｜と。

之研修管理委員会は、会議に関する議事内容等を記睡し、保管すること． ｜ 之研修管理委員会は、会議に関する議事内容等を記録し、保管すること．

三研修管理委員会は、定期的な研倍会を開催する等、指導歯科医等の資質向上に努めることが望ましいこと。 I 之研修管理委員会は、定期的な新車会を開催する等、指導歯科医等の置置向上に努めることが望ましいことB

ω［略） 1(2）（略）

（副プログラム責任者 I <al プログラム責任者

アイ（時） ｜ ア・イ（略）

立プログラム青年者は、プログラム育拝者謹習会（~樺聞係者研障費瞳補助金歯科医師臨尿研健措豊医重翌金蔓｜ （新設）

業により開催された卒、の｝砕を謹するこ止が望ましいこ~－

ω 指導歯科医等 I (4) 指導歯科医等

ア指導歯科医は、常に勤務する歯科医師であって研修歯科医に対する指導を行うために必要な経験及び能力を有｜ ア指導歯科医は、常に勤務する歯科医師であって研修歯科医に対する指導を行うために必要な経験及び能力を

しているものでなければならないこと． ｜ 有しているものでなければならないこと．

（ア） 「研修歯科医に対する指導を行うために必要な経験及び能力を有しているものj とは、一般歯科診療につ｜ （ア） 司港歯科医に対する指導を行うために必要な経験及び能力を有しているもの』とは、一般歯科診療につ

いて的確に指導し、適正に評価を行うことができ、以下町①、②のいずれかの条件に該当する者であることロ ｜ いて的確に指導し、適正に評価を行うことができ、以下回①、＠のいずれかの条件に該当する者であること固

なお、臨床経験には、臨時研修を行った期聞を古めて差し宝えないこと． ｜ なお、臨床経験には、臨床研修を行った期聞を古めて差し支えないことB

① 7年以上旬臨床経験を有する者であって、指導歯科医講習会（ー舵酎岡桂人指科匹揮握鍵財団主催又は｜ ① 7年以上回臨床経験を有する者であって、指導歯科医講習会（肘回佳人歯科医樺軒轄揖風酎聞主催又は

f歯科医師の臨席寄F修に係る指導歯科医講習会の開催指針」（平成l6年6月 17日付吋医政発第o6 i 1 I 「歯科医師の臨床研修に係る指導歯科医講習会の開催指針」｛平成l6年6月 l7日付け医政発第0617

001号）にのっとって開催されたもの）を受講していること。なお、都道府県歯科医師会会長の推薦が 1 001号）にのっとって開催されたもの）を受講しているこじなお、都道府県歯科医師会会長の推薦が

あることが望ましいこと。 I あることが望ましいこと．

② 5年以上の臨床経験を有する者であって、日本歯科医学会・専門分科舎の認定医・専門医の資格を有L、 ｜ ② 5年以上の臨床経験を有する者であって、日本歯科医学会・専門分科会の認定医専門医の賢格を有し、

指導歯科医講習会（ー腔酎同住人前科医積損鹿酎聞主描又は『歯科医師の臨床研修に係る指導歯科医講習会｜ 指導歯科医講習会〔酎問佳人情科医樺研睦振R財団主催又は『歯科医師四臨床研修に係る指導歯科医講習

の開催指針について」（平成l6年6月l7日付け医故発第0617001号）にのっとって開催されたも｜ 会の開催指針についてJ（平成l6年6月 17日付け医政発第0617001号）にのっとって開催された

の）を畳講していること． ｜ もの）を畳講していること．

（イ）（略l I （.イ）（略）

イ・ウ｛時） ｜ イ・ウ（時）

7・8 （略l I 1・8 （略）

9 研修プログラムの変更又は新設の届出 9 研修プログラムの変更又は新設の届出

(J.) 研修プログラムの変更 (1) 研修プログラムの変更

研修プログラムの変更とは、研修プログラムのうち、次に掲げる事項を変更することをいうものであること固 研修プログラムの変更とは、研修プログラムのうち、次に掲げる事項を変更することをいうものであること。
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ア 臨床研修の目標（f歯科医師臨底野曜の到遣日揮lの撞曲に必草加存酬世や唖階内容易合れ）

イ～カ（略）

（副～（6) （略）

10～1 3 （略）

ア臨床研修の目標

イ～カ［略）

（副～（6) （略）

10～1 3 （略）

14 臨席研修施設の指定の取消し 114 臨床研修施設の指定の取消し

ω厚生労働大臣は、臨床開官施設が肢のいずれかに該当するときは、法第16条の2第2項目規定により臨床研｜ω厚生労働大臣は、臨凍研修施設が次刷、ずれかに該当するときは、法第16条の2第Z項の規定により臨床研修

修施設の指定を取り消すことができること．

ア（路｝

4 単組理臨時研住権宮廷相響調理臨床揮権措置において、 3年以上夜帯歯科院の号入れがないH•.

立協力車臨時研権柑曹にのみ棺家主れている柑曹がすべての臨鹿研棺抽設曜から外れた弁会民

三 5 (5）ィに該当するに至ったとき．

Z主 6及び8から 12までに違反したとき。

主その開設者又は管理者が、 13 Cl）の指示に従わないときa

ω （略）

1 5・16 （時）

1 7 臨床研修の評価

ω （略）

施設の指定を取り消すことができること．

ア（略｝

（新設）

（新設）

:f_ 5 (5）イに該当するに至ったとき。

立 6及び8から 12までに違反したとき．

エその開設者又は管理者が、 13 (2)の指示に従わないとき．

(2) （時）

1 5 1 6 （略）

17 臨床研修の評価

ω （略）

ω研修期間終了時の評価 ｜ω研修期間終了時の評価

研修歯科医の研修期聞の終了に際L、プログラム責任者は、研修管理委員会に対して研修歯科医ごとの韮盟堂全｜ 研修歯科医の研修期聞の終了に際L、プログラム責任者は、研修管理委員会に対して研修歯科医ごとの堕盛亙盤旦

盛盛亙盤2旦彊の達成状況を報告し、その報告に基づき、研修管理委員会は研修の修了認定の可否についての評価｜ 且盤町虐成状況を報告し、その報告に基づき、研修管理委員会は研修の修了認定の可否についての評価を行うこと．

を行うこと。 I 評価は、研修実抱期聞の評価及び臨床倒産終了時の到達目標の達成度の評価（行動目標等の遺成度の評価及び臨

評価は、研修実施期聞の評価及び臨床研修終了時の到達目標の達成度の評価（行動目標等の遺減度の評価及び臨｜ 床歯科医としての適性の評価）に分けて行い、両者の基準が満たされた時に修了と認めるものであること．

席歯科医としての適性の評価）に分けて行い、両者の基準が満たされた時に修了と認めるものであること。

18 臨床研修田中断及び再開 I 1 s 臨床研修の中断及び再開

ω 臨床研修の中断 ｜ω 臨床研修の中断

ア基本的な考え方 ｜ ア基本的な考え方

臨床研修の中断とは、現」こ臨床研修を畳けている研修歯科医について研修プログラムにあらかじめ定められた｜ 臨床甥修町中断とは、現に臨床甥修を畳けている研修歯科医について研修プログラムにあらかじめ定められた

研修期聞の途中で臨床癖修令中lトすおとシ砕いう卒、のであるとi-. I 研修期聞の途中で臨鹿研障を長期にわたり体lト寸，，と》 支は中止す7,ことをい弓卒、のであ札臨床耳桔や再開

する際には原則kして別の臨床濁砧象施官加研桂プログラム彩世めて老け，，と ）－；！；前畢Jレした事のであるこ！－.

5 

研檀プログラムを畢棋している管理者Eび研修管理季昌会にはあらかじめ定め九れた研住期間内に初刊害前科

医に臨時窃碍~；長峰7させる奮特があり、宮晶に申断白根い安行ってはならないこと”

ヲ主主R宣j望f臨時研障の中断の検討を行う際｝口主管揮者浸祁研幡管盟委員会l:t当按謂鳴謝棋院＂＆1芥研樟棺壇聞



盤歪k土分話し合いミ当核研笹歯fi匡の臨崖亙隻に国主る正盈な置墾を士会に担握主るものであることaさらにヨ

研控歯科医が臨床研修を結構で主る方法がないか盤宣［，，研修歯科医に誼し必重な主盤を行うものであることg

これ邑を通じてョ虫駈とい2Mに至る場合にも＝宜翠者及び研睦萱理香邑舎は当該研修歯科医が納主主するよ

2歪めなければならないこと，なおョこのよ2生場合においては2 経U鐘や盆況笠の霊盤を残しておく必霊がある

ことE 主た当必要に座じて事前に管盤玄る地方厚生屋瞳鹿福祉盤匿事棋に担談をすること2

イ 中断の基準 イ 中断の基準

中断には、『研修歯科医が臨床研修を継続することが困雑であると研修管理委員会が評価、勧告した場合」と「研 中断には、「研修歯科医が臨凍＇lilf修を継続することが困難であると研睦管理委員会が評価、勧告した場合」と f研

修歯科医から管理者に申し出た場合」の2通りがあること固 修歯科医から管理者に申し出た場合j の2通りがあること．

管理者が臨時研修町中断を認めることがで孝るのは、以下のようなE当な理由がある場合であり、例えば、臨 管理者が臨時研修町中断を認めるのは、以下のようなやむを得ない場合に限るものであり、例えば、臨床研修

床研桂施設の研修歯科医に対する不満又は研修歯科医の臨床研修施設に対する不満のように、改善の余地がある 施設の研修歯科医に対する不満又は研修歯科医の臨床研修施設に対する不満のように、改善の余地がある主旦且

場合については中断を認めるものではないこと． 認めるものではないこと．

l2:l.研修歯科医が臨席研睦を継続主ることが困難であると研檀萱理委昌舎が評盤ョ勧告した場合 l2:l.当該臨床研修施設の塵陸ョ盤定の亙消しその飽の理由により 当該研瞳謹監部認定を宮けた研修プログラム

E量当世臨庶研1彦組設の塵陸＝盤定の取消しその他の理由によりョ当技研檀提設が認定を畳けた穆F修プログラ の実擁が不可能な場合

ムの実施が不可能な場合 包i研修歯畳医が臨席歯畳医としての適性を欠きミ当該臨床研睦施盤の盤塾塾官によって：！＞重差が不可盤な壷

重量研檀歯fi医が臨床歯科医としての適性を欠き当当核臨床研修施設の盤遵＝整宣によっても藍蓋が不可能な 金

量全 ili妊娠ョ出産ョ宣児＝傷病室の理由により臨床研笹を蓋割にわたり休止しョそのため睦工に必室な研修実施期

盈その他正当な理由がある場合 閏を輩た主ことができない場合であってミ臨床耳F修を亙聞主ると主に＝当該穆惨童塾匡の昼修主る研修プロ

包i研修前科医から管理者に申し出た場合 グラムの蓋更ョ廃止笠により同盤の研睦プログラムに箆盟主ることが不可能であると見込まれる場合

ill妊娠泊出産s育児ョ鍾痘笠の翠由により臨床亜日揮を虫止主る場合 主註その帆正当な理由がある場合

重量研笹ミ留学笠の多様なキヤFア形成のため当癒床研樺を中止する場合

＠その他E当な理由がある場合

ウ 中断の手順 ウ中断の手順

（ア）研修管理委員会は、研修歯科医が臨床研修を継続することが困難であると認める場合には、当該研修歯科 （ア）研修管理委員会は、臨床歯科医としての適正吾欠く場合唱研修歯科医が臨床研修を継続することが困難であ

医がそれまでに受けた臨床研修に係る当該研修歯科医の評価を行い、管理者に対し、当該研修歯科医の臨床 ると認める場合には、当核開宮歯科医がそれまでに受けた臨床研修に係る当該研修歯科医の評価を行い、菅

研修を中断することを勧告することができること。 理者に対し、当核軍穆歯科医の臨床事F修を中酔ずることを勧告することができること。

（イ）｛略） （イ）（時）

位i臨床研修の中断の盤誼を笠2墜に民萱理者及び研笹萱理重邑金は当該研修歯畳医及V'プログラム背任者 （新設）

全飽の研笹撞聾閤鍾主と土全置し音＇：＇..当箆研修歯誼医の臨席研修に国主る E重な蛍撃を土宜に把掻土る畠

のであるこじまた泊臨産費隻を亙聞土る場所について私併せて撞自主ること璽

なお，必i霊に応じて3 主hらの勧緯や』主況笠の記録を揖［，，虫匿とい2劃駈に至る量全にはョ当酷研惇萌

主主匡出納宣主る型l匿となるよ2!ll.めなければな邑ないこと盆また＞ ,e:，霊に応じて事前に萱盤主る地方星生昼

樟鹿福祉剖医事課に相践をすること向

エ中断した場合 エ中断した場合

管理者は、研修歯科医の臨床研修を中断した場合には、当該研修歯科医の求めに応じて、速やかに、当該研修 管理者は、研修歯科医の臨床研修を中断した場合には、当該研修歯科医の求めに応じて、速やかに、当該研修

歯科医に対して、当該研修歯科医に関する次に掲げる事項を記議した臨床研修中断証（様式4）を交付しなけれ 歯科医に対して、当該研修歯科医に関する次に掲げる事項を記載した臨床研修中断証（様式4）を交付しなければ

ばならないこと。このとき、管理者は、臨床研修の再開のための支援を行うことを含め、適切な進路指導を行わ ならないことB このとき、管理者は、亙修歯科医の率めに応じてョ飽の臨時盛修胞設主超企主る笠臨床研修の再開

なければならないこと．さらに、菅患者｝士、速やかに、臨床研修中断報告書（様式5）及び当該中断証の写しを のための支援を行うことを吉め、適切な進路指導を行わなければならないこと。さらに、管理者は、速やかに、臨

6 



菅轄する地方厚生局憧康福祉部医事課あてに送付すること。 ｜ 床研修中断報告書（樺式5）及び当該中断証の写しを管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。

（ア）～（カ）（略l I ＜ア）～（カ）（略）

（副臨床研修の再開 ｜（副臨床研修の再開

臨床研修を中断した者は、自己の希望する臨時研修施設に、臨床研修中断証を添えて、臨床研修の再開を申し込！ 臨床甥修を中断した者は、自己の希望する臨床研修施設に、臨床研修中断証を禄えて、臨床研修の再開を申し込

むことができること。この場合において、臨床研修再開の申込を受けた臨床研修施設の管理者l:l:，当按研修歯科医｜ むことができること．この場合において、臨時研修再開の申込を受けた臨阜研修施設の管理者は、当核開彦歯科医の

の臨時研修中断在四内容を考麗した研樟プログラムで昭彦を骨わなければならないことB ｜ 臨床甥修中断症の内容を考慮した車産亙盤を行わなければならないこと．

なお、当該管理者は、研修再開白日から起草して1月以内に、臨床研修の修了基準を満たすための履修計画表機｜ なお、当該管理者は、研修再聞の日から起草して1月以内に、臨床研修の修了基準を満たすための履修計画表儀

式6）を、管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。 ｜ 式6）を、管轄する地方厚生局憧康福主出l医事課あてに送付すること。

1 9 臨庫潮修の修了一 I 1 9 臨床淵宮町修了

(1) （略l I (1) ＜略J

ω 臨床研修の修了認定 ｜ω 臨時研修の修了認定

ア・イ（略） ｜ ア・イ（略）

立管理者仕イに基づ〈臨床研檀睦了在由意付絡1月以内に臨床謂棺棺Ti!il'を受付した研桂樹科医の氏名；＼＞！FI （新設）

牛年同日房需量した臨床研檀睦了者一畦壷 f樺式引，..管瞳十;o封負ヲヲ厘命眉憧康福祉剖医事課に帯出寸;o:=i-.

また、障7し合研棺帽科医に歯科医籍への考書揖申請を行号上弓措置すると人

ω 臨庶研修の未修了 ｜ω 臨席研修の来修了

ア基本的な考え方 ｜ ア基本的な考え方

臨時研修の宋修了とは、研修歯科医の研修期聞の終了に際する評咽において、研修歯科医が臨席研官司修了基｜ 臨床研修の未修了とは、研修歯科医田明修期間の終了に際する評唱において、研修歯科医が臨床研修の修了基

準を満たしていなb噂の理由により、管理者が当該研修歯科医の臨席調修を修了したと認めないことをいうもの｜ 車を満たしていない等の理由により、管理者が当該研穆歯科医の臨床研曜を修了したと認めないことをいうもの

であり、原則として、引き続き同ーの研修プログラムで研修を行うことを前提としたものであること． ｜ であり、原則として、引き続き同一町駅彦プログラムで晴修を行うことを前提としたものであること．

来修了目検討を行う際には、管理者及び研修管理委員会は当核軍H!I'歯科医及び研修指導関服者と十分話し合い、｜ 副産プログラムを畢位している管揮者＂＂研桔管理毒字国会に位、あらかにめま智められた研桂樹聞内に時植樹科

当該砂H!I'歯科医の研修に関する正確な情報を十分に把掘するものであることB ｜ 院に臨床澗轄を樟了大サ九膏拝があり 容易に来住7の担い券特つてはたらたいと ＞－

これらを通じて、最終的に未修了という判断に至る墨金主主ヱエ主、当骸謂穆歯科医が納帯するよう努めなけ｜ 主主主笠主来修了の検討を行う醸院は、管理者及び研修管理委員会は当該研修歯科医及び研修指導関係者と＋

ればならないこと。なお、このような場合においては、経緯や状況等の記酷を残しておく必要があること固また、 l 分話し合，，，当該研修歯科医の研車に闘す吾正確な情報を十分に把握するものであることB

必要に応じて事前に管轄する地方厚生局憧唐福主摘I医事課に相談をすること． ｜ これらを通じて、最齢的に来蜂了という判断に至る量全l三主、管哩者及び研桔管理重量会は当該甥修歯科医が

納得するよう努めなければならないこと。なお、このような場合においては、経緯や状況等の記離を残しておく

必要があるこじまた、必要に応じて事前に管轄する地煽厚生局憶畢福祉部医事課に相談をすること。

イ宋修了の手順 ｜ イ未修了の手順

管理者は、（2）アの評価に基づき、研修歯科医が臨床研修を修了していないと認めるときは、速やかに、当該｜ 管理者は、（2）アの評価に基づき、研修歯科医が臨床明書を修了していないと認めるときは、速やかに、当該

研修歯科医に対して、理由を付して、その旨を文書（鍾茎旦）で通知しなければならないこと。 ｜ 珊修歯科医に対して、理由を付して、その旨を文書（盤韮旦）で通知しなければならないこと固

ワ来修了とした場合 ｜ ウ未修了とした場合

当該研修歯科医は原則として引き続き聞 の研修プログラムで司H!I'を継続することとなるが、その場合には、｜ 当該研修歯科医は原則として引き続き同ーの研修プログラムで研修を継続することとなるが、その場合には、

研修プログラムの定員を超えてしまう事もあり得ることから、指導歯科医1人当たりの研修歯科医数や研修歯科｜ 研修プログラムの定員を超えてしまう事もあり得ることから、指導歯科医1人当たりの研修歯科匡数や研修歯科

医1人当たりの症例数等について、研修プログラムに支障を来さないよう、十分に配慮しなければならないこと．｜ 医1人当たりの症例数等について、研修プログラムに支障を来さないよう、十分に配慮しなげればならないこと。

なお、来修了とした場合には、管理者は、研修を継続させる前に、当該研修歯科医が臨床倒産の修了基準を満｜ なお、未修了とした場合には、管理者は、研修を継続させる前に、当核研修歯科医が臨床研修の修了基準を満

たすための履修許画嚢（盤茎よ且）を管轄する地方厚生局睡麿福祉部医事課あてに送付することB ｜ たすための履修計画岩盤茎旦）を菅轄する地方厚生局健康福祖師医事課あてに送付すること。

7 
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新｜日対照表

（傍線部分は改正部分）

様式1

現行

株式1

改正案

（臨庫研樺施肢申請書1／臨床研樺施程変更届出書1／年次報告書1)

（略｝

量産主

施設番号（既取揖楠謂由品開入｝

開段者氏名（法人由名称）

（略）

護参鶏翠務轍鶏鶴繋蚕員

（臨床研修施設申請書1／臨床研棒施厳重更届出書1／年次報告書1)

｛略）

施語審罫（匝取構抽睦由み担入）

盤量主

開陵者氏名［法人田名称）

｛略）

I 

施陵町所在地

施霞由開霞者由氏名

（法人的名称｝

施設の開霞者の住所

｛法人由主たる事務所由所在地）

施設由開霞年月

施医師曹理者由氏名

施設のホームページ

歯科医師［研修歯科医宮まず．）

由員数

~ 歯科衛生士の員量

~ 署聾師由員数

1Q E堕呈ム亘盤星量

11・12
13歯科霞惜状況

（略）

（略）

（略）

（略｝

（略｝

（略｝

（略｝

（略）

（略｝

｛略）

歯科用齢療台

宣盟主泣謹韮量

＆＿主主主立主主盤蓋量

オ」トクレーヲ

超童遺皇室盤圭墨

口腔向面構処理システム

その他（眠入轟轟草置ー毛主

生主三宝二重i

（略）

1 

2 

主

4
ニ
5
－一6
－一－，一

盤量盟主査

施設の所在地

施訟の開霞者の氏名

（法人町名称）

施設の開最者白住所

（法人由主たる事務所田所在地）

施設の開霞年月

施陵町曹理者由氏名

施慢のホームベータ

歯科医師〔研惇歯科医吉まず．）

由員数

旦 歯科衛生士由員数

1旦看護師の員数

11・12 • 

13歯科霞嫡状況

災r鰐皮約酸素飽和~剥，.器｛パル久オキシメ

ーター）Jとr血圧計Jl;t『生体モミニター』に

組込まれている増合ιぞ仇ぞれの散に含

盈呈主主L

立盟土l
車登

｛略）

｛略）

（略）

（略〕

［略）

［略）

［略）

［略）

（略）

歯科用.棟台

三記包担主主主鍾蓋量

＆＿主主盟星鍾墨蓋量

オートウレーブ

口腔内面憧処理システム

隼盤圭三室ニ

皇塾生畳重盛担量豊

島旦i

（略）

~ 

3 

4 

5
ニ
6
ニ
7
一一g
－

1 



14町 16（略）

17 外来患者症倒数（諜前年度実績）

区分

年間川来患者数

年間外来診療日数

1臼平均外来患者数

盤整

辞度的酷表曲和it'到宮鼎

主主主主主圭主豆二圭二］

酷繋ボンぺ及日酷繁マスタ

血圧畳

塾皇量生主主上

歯替用吸引装置（口腔外）

※般世l土『外来斡嘩r！－『訪問詰繕l由和Jいす＂＂！－－

申積年度目前年度中日こ来携した外来車者数（延ベ患者数）をもととオること．

ム
玉三

主主上
A 
玉三

セット

A 
.Et 

『1日平均外来患者数』とl乱年間外来患者数÷年間外来齢療回数による数（少数第二位査四捨五入｝とすること．

14～16（略）

17 外来患者症例数［※前年度揖繍）

区分

年間件来患者数

年間外来齢療回数

1田平均外来患者数

＊申請年度回前年度中に衆院した外来患者数（延ベ患者数）をもととする己と．

「1日平均外来患者数JとI立、年間外来患者数÷年間外来診療日数による数（少数第二位を四捨五入）とすること。

入院患者数（諜前年度実績）

｜ ｜ 歯科・歯科口腔外科州歯科・矯E歯科 ｜ 

｜年間入院輔醐櫨輔瞳園田園圃園田園圃園田明園田置｜
探『年間λ院患者実数』とは、申請年度由前々年度由輯越患者数に申請年置の盟主豊里における新入院患者数を加えた数｜※「年間入院患者実数』とI立、申請年度目前々年度の繰越患者数に申請年度由盟主皇における新入院患者数を加えた数

とすること。 ｜ とすること。

入院段輔がない場古はrな1.-Jと肥入すること． . I λ院霞輔がt;:L＇場古は『なし』と記入すること．

18（略l I 1ac賂〕

2 



19歯科医師名簿

（フリガナ］ い碍｜ ｜研悶する
畳構した指導 畳重したプロ 門医・認定医責 勤務静態 役割等

番｜ 臨床経 歯科医講習会 ゲヨム宜量章 格｛日窓歯科医

号｜ 験年数 名［盤工主且 謹宣会壷（盤 事会噂門分科書

氏 名 目、主催者） 7ll8l に畳録されてい｜ （略） ［略）

るも由に限る）

長

楽当該施般に勤務する全て白歯科医師について位入すること。「臨床経験年数J欄には、研修歯科医の期間も宮めた臨床

経験年数を年単位で飽入すること（1年未満由端散持切り捨て）。『勤務形態J欄については、非常勤歯科医師も吉め当該

施置で定めた歯科医師由勤務時聞の全てを勤務する歯科医師団唱合1を、それ以舛町場合にはZを密入すること．欄が

足りない場合には、欄を増やして対応すること。

20歯科衛生士名簿
一一一一一「一一一ー

（フリガナ｝

週当たり勤務時間

氏 名

時間

19歯科医師名簿

取得している専
［フリガナ｝ 受講した指導 門医・認定医責

書｜ 臨床経 歯科医講習 格（日本歯科医

号｜ 駿年数 会名（量ヨ~ 学会専門分科会

氏 名 旦！！） に畳録されてい

るも由に限る｝

童畳屋鐘量呈堂鐘

主1l..§_

るす晴

等

晴

佃睡眠務勤

（略｝ （略）

覇曙輯年 巴回回目
諜当該施陵に勤務する全ての歯科医師について記入すること．「臨床経験年数j欄には、研棲歯科医白期間も吉めた臨床

経験年散を年単位でE入すること（1年来溝由端数l主切り捨て）．『勤務静態』欄については、非常勤歯科医師も吉め当

骸施訟で定めた歯科医師の勤務時岡田全てを勤務する歯科医師由場合1査、それ以外田場合にl孟2を記入するζと。

欄が足りない場合には、欄を増やして対応すること．

20歯科衛生士名簿
一一一一一「一一一一

（フリガナ）

週当たり勤務時間

時間

探当該施霞に勤務する全ての歯科衛生士について記入すること．「勤務帯態」欄については、該当する番号を記入するこ｜※当骸施段に勤務する全ての歯科衛生士について記入すること．「勤務静態J欄については、該当する書号在記入するこ

とJ週当たり勤務時間』欄については、当蔵施置で定めた歯科衛生士由週当たりの勤務時間散を担入する；：1:.禰が｜ とJ週当たり勤務時間』欄については、当骸施震で定めた歯科衛生士由週当たりの勤務時間数を記入すること．楓が

足りない場合には、欄を増やして対応すること． ｜ 足り古い塙古に1宜、欄を増やして対応すること．

週当たり勤務時間

氏名

週量たり勤務時間

量三一
諜当該施訟の歯科診療部門に勤務する全ての署霞師（進看霞師吉む）について記入することJ齢療科J欄にl主、各看護師由｜諜当骸施訟の歯科診療部門に勤務する全ての看護師［進看麓師吉む］について記入する＝とJ診療科』欄に位、各看霞師由

所属替曙科を記入すること．『勤務静態」欄については、該当する番号を記入することJ週当たり勤務時間j欄については、｜ 所属齢療科を記入することJ勤務静態』欄については、該当する番号を記入することJ適当たり勤務時間』欄については、

当該施設で定めた宥霞師の週当たりの勤務時間散を記入すること．欄がEり也い場合には、欄を増やして対応すること． ｜ 当該施置で定めた看護師の週当たりの勤務時間数量記入すること．欄がEりない場合には、欄を増やして対応すること．

3 



22～26（略）

27臨床研酵のE盤 重重

量盤整

高臨床研修施控群方式により檀世田臨床研修施援で本ブロゲラムを婁施する場合‘臨床研惇臨控ごと由症例量ではな仁

志ブロヴラム全体四症例重量を記離すること肉

28四 32（略｝

33研修歯科医由処遇

34（略）

2旦E瑳LE2'.主主fQ

塞盆

笠～鐙（略）

（略） （略｝

協力型・連機製・研修 I1.星盈翠ニ宜塁塁臨床研修施置と同一

協力施訟における処｜の処遇とする．

過の適用 2独自の処遇とする．

田棒術再匪由指議体制 1 患者由治療安1人白田桂樹輯匝が担当

三昌三皇室
研幅歯科医1人あがり目平岡｜畳蓋量重

師数（持前年＊輔） 団盟霊童

目標症例散を達成した研悼歯科医の割古｛諜前年度実績）

株式2

22～26（略）

28～32（略｝

33研龍歯科医由処遇

34（略）

（新設）

笠～笠（略｝

4 

（略］ （略｝

協力型連機型・研棒 I1.宜星J!:I.臨床研静施霞と岡 田処遇

協力施股における処｜とする．

遇由適用 2、独自由処遇とする．

様式2



【臨床研摩施霞申請書＇2／研修協品施霞概現聾／臨床研樺施設置更届出書2／年次報告書2)

｛略）

施霞番号（既取帯施設のみ記入）

盤量皇

開lilt者民名（法人目名称司

（略）

｛臨床研修施霞申筒書2／研惇協力施霞概，E聾／臨床研修施置壷更届出書2／年次報告書2)

（略）

盤量主主

蹄盟議号（旺取揖脆話回晶君E入｝

聞置者氏名｛法人白書称）

｛略）

参加プログラム田曹理型臨床研捧施陵町名称
参加プログラム

※研修盆桝匿を受け入れていな

い場合も記入すること．
人
ニ
ム
一
人
ニ
ム

参加プログラム

縫研修歯斡医を受け入れていな

い場合も杷入すること．

災広プロゲラム多含め合年度問

時に申請している撤躍も名称此盟

主主畳豆主主

｛略）

14 歯科霞備状況

5 

（略｝

｛略）

歯科用惨療台

車型且主立主主盆韮量

β三豆豆主主主丞鐘韮量

オートクレープ

量童塗豊亘盤室量

口腔向面樟処理システム

その他｛唖入鎮静装置、生

（略｝

（略｝

｛略｝

｛略｝

（略｝

働
一
時
一
働

施陵町所在地

施段由開眼者田氏名

｛法人目名称｝

施陵町開眼者田住所

（法人の主たる事務所の所在地｝

施設の開霞年月

施段由曹理者田氏名

研皆実施責任者

施肢のホーム，..＿，，，

歯科医師（研修歯科医宮家ず。｝

由員数

歯科晴生士の員数

署橿師由員数

周監呈A豆盤皐且

12・13

9
4
叩一一日一

1 

2 

主

4
ニ
5
二

6
ニ
7
二

8
一

［略）

5
ニ
8
ニ
7
ニ
8
ニ
9
－

立盟主

主畳

｛略）

（略〕

（略）

｛略）

（略）

歯科用診療台

三与2&主主主主鍾装置

!.5!_主主置屋盤整差置

オートクレープ

口腔内面像処理ルステム

主盆杢三宝＝

（略）

｛略）

｛略）

（略）

Z施設の所在地

主施設の開霞者の氏名

（法人町名称）

生施訟の開鼠者自住所

（法人由主たる事務所由所在地）

施肢の開lilt年月

施殴の管理者田氏名

研修実施責任者

施設のホームページ

歯科医師｛研修歯科医吉まず。）

の員数

1Q 歯科衛生士由員数

立看護師由員数

12・13

14歯科霞備状況

終『経皮的酸素飽和庭測＂＇器 fパルスオキシ

メーター〕JH血庄計JIま f生休平ー々 一’

に組込まれている場合も、それヂれの扮lー

童生主主旦

i盤量盟主査



生王三圭二筆i

世
一
ム
ロ
孟
一
怠

ム
玉三

A 

-"-

皇盈盤畳呈盤鍾量豊

些旦i
軽度的酷李抽和隆副室器

主主主主主主主豆＝宣＝三

酷葬，f.ンベ丑び酷棄マスク

卑fill:

整皇蓋主主ll::

歯科用吸引装置｛口腔外）

15～17（略｝

分区

年間舛来患者数

年間外来欝療回数

※申楕年度由前年度中に衆院した外来患者数｛廷ベ車者数）をもととすること.r1目平均外来車者数』とは、

年間外来患者数？年間外来診療回数による数（少数軍＝位在四捨五入）とすること．

1目平均舛来患者数

苦距離世は『外来酷棺＇＂＇「詰閉者会構 l由租左するこι
申請年度の前年度中に来院した外来患者数（延同車者数）をもととすること．「1目平崎再来患者数』とは．

年間外来車者数γ年間外来島幸療回数による数（少数第二位を四捨五人］とすること．

15四 17（略）

間外来患者症例数（業前年度実績｝

盤整分区

年間外来車者数

年間外来齢療回数

2目平均外来車者数

入院患者数｛※前年度実績）

｜ ｜ 歯科桝口腔仲小児醐矯国科 ｜ 
｜年間入院患者醐輔副園圃圃圃圃・・圃・圃圃圃圃圃｜
来f年間入院患者実数』とは．申請年度目前々年産自繰越患者数に申請年度目盟主虫における新入院患者数を加えた数

とすること．

入院霞備がない場合はrなl..Jと肥仇すること。

入院患者数｛来前年度実績）

年間入院患者実数

※『年間入院患者実数』とは、申請年度由前々年庄司繰越患者数に申請隼度目盟主皇且における新入院患者数を加えた数

とすること．

入院霞備がない場合は『なし』と肥入すること．

19歯科医師名簿

6 

19歯科医師名薄



取得している専門
研棲に聞する 取得している専門｜街科医籍番号畳｜ ｜研肱関する

（フリガナ） 畳講した指導 医・認定匡責格 勤務形態 （フリガナ） 畳講した指導 医・認定医責格 豊問年」E目 Eー 勤務静態 役割等

書 臨床経歯科医講習会 （日本歯科医牢会
役割等

番 臨床経 歯科医講習会 （日本歯科医学会

号 験年数 名盤工主旦 専門分科会に畳 号 験年数 名｛筆工空旦 専門分科会に畳

氏名 目2主盤童） 録されているもの （路） ｛略） 氏 名 旦） 録されているもの lf士＂.＇.＇ I且でケl ［略） （略）

に限る）

話器当該施霞に勤務する全ての歯科医師について記入すること。「臨床経験年数J欄にI立、研樺歯科医の期間も宮めた臨床経l探当該施置に勤務する全ての歯科医師について記入することJ臨車経験年数』欄には、研惇歯科医白期間も含めた臨床経

験年数を年単位で記入すること何年来溝由端教は切り捨て）.『勤務静態』欄については、非常勤歯科医師も吉め当該施｜ 験年数を年単位で記入すること（1年未満田端数は切り捨てJ.r勤務静態』欄については、非常勤歯科医師も宮崎当骸施

設で定的た歯科医師の勤務時岡田全てを動務する歯科医師の場合1志それ以外町場合には2を記入すること．欄が足り｜ 設で定めた歯科医師由勤務時間回全てを勤務する歯科医師由場合1在、それ以外由場合には2を記入すること．欄が足り

ない場合には、欄を増やして対応すること． ｜ ない場合には、欄を増やして対応すること．

20歯科衛生士名簿 I 20歯科衛生士名簿

週当たり勤務時間

（フリガナ） 勤務静態
〆

週当たり勤務時間

［フリガナ）

氏 名 氏 名

諜当該施般に勤務する全ての歯科衛生士について肥入することJ勤務静態J捕については、該当する番号を記入すること.I ；担当蝕施設に勤務する童ての歯科衛生士について記入すること．『勤務静態J欄については、骸当する番号を記入すること．

「週当たり勤務時間』欄については、当骸施置で定めた歯科衛生士由週当たりの勤務時間数を記入すること。欄がEりない｜ 『適当たり勤務時間』欄については、当骸施藍で定めた歯科衛生士の週当たりの勤務時間数を記入すること．欄が足りない

場合に1士、欄を増やして対応すること． ｜ 場合には、欄を増やして対応すること．

21看讃師名簿

→一一一一一「一一一一
（フリガナ） （フリガナ）

週当たり勤務時間 遇当たり勤務時間

氏名 氏 名

時間

*:::::: 
22-26（略）

22～26（絡）

7 



27臨床研惇白星盤 I 盛夏

重到量主

28-32（略）

33研惨歯科医由処遇 ｜（略） ｜（略｝

協力型・連接型・研惇 11.皇盈霊童聖堂臨床研催施設と同一

協力施霞における処 ｜由処遇とする。

遇由適用 2独自由処遇とする．

34（略｝

主旦亙豊~主主旦 ｜田棒術科医の指車体制 I 1.鼠者由泊曜存1人由研嬉街制医が担当

塞鐘 I I 2. 111者由治揖存揮数由画幅甫科医が蛙冊ご臼こ

皇室

研惇歯軒医1人あが吋由事団主霊童

噛症倒勤惰前年度宴揖）｜量盟霊童

E霊童四重圭逮盛］，，主亜筆宣型車企劃宣1翠血年皇室鐘1

28-32（時）

33研樺歯科医白幽 ｜［略］ ｜（略）

34（略）

（新設）

協力型・連携型・研棒 I1.宜重量臨床研修施置と岡 田処遇

協力施霞における担！とする．

遇由適用 2独自の処遇とする．

笠～笠｛略） I；＆～担（略）

樺式3 I 様式3

8 



呈鐘主主旦E

臨床研修施霞指定取消申楕書

（略）

指定の取消し在畳けようとする理由（いずれかに口事つけ「手由柚lは理由安智世】

臨鹿田幡施世＂して指＂＇幕準脊 i首十せお〈なったトめ［指導歯科医の坦睡毎年）

3隼以上田棒歯科医田登入れ寧摘がないため

他由参加ブロゲラムからの畳入れを優傍＂＇サ不十由

主旦盤

轟からの削除のみ（他に参加プログ弓ムがえ布石場合｝

臨時研悼施語由指宮取消し｛すベて回参加プログラムから外れる場合）

来現在、並行申請している協力型施訟において本手続きを行う塙合に晶ってIt.並行申簡している主三王

皇官理型施肢の名称を下記韮に飽歳し、今桂、群に加わろうとする施霞の右欄に0を記入するζと

参加プロゲラム由審理型臨床研修施設の名称

臨床研惇施陵指定取消申請書

同時に新規指定申請を行う場合I立、新たl乙指定を置けようとする期日

※現在、並行申請している協力型施置において本手続きを行う塙古にあっては、並行申請している金エ金管理

型施霞曲名称を下毘車に記憶し、今桂、群に加わろうとする施陵町右欄1=0を記入すること

参加ブロゲラムの曹理型臨床研椿施置の名称

｛時）

様式4（略） ｜格式4（略｝

様式sI 練式5

9 



歯科医籍
第

量録番号

車監L主堕亙量豊圭

笠2主堕量盟主査

中断した臨康研修に係る

研修プログラム番号車ぴ名称

臨床研修の豆盟盆l三星盤主呈

研惇プログラム番号甘さよぴ名称

臨床研棒中断報告書

持年月日｜平成盟主題五関日

（略｝

臨障研悼の再開主E呈ム主Lに係る履棒計画聖

｛略）

歯科医籍

様式6

~：EM I平成量豊年購云関目
（略）

10 

歯科医籍

量録番号

中断した苗床研修に罷る

研棒ブロデラム番号車ぴ名称

臨床研悼の霊園査塁l士主主主

研惇プログラム番号および名称

研惇再開

年月日

臨床研蕃中断報告書

（略｝

平成関年臨月覇目

樟式6

臨床研修の再開由塁l主主主に係る履修計画嚢

（略｝

歯科医籍

（略）

平成轟五覇月盟国



様式7（略）

提生年月日は和暦でF盤するccr_

犠式7（略）

株式8

｜ 皇陛且E ｜際線潜努議銭薬務喜怒鞠｜｜（新設）

臨庄研轟梧了者一腎表

皇盈霊宝翠霊
臨床研修施設の名称

2荘園が足りない場合l;t.間樟の襲安追加することの

盛室旦（略｝ ｜盤茎旦［略）

盤主1旦｜ 盤主旦

臨床研曹由来修了者に係る履棒計画嚢 ｜ 臨床研棒由来棒了者に係る贋棒計画壇

（ 略｝｜（略）

※当該未暢了者に係る臨床研皆朱修了翠直量笠呈Lを濡付すること． ｜諜当該未催了者に係る臨床研皆朱修了重車宣告添付すること．

来より詳細な履修内容が分かるような童盤圭添付すること． ｜諜より詳細な履構内容が分かるような童盤型車主l孟添付すること．
（ 略 ） ｜ ［ 略）

11 



新旧対照表

（傍線部分は改正部分）

改E案 ｜ 現行

m添〕｜ （別添｝

歯科医師臨床研暢由到達目標 ｜ 歯科医師臨床研龍田到達目標

1）・2）（略＞ I 1 ＞・2）（略）

3）到達目標 I 3）到達目標

r基本習熟コース』については，研修歯科医自らが確実に実践できることが基本であり.I臨床研棒棒了桂に習熟すべき「基 ｜ 『基本習熟ヨース』については，研棲歯科医自らが確実に実践できることが基本であり臨床研修修了桂に晋熟すべき『基

本習得コースjについては，頻度高〈臨床において経陰することが韮丞である． ｜本習得ヨース」については，頻度高〈臨床において経験する己とが皇室Lピ主旦である。

1 （略） 11(略｝

2歯科医師臨床研修『基本晋得ヨース』 12歯科医師臨床研修『基本習得コースJ

【 般目標】｛略） ｜【一般目標】｛賂）

(1) （略l I (1）（略）

(2）医療安全・感量予防 ・ I (2）医曹安全・感量予防

【一般目標】｛略） l【一般目標】（略）

【行動目標1 1【行動目標】
(1)〔略l I co c略｝
(2）屋重重盤及び主主旦三笠上を説明する． ｜ ［副主主主主主上且ぴ王記主主之上を説明する．

(3）～（5）【略＞ I cs＞～（5）（略｝

(3）～（6）（略l I cs＞～（6）（略）



E璽 E

r歯輯医師法曹帽条の2曹1唖に規定する薗犀情修に劃する省令の施行について』

一衛政Eの揮喜｛平成28年2月23日付It改正分｝

歯科医師臨床研修制度については‘前調源開園田官官由上抽掛金において、高度化・多

樺4じする歯科医織に対応できる歯科医師の聾成や、臨床研修の置の向よ等の圏点から、当

世研修制度について全体的に見査すとととされ、寧虚 2'隼 2周に鑓告書訓＂＇ •J 宗左められ

主．

この報告書を畳け、前秘医師法省官16条の2箪 1項に趨穿する臨皮研修に聞する省令｛平

成 17年厚生労働噛令 103暑】の一部剖誼iEされ寧虚2R隼 4周1日から紘持される．

この省令の一都世Eに併せて、，.稗医師倍’事情象のz”t項に規定する圃床研修に闘

する省令由施行について』（平成 17年6月28日付けE政官 0628012号厚生労圃省医政局

長通知）についてもそ町一侮を改正するも聞である．

【改正の主な向容1
( 1）冒修プログラム町内容をより明確化する軍点から、車修プログラムへ由E量事項に

阜の項目を追加

・到達目揮の達成に必要な室盤整や堕量直室

．修了判定田評価在行う亙Eや韮豊

【2）帝修ブロ'fラム由置田向上申蝿車から、研修ブロゲラム申書画を行うこととし．評

価項目として次由項目を量産

※年次報告白際に報告

・研修歯科医の盤重生i'I（患者の治療を1人の研修歯科医が担当する又は患者田浩療

を檀教の研修歯科医が症倒ごとに担当する）

・研修歯科医が鐘豊L主主皇室鍾量

(3）帝修プログラム由置の担保の観点から、臨床研修施盤国指定を取り璃すことができ

る要件にlltの項目を量掴

• 3年以よ研修歯科医の受入れがないとき

・協力型臨床研修施設にのみ指定されている繍提出オペでの圃康面修練栂欝から外れ

主主主

(4）臨床暗修田中聞及び再開について

－臨床研修を中断できる理由として、研Zたや留掌等の多flなキャリア影成を追加

じを量E

・臨床研修を再開する障には、中断前と聞巳直医研修飯沼の田修プロゲ号ム存ヨ関根す

主三主圭宣盤主主主
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歯科専門職の資質向上検討会報告書

－歯科医師臨床研修制度の更なる充実に向けてー

1 . はじめに

0 近年、多様化するライフス告イル、超高齢社会、医療技術的進展等により、国民自求め

る歯科医療サービスも商度化・多様化しており、歯科医師臨床研修制度においても、そう

いった歯科医師養成を取り巻〈状混に対応できる歯科医師の資質向上を図ることが必要

となってきている．

0 歯科医師臨床研修（以下、『臨床研修』というJは、平成B年6月に歯科医師法町一部

を改正する法律が公布され、歯科医師法に歯科医師免許取得後に1年以上回臨床研修を行

うことが努力義務として規定された．

0 歯科医師の更なる資質向上を図るため、平成12年12月に歯科医師法等の改Eが行われ、

平成 18年4月から臨床研修を必修化することが規定された．

0 臨床研修の基本理念は、『歯科医師法第 16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省

令（以下、『省令」というJ』において、『歯科医師が、歯科医師として白人格をかん養し、

将来専門とする分野にかかわらず、歯科医学及び歯科医棟四果たすべき社会的役割を認践

しつつ、一般的な診療において頻繁に関わる負傷又は疾病に適切に対応できるよう、基本

的な診療能力を身に付けることのできるものでなければならないoJと規定されている．

0 省令において、『厚生労働大臣は、この省令の施行後5年以向に、この省令の規定につ

いて所要の検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。』となって

いたことを踏まえ、平成19年1月に「歯科医師臨床研修推進検討会』を霞置し、擁描を

童相、平成21年 12月に『歯科医師直床研修推進検討会第2次報告Jを取りまとめた。そ

れに基づき、新たな臨床研修施最｛連携型臨床研修施霞）の導入．臨床研修施段目指定要

件目見直し（歯科衛生士、入院症例由要件等）等が行われ、平成23年4月から適用され

ている．

0 今回の制度見置しについては、平成24年 11月に段置した『歯科専門職の資質向上検討

会』及びその下部組織として、平成 25年2月に霞置した「歯科専門臓の責質向上検討会

歯科医師ワーキングゲループ』において、関係者からのヒアリング、歯科医師臨床研修修

了者調査等を書考に臨床研修制度及び関連する諸制度に関して議論を重ねてきた．今般、

平成28年4月から適用予定である新たな臨床研修制度について、以下の報告書を取りま

とめた。

2. 研修プログラム

(1)到達目標、必要な症例数

〈現状｝

O 研修プロゲラムは、臨床研修由実施に関する計画であり、特色、臨床研修の目棟、研修

歯科医師指導体制等の事項を記載することとなっている。なお、単独型又は管理型臨床研

修施設に最置されている臨床研修由実施を統括菅理する機関である研修管理委員会が作

成することとなっている。

0 f歯科医師法第 16条のZ第1項に規定する臨床研修に関する省令の施行について』（以

下、『施行通知』という。）において、「『臨床研修の目標』は、『歯科医師臨床研修の到達

目標』（別添）を番考にして、臨床研修施霞が当該研修プログラムにおいて研修歯科医由

到達すべき目標｛以下、「研修プログラムの到達目標Jという。）として作成するものであ

り、『歯科医師臨床研修由到達目標』を達成できる内容であること。Jと規定されている。

0 『歯科医師臨床研修の到達目標』は、 r基本習熟コース」（研修歯科医自らが確実に実話

できること）と『基本習得コースj（頻度高〈臨床において経験することが望ましいもの）

から構成されている固

〈課題〉

O 研修管理委員会は、

歯科訪問診療等の超高齢社会に対応した項目

異物誤飲・観帳等由インシデント及びアウシデント由予防等に閲する項目

をさらに充実させた研修プロゲラムを作成すべきとの指摘がある。

0 平成 22年度、平成 23年度に実施した『歯科医師臨床研修修了者調査j （厚生労働省医

政局歯科保健課調べ）によると、

平成 22年度については、歯学を履修する課程を置く大学に附属する病院の単独型

研修プログラム由者が1年間に実際に治療をした延べ患者数l立、管理型研修プログラ

ムの約半数であった。

商床研修を受けた施設を選んだ理由｛複数回答可）として、『臨床研修プログラム

が充実していること』（約 42軸）、「多くの症例が経験できること』（約34同）の願に

回答が多かった．

到達目標を達成するために必要な項目（複数回答可）として、『本人由努力」（84軸）、

『手技由実践』｛約80軸）、『十分な症例数j （約75拍）の順に回答が多かった．

等が認められた．

2 



0 しかしながら、臨床研修を実施していくよで、「研修プロゲラムの到達目標Jの達成に

必要な症例数だけでな〈、研修の内容や方法等といった研修の質も重要であるとの指摘も

ある。

0 研修曹理委員会は、『研修プログラム田到達目標」の達成に必要な症例教や研修司内容

や方法等について、研修予定者が研修プログラムを選択する際に参考にできるよう、研修

プログラムに具体的に明記すベきと叩指摘がある。

0 r研修プロタラムの到達目標」を達成するために必要な症例数や研修由向容や方法等に

ついて、基準を設けるべきとの指摘がある一方、これら由基準を設けると、特色のある研

修プログラムを作成することが困鍵になると由指摘もある。

〈見置しの方向性〉

0 研修管理委員会l主、超高齢社会に対応で吉る歯科医師を育成するため、『歯科医師臨床

研修の到達目標Jに規定されている歯科訪問診癒等に関する項目について、原則として、

研修歯科医が体験できるような研修プログラムを作成すべきである。

0 『研修プログラム由到達目標』に吉まれる分野について、協力型臨床研修施設や研修

協力施設等を活用し、研修歯科医が見学や補助ではなく、自ら診療する機会の増加に努め

る。

0 研修管理委員会は、「研修プログラムの到達目標Jの達成にあ要な症例数、研修の肉容

や方法等を具体的に研修プログラムに明記することとし、これらの情報は次目的制度見車

L由基礎責料とするeなお、研修プログラムに記載すべき事項については、別紙『研修プ

ログラム記憶倒』を昏照する。

(2）評価方法

〈現状〉

0 臨床研修田修了判定I主、研修期聞の終了に際L、研修管理委員会が、研修実施期間由評

価、臨床歯科医としての適性を除〈『研修プログラムの到達目標』の達成度の評価、臨床

歯科医とLての適性の評価を行い‘それに基づき、管理者が修了を認めることとなってい

る．

0 なお、臨床歯科医としての適性を除〈『研修プログラムの到達目標』田達成度の評価に

ついては、施行通知において、『管理者I主、研修歯科医があらかじめ定められた研修期聞

を通じ、各到達目標について達成したか否かの欝価を行い、少なくとも到達目標に示され

たすべての項目について目標を達成しなければ、修了と認めてはならないこと。」と規定

されているa
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〈課題｝

0 臨床研修の修了判定は、研修管理委員会が定める評価基準により、適切に行われるべき

との指摘が晶る．

0 研修菅理委員会は修了判定の評価を行う際の基準等を研修プログラムに具体的に明記

すべきと叩指摘がある．

0 修了判定の評価を行う際の項目だけでも、標準化すべきとの指摘がある．

〈見直しの方向性〉

O 研修管理委員会は、修了判定の評価を行う際の項目や基準等を研修プロヴラムに具体的

に明記することとし、あわせて、当該研修プログラムを修了した者が1年間で経験した平

均症例数等由実績を報告することとする。なお、これらの情報I主、次園田制度見直しにお

いて、標準化の必要性も宮めた検討を行う際由基礎資料にする．

(3）研修期間

〈現状〉

0 歯科医師法第 16条町Z第1項において、『診療に従事しようとする歯科医師I土、 1年以

上、歯学若しくは医学を履修する課程を置く大学に附属する病院｛歯科医業を行わないも

のを除く。）文は厚生労働大臣の指定する病院若しくは診療所において、臨床研修を受け

なければならない.Jと規定されている。

0 平成26年度に届出されている研修プロゲラムのうち、研修期聞が 1年目ものは約 300

件、 Z年のものは約30件であった．

0 主に病院歯科において、 1年聞の臨床研修修了後に後期研修を実施しているところもあ

る。

0 また、平成 25年度から、指導医が研修歯科医に対L指導を行った研修期間も歯科医師

臨床研修費補助金田対象となっている。

〈課題〉

O 臨床研修制度としての期聞は、『歯科医師臨床研修の到達目標』等と一体的に検討すベ

きであり、安易に研修期聞を延ばすべきではないとの指摘が晶る．

0 一方で、より充実した麻酔研修や入院患者等に対する全身管理の研修を実施するため、

研修期聞を2年間にすることも考慮すべきとの指摘もある．

4 



〈見直し母方向性〉

O 今後、臨床研修制度としての期間については、研修歯科医1人が経験すべき必要な症例

数、研修町内容や方法、『歯科医師臨床研修の到達目標』等と一体的に見直すことが望ま

れる．

0 より充実した麻酔研修や入院患者等に対する全身曹理由研修を実施するため、 Z年プロ

グラムを実施している臨床研修施設への更なる配慮も必要である。

3. 盛床研修施設群の構成

(1）臨床研修施設の指定及び取消し

〈現状〉

O 臨床研修施設の指定的基準及び取消しは、省令において規定されている。

f歯科医師法第店長の2第1項に規定する臨床研憧に関する省令」（平成17年6月2E日）（抜粋）

［指定の基準）｛桂枠｝

第六条厚生労骨太匡は、第四条第一項の申請があった場合において．当臨調院又は診療所が次の各号

に適合していると罷めるときでなければ、単独型臨床研修施設の指定をしてはならない．ただし、酔

修協力施世と共同して臨昨穆階を行おうとする場合にあっては、第三号から第五号まで、第七号、第

十号及び第十三号に掲げる事項については、これらの号に揺る当置研修協力施置の状況を併せて考慮

するも町とする．

四臨床研俸を行うために必要な症倒があること．

十一受け入れる研修歯科医町教が、臨床研修を行うために適切であること．

2 厚生労働大臣は、前条第一項の申請があった場合において、当該病院主は診療所が次の各号に適合

していると龍めるときでなければ、管理型車床研修施置の指定をしてはならない．ただし、第号に

おいて引用する前項第三号及び第四号に掲げる事項については、これらの号に悟る協力型臨床研信施

世又は連携型臨床研睦措置として共同して臨床研修を行うこととなる病院又は診療所の状況を併せて

考慮するものとし、これに加えて、研修協力措置と共同して臨床研修を行おうとする場合にあっては、

第一号において引用する前項第三号から第五号まで、第七号、第十号及び第十三号に掲げる事項につ

いては、これらの号に採る当世研修協力施設の状況を俳せて考慮するものとする．

一前項各号に適合していること．

3 厚生労働大臣は、前条第二項の申請があった場合において、当酷病院又は診療所が次の各号に適合

していると認めるときでなければ、協力型臨床研樟施設又世連携型臨時研修施設の指定をしてはなら

ない．

一第一項第一号、第二号、第王号から第七号まで及び第十号から第十三号蒙でに適合していること．

［平二二厚労令六八・一部改正）
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（指定の取消し）（控枠）

第十四条厚生労働大臣l士、臨床研修施置が次の各号円いずれかに該当するときは、陸軍十六条の二第

二項の盟定により臨席研修施置の指定を取り摘すことができる．

一臨時硯樟措置の区分ごとに、第六条第項から第三項までに規定するそれぞれの指定基準に適合し

なくなったどき．

一 第六条第四項第二号に膜当するに至ったとき．

三第七条から第十二条までの規定に違Eしたとき．

四その聞置者又は管理者が前条第二項の指示に従わないとき．

2 厚生労働大臣は、臨床研修措置群の臨床研修施世の構成に置化がある場合には、当詰臨床研修施置

群に係る－Jtは二以上町温床研信施世目指定を同時に取り消すことができる。

｛平一九厚労令ー0・一部改正）

0 f医師法第 16条町2第 1項に規定する臨床研修に関する省令町施行についてJにおい

て、臨床研修病院の指定の基準に『入院患者由数については、年間 3000人以上であるこ

とoJと規定されている。

〈課題〉

O 複数年連続して研修歯科医を受け入れていない臨床研修施股がある．

0 曹理型車床研修施霞が研修歯科医の受け入れの有無等を理由に協力型臨床研修施設を

臨床研修施設群の構成から削除することについて、省令等に規定されていない。

0 臨床研修施段群を構成する協力型臨床研修施設における研修歯科医回受入状混や指導

体制等について由管理が不十分な研修曹理委員会もあるとの指摘がある。

0 『研修プログラムの到達目標』田達成に必要な症例数等を確保するため、臨床研修施設

の指定の基準として、患者数等を明確に規定することや、実態に応じた募集定員白調整等

を行うべきとの指摘がある。

〈見直しの方向性〉

O 単独型・管理型臨床研修施設で、例えば3年連続して研修歯科医を受け入れていない場

台、厚生労働大臣は、研修曹理委員会田意見等を総合的に勘案し、医道審雄会に諮った上

で、原則、指定白取消しを行う．

O 協力型臨床研修施設で、例えぽ3年連続して研修歯科医を受け入れていない場合、臨床

研修プログラム由貿の担保の観点から、研修曹理委員会は、各協力型臨床研修施設の実績

等を総合的に勘案し‘原則、臨床研修施霞群からの削除を行う．
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0 また、協力型臨床研修施設のみに指定されている臨床研修施設がすべての臨床研修施E

群から削除された際は、厚生労働大臣I立、指定白取消しを行う。

0 なお、複数回管理型臨床研修施股群に属している（複数回菅理型臨床研修施設に対L、

並行申請している）協力型臨床研修施設と各管理型臨床施霞との聞で、研修歯科医回受け

入れ状況、研修由実施状混等について、調整する枠組みを設定することが必要である。

（連携型臨床研陸施置について）

。
圏一

回
一
一
世

亡コ繍定継殴

〈〉眉醐殴

連機却臨鹿研修施設円相官の菜室笹rr撒行涌担（抜粋） 1)

連携型臨床研修施世における高修プログラムは、

臨床酔修施設が策定する研修プログラムを補完する

内容であること．なお、2以上の萌修プログラムに基

づいて臨床研睦を行わないこと．

当臨措置で5日以上30日以内研悼を行うことを目

安とすること．

常に勤務する歯科医師が 1人以上であり、指導歯

科医を常勤でおくこと。

（協力型臨床研瞳施置がすべての臨床研修措置群から削除された場合｝

1つ以ょの臨床研修施設群に
属している場合

0 管理型臨床研修施設群に連携型寝床研修施置を追加する場合は、新たに臨床研修施段群

を設ける必要がある．

長孟詰＼

直面…イ：塵璽璽9
直司山匝歴設群カら

盤室里遺L

〈課題〉

0 歯科診療所等への連携型臨床研修施量田周知が不足しているとの指摘がある．

0 連携型臨床研修施設を追加する場合l立、新たに臨床研修施設群を設ける必要がある等、

手続きが煩雑であることから、指定の申摘が少ないと由指摘がある。

0 連携型臨床研修施震の在り方等について、検討を行うべきとの指摘がある．

〈見直しの方向性〉

O 運用が開始されたところであるため、連携型臨床研修施設の指定申請の状況等を注視し、

次園田制度見直しにおいて、そ町在り方等について、引き続き検討する。

0 臨床研修施設の指定の基準に患者数等を規定することや、実態に応じた募集定員四調整

等を行うことについて、必要に応じて、『歯科医師臨床研修の到達目標』等と一体的に検

討する。
4. 指導・管理体制

(1)指導歯科医

〈現状〉

0 施行通知において、指導歯科医になるためには、指導歯科医講習会叩受講が必須である

(2）連携型臨床研修施設

〈現状〉

0 『歯科医師臨床研修推進検討会第2次報告」を踏まえた臨床研修制度見直しにより、平

成 23年度から新たな臨床研修施設として、『連携型臨床研修施設」を追加し、平成25年

度から運用を開始したところ。

が、繰り返し受講等の規定はない．

0 指導歯科医講習会の開催期間について、『歯科医師の臨床研修に係る指導歯科医講習会

の開催指針について」（平成 16年6月17日付け医政発第0617001号）において実質的な
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講習時聞の合計が16時間以上で開催すること、ワーヲショップ形式で実施すること等を

規定している。

〈課題〉

0 指導歯科医は指導歯科医講習会を繰り返し受講する等、研さんを積むべきと目指摘があ

る．

0 連続して 16時間以上指導歯科医講習会を受講することが困難な歯科医師もいるため、

単位制とする等、受講しやすい環境にすベきとの指摘がある．

0 各大学において、開催している印研修（※）の受講経験等も考慮すべきと叩指摘があ

る＠

〔※FD( 

教員が授業内容．方怯を改善L向上させるための組織的な取紐。 ｜ 

〈見宜しの方向性〉

0 指導歯科医講習会の開催指針、実施方法王ぴ受講方法等について、制度見直し後の臨床

研修の開始までに、別途検討の場を設け、見直すこととする。

(2）プログラム責任者

〈現状〉

0 プログラム責任者は、指導歯科医であることが前提となっており、施行通知において、

「指導歯科医及び研修歯科医に対する指導等を行うために、必要な経験及び能力を有して

いるものでなければならない』、「研修プログラムごとに 1人配置されることが望ましい」

と規定されている。

0 プログラム責任者の役割l立、研修プログラムの企画立案及び実施の管理並びに研修歯科

医に対する助言、指導、その他の援助を行うこととなっている。

0 現在、厚生労働省では、プログラム責任者を養成する講習会｛以下、『プログラム責任

者講習会』といラ。）に対Lて補助事業を行っており、各臨床研修施設のプログラム責任

者が佳意で受講している．

〈課題〉

0 ブロヴラム責任者の責質向上をはかるためJプロゲラム責怪者講習会の受講を要件にす

べきとの指摘がある．
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〈見直しの方向性〉

0 プロゲラム責任者講習会I孟指導歯科医講習会の在り方と一体的に見直すことが望まれ

る．

5. 萱金盤

(1）研修歯科医の地域偏在等

〈現状〉

O 研修歯科医の募集散の8割以上を歯学を履修する謀程を置〈大学に附属する病院が占

めていることから、歯学を履修する課程在置〈大学のある都道府県に研修歯科医が集中

している．

0 平成25年度までに、病院歯科及び歯科診療所のうち、単独型又は管理型臨床研修施設

として指定を受けた施設は、約 160施設である。

0 平成24年度厚生労働科学研究によると、研修歯科医が在籍する地域は、歯学を履修す

る課程を置く大学に附属する病院由ある地域で多〈認められた。また、平成24年度医師・

歯科医師・薬剤師鯛査においても、同様由傾向が認められた。

〈課題〉

O 積院歯科及び歯科診療所等が単独型・管理型臨床研修施訟として、臨床研修へ白書画を

さらに推進する施策等を検討し、臨床研修施霞由選択肢を広げるベきとの指摘がある。

0 歯科医師の地場幅在I主、研修歯科医の在籍の分布も影響しているとの指摘がある．

〈見直しの方向性〉

O 病院歯科及び歯科診療所等が単独型・管理型臨床研修施設として、臨床研修への参画を

推進してい〈ために必要な施策等について、必要に応じて検討する。

0 研修歯科医白地域偏在I孟歯科医師白地域偏在の動向等を踏まえ、必要に応じて検討する。

(2）臨床研修制度の周知

〈現状〉

0 厚生労働省ホームページにおいて制度等について周知するとともに、大学関係者・都道

府県担当者等に対して機会をとらえ情報提供を行っている。
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〈課題〉

0 厚生労働省は、研修歯科医の歯科診療に対する国民の協力が得られるよう、国民に向け

て制度の周知を行うべきとの指摘がある。

〈見直しの方向性〉

0 国民に向けて、臨床研修制度を周知するための媒体を作成する．

(3）研修歯科医の採用

〈現状〉

0 臨床研修施設は、筆記試験や面接等を実施し、研修歯科医の操用を決定している．

0 CBT(吋 ・ OSCE （梓） f;J:、歯学を履修する課程在置くすべての大学において、臨床実習開

始前に実施することになっている．

臨床実習に必要な知輯の龍合的な理解の程度をコンピューターを用いて客観的に評価する試験［四岬 時

軸 OSCE(Objoctivo Struot~od Clinioal Exominotion) 

臨床実習を開始するにあたって、具備すべき必賓の診療能力を実技試験方式で評価する試験

O 研修歯科医の募集要項に、 CBT• OSCEの結果を必要提出書類としている臨床研修施設も

晶る．

0 歯科医師臨床研修マッチンゲの特例措置として、下記由要件を満たす受入施設、マッチ

施置および研修予定者の三者が、研修プログラム開始までの聞に．書面により合意に遣し

た場合は、歯科医師マッチンゲの結果に関わらず、受入施設の募集定員を超えない範囲で、

マッチ施設から受入施設への研修予定者の異動・受入れを留めている．

｛本取担いの対象となる施世研修予定者の要件｝

①畳入措置（研陸予定者をマッチ措置から畳入札て臨床研修を開始する施世｝

( 1) 当酷畳入施設における全プログラムの募集定員輯数が5名以下である．

(2) 異動候補である研修予定者の希望順位畳揖を行っている固

②マッチ措置（歯科マッチングにより、研修予定者が当初マッチした施設）

( 1) 歯科大学（大学歯学部）附属病院である．

＠研修予定者（歯科医師臨床萌障を受け上うとする者）

( 1) 畳入施設の希望踊位登揖を行っている。

(2) マッチ施世から畳入措置へ異動する意思がある。
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〈課題〉

O 研修歯科医町選考の際に、できるだけ募集定員の充足を確保する観点から、客観的な指

標のひとつである叩T・OSCEの結果が補助的な役割となり得るとの指摘がある。

O 臨床研修施震は、

研修歯科医由選考の際に、臨床研修施設が研修予定者自臨床実習由実施状況を把握

する

臨昧研修開始時に、研修歯科医の臨床実習における到達目標の達成状況等を臨床研

修施設が把握し、臨床研修を円滑に開始する

等のため、『E書療事加型臨床実習・臨床研修連携手帳』［連携ログブッウ）を参考にしては

どうかとの指摘がある。

0 研修歯科医が本来望んでいた研修を受ける機会を確保するため、歯科医師臨床研修マッ

チングの特例措置については、次回の制度見芭しまでの問、認めるべきとの指摘がある．

〈見直しの方向性〉

O 研修歯科医の採用は、各臨床研修施設で筆記猷験や面接等で決定しているが、その際に、

客観的な指標のひとつである CBT・OSCEの結果や連携ログブッヲが補助的な役割となり得

ることが考えられる．

O 歯科医師臨床研修マッチンゲの特例措置については、次回の制度見直しまで叩問、認め

ることとする．なお、こ由特例措置は歯科医師マッチンゲにおいて、受入施霞が登録した

採用希望者田順位田結果を優先する。

6. 盆盆旦I三
0 臨床研修制度が必修化され、 7年以上が経過した。指導歯科医の要件目ーっとして、 7

年以上の臨床経験を有することが規定されており、臨床研修を修了した者が指導歯科医と

して臨床研修に参画する機会が増加してきでいる。こういった指導歯科医が臨床研修での

自らの経験を活かし、指導にあたることが望まれる．

0 今田町制度見直しにおいて、『研修プログラム田到達目標』の達成に必要な症例数、研

修の内容や方法、修了判定の評価を行う際の項目や基準等について、研修プログラムに明

記することとしたため、 E年を目途とし、所要由検討を行い、必要な措置を講じていくこ

ととする。

0 次回の見直しの際は、どのような歯科医師を育成すべきかを踏まえた上で、卒前教育、

国家誤験、臨床研修から始まる生涯研修（大学院進学、専門医等）を通じて、一貫した歯

科医師養成を十分に考慮した検討を行うべきである。その際、諸外国白歯科医師をとりま

12 



〈制度｛例えぽ、生涯研修や専門医制度等）にも注視する必要がある。

0 また、歯科医師需給問題や女性歯科医師の増加を踏まえ、出産育児等由支援を宮めた歯

科医師としてのキャリア形成田在り方についても、考慮すべきである。

O 今後、本報告書をもとに、制度町一層田向上が図られることを期待したい。
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（研修プログラム記載例〉

（例0 (A病院研修プログラム）

到遠目標 研修町内容

結合診療計画 1）一口腔単

［一般R揮l 位の治療計

効果的で効率の良い歯科診 函目立案

療を行うために、輯合治療

計画の立案に必要な極力を

身に付ける．

【行動目標I 2）壷剖検討

①適切で十分な医療情報 会での報告

を収集する．

＠基本的な診察・検査を実

践する．

＠診察・検査の所見を判断

する．

＠得られた情報から診断 3）患者への

する． 治療計画の

＠適切と層、われる拾揖法 説明と同意

および別の遭択肢を提示す

る．

＠十分な説明による患者

の自己決定を確認する．

⑦一口腔単位の拍療計画

を作成する．

日空］
研修町方桂 目樟症倒数 平均症倒数 修了判定の

（昨年度実績） 基準及び評

価方法

・外来での畢 O倒 O倒 研修歯科医

査 手帳を用い、

・抄置会並び 指導歯科医

に症倒検酎 が評価を行

会への参加 う．

・指導歯科医 ｛ただし、 0

との検討 0剖 O倒 割以上経験

しているこ

とが必要.）

O倒 O倒
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（例2) (B大学附属病院研修プログラム） 理択研檀 歯科麻酔外来、高齢者歯科、障害者歯科、イン それぞれの診療科が世定した行動目揮につ

研修の内容、方法 陸了判定の項目、基輩、評価方憧 プラント外来‘顎聞飾措療師、蝿正歯科外来、 いて、自己評価、指導歯科医による評価を

臨席基本 ・揖習会等出席安全対策研障会｛年Z回）、感 オリエンテーション、各種講習会、研修歯
歯科放射韓外来、小児術科外来にて研皆を行う． 行う図研檀臨度、研暗連成度を韓合的に評

研修 障対策講習会（年2回）、血B講習会（年1回）、 科医セミナーの出席を評価する．研修歯科
各診療科が提示する選択研皆プログラムを研修 画する．

医療機器安全菅理に関する研修（年2回） 匡セミナーでは報告書を撞出し、明修プロ
歯科医が理択し‘選択寄惜希望表を提出する巴

・研修歯科医セミナー（毎週｝ グラム責任者が評個する。 （ゆI添） B大学附属病院研修プログラム）

・臨床症側発表会

協力型臨 各協カ型臨席布殆安措置のプログラムによる研修 協力型臨床研修施置で研修している研修歯

床研修施 を行う． 科医は、『1週間のフィードパァクJを毎週、

置での研 歯科臨時研檀センターに提出し、研修プロ

到達目標 症例町内容 目標 平均症例数

高額度治療
症例数 （昨年度実績）

I 般目標】

一般的な歯科疾患に対処するために、高額

度に遭遇する症例に対して、必要な臨床能

修 グラム責佳者が評価する． カを身に付ける．

研修期間終了時に、歯科臨床研修センタ｝ I行動目標1
で作成した研修歯科医評価表揖時評定に

①う蝕の基本的な治療を実践する。 1) レジン睦誼 0例 O例

より各協力型研桂施世の指導歯科医が評価 2) 

し、歯科臨床穆唯センターに握出する． ＠ 歯髄症患の基本的な治揖を実践す 1)歯内治耀 O倒 O倒

る． 2) 

輯合診揖 韓合診揖車で一口腔単位の韓合診揮による研修 研修歯科医手帳の評価チz yク衰に基づ

研修 を行う． き‘ケース寵定リクワイアメント等を確認

＠ 歯周疾患の基本的な治揮を実践す 1)歯周治療 O例 O倒

る。 2) 

＠ 抜歯の基本的な処置を実践する． 1) 口腔外科処置 O倒 0例

別曜にある各到遠回揮の目揮症例数を達成でき しながら指導歯科医が確認を行弘萌修歯 2) 

るよう、研修を行弘 科医は、「1週間のフィードバックJを毎週、
＠ 喧告・岨咽障害の基本的な治需を実 1)歯冠檎綴治療 O例 O倒

践する。 2）部分床義歯治療
歯科臨時研修センターに橿出し、研修プロ 3）全部床義歯治療

グラム資怪者が評価する． 4) 

ロ』ーフ回』ー 保存科系・捕匝科系・口腔外科系のうち、 3系 それぞれの器療科が殴定した行動自揮につ

ション研 を’4ヵ月毎にローテーションする。 いて、自己評価、指導歯科医にkる評価を

修 行う．萌修躍度、研修遣法度を韓合的に評

価する．研檀歯科医は、 fl週間のフィード

パァク」を毎週、歯科臨床研修センターに

握出し、研修プログラム責佳者が評価する，

全身管理 全身菅理研修普療科で揖ね1ヵ月（半日／遡 40 それぞれの診療科が設定した行動目揮につ

研修 週、 1日／週 20週）の耳障、あるいは口腔外 いて、自己評価、指導歯科医による評価を

科ローテーションにおける摘棟研信か荊床施世 行う固研華躍度、研修達成度を融合的に評

のある協力型臨床研修施設にて研修を行う． 価する．
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歯科専門職の資質向上検討会報告書

一歯科技工士国家試験の全国統一化に向けてー

1 .旦旦並区

0 裳が国では多様化するライフスタイル、人口の急速な高齢化、医療技術の進展によ

り、基礎疾患を有する高齢者白歯科診療受惨機会の増加や在宅歯科医療のニーズの増

加等、国民叩求める歯科医療サービスは高度化、多様化している．

0 このような中、平成23年に「歯科目腔保健の推進に関する法律Jが成立し、歯科

医師、歯科衛生士、歯科技工士等の責務が明文化され、歯科目腔保健を総合的に推進

していくことが必要とされている。

0 歯科技工技術はめざましい進歩をとげてきており、国民に安全で質田高い歯科医療

を提供する観点から‘歯科技工士に係る教育を充実させ、より資質田高い歯科技工士

を養成してい〈ことが不可欠である。

0 そのため、平成24年11月に「歯科専門醸の責質向上検討会」｛以下、「検討会』と

いう．）を新設し、本検討会田中で歯科技工士の国家試験回全国統一化等について議

論を深めるため、 r歯科技工士ワーキンググループ』（以下、『ワーキンゲグループ」

というJの霞置が認められ、現在まで検討会を計8固とワーキンググループを計7

回行い、これまで由緩輸、検討の結果を取りまとめたので、ここに報告する。

2. 歯税技工士の基成について

(1）教育内容の見直し

1)教育内容の大綱化と単位制の導入

〈現状〉

0 指定基準の教育内容は、歯科技工士学校養成所指定規則において、学科目ごとの時

開制を採用している。

0 歯科衛生士等町他の医療関係職種目指定基準町教育内容は、学科目が大綱化され、

単位制を採用している固
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歯科技工士学校養成所指定規則

第二条令第九条由主務省令で定める基準l立、次のとおりである．

三別衰の学科課程を有すること。

別表（第二条関係）

学軒目 a時間数

仲園篇 三0

ー亙

一五

｜歯科筏工時歯 室。

ニ＝o

-EO 

六0

園田O

四回。

｜嘱正歯科銭エ学 三O

｜，畑醐技工学 三O

五ニ0

小計 ＝、000

=oo 

合計 ＝、＝oo

備考

1歯科理工学．歯の解剖学．頃口腔機能学、有床畿歯技工学、歯冠

修復鍛工学、矯E歯科技エ学及び小児歯科技エ学の教育について

I主、基礎実宮教育を含む．

Z歯利枝エ実習は‘少な〈とも、学生又は生徒＋人に対し一人の割

合の歯料医師叉Iま歯桝技工士によって教育するものとする．

3置択お修桝目は、本別表に掲げる科目のうち、外国語及び造形美

街概誼以外の科目から軍択して醜鎗叉lま実習を行う．
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〈課題〉

0 養成施設が独自性を発揮して、弾力的なカリキュラムの編成に積極的に取り組める

ように、教育内容の大綱化を図り、単位制の導入が必要である。

0 教育内容を学科目ごとの時間制から単位制に変更する場合、教育現場で混乱が生じ

ないように、事前に広〈周知する必要がある。

0 歯科技工士学校指定規則に規定する歯科技工実習について、養成施設で行う基礎的

な実習のみでは、歯科技工を実施する施設の仕組みが理解できておらず、資格を取得

した直後に業務を円滑に実践することができないとの指摘がある。

0 しかし、学生が歯科設工を実施する施設を訪れ、見学等をすることについては、受

入れ体制等を整える必要がある．

〈見直しの方向性〉

0 養成施設が独自性を発揮して、積極的に弾力的なカリキュラムの編成に取り組める

ように、最低限必要な知搬や技能を見直L、別紙1を参考とし、教育内容由大綱化を

図り、単位制の導入に向けて検討する。

0 ただし、教育内容の大綱化及び単位制を導入する場合l立、教育現場の混乱を避ける

とともに、歯科技工士国家試験回出題範囲を明確にするため、出題基準の見直しも併

せて行う必要がある固

0 教育向容の大綱化と単位制の導入由時期については、教育現場由体制を整えるため

の猶予期間を設ける必要がある。

0 また、教育向容については、歯科技工に係る技術革新や修復材料白書様化にも対応

できるように、 CAD/CAMやイシプラント等についても追加することが必要であると考

えられるが、新たな器具や機械の整備等により養成施位に多大な負担がかからないよ

うにlli!慮する必要がある。

(2）教育体制の見直し

1 ）歯科技工士学校養成所指定規則由改正について

〈現状〉

0 歯科技工士学校養成所指定規則において、歯科技工士の修業年限Iま二年以上と規定

しており、学生母学級定員については、一学級10人以上犯人以内としている．

0 専任教員については、歯科技工に関して相当の経験を有する歯科医師、歯科技工士

とすることとしている固

歯科技工士学校養成所指定規則

第二条令第九条由主務省令で定める基準は、次回とおりである。
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ニ修章年限I主、二年以上であること．

｛略）

四 前号由学科課程の各科目を教授するために歯科医師二人以上を吉む適当な数回

教員を有し、かつ、そのうち三人以上は歯科医師又は歯科技工士である専任教員であ

ること．

五 学生:RIま生徒由定員l立、一学級十人以上三十主人以内であること．

〈課題〉

0 歯科技工士の教育内容を更に充実したものとするためには、養成施設の修業年限由

延長や学級定員由減員について、検討する必要があるとの指摘がある．

0 しかし、短期間のうちに修輩年限の延長を行う場合、学生白確保や施設設備の増設

等に伴う費用負担が必要となる等、養成施設における経営よ由問題も指摘されている。

0 また、学級定員の濡員を行う場合、養成施設における経営上の問題等から、賀町高

い教員四確保が困難になるとの指摘も晶る．

0 専任教員については、教員の置により学生に教授する方法が異なる可能性があるた

時、専任教員四養成や教育が望まれる。

〈見直しの方向性〉

0 専任教員由養成、教育が課題として挙げられていることから、今後lま尊佳教員の要

件として、歯科技工の業務に従事した年限等を追加することや教員のための講習会等

を充実してい〈。

2）歯科技工士義成所指導要領の改正について

〈現状｝

0 養成施股の指定や変更田承認の申請については、授業を開始しようとする日（変更

承箆にあっては、変更を行おうとする目）の「5か月前まで」に、申請書は都道府県

知事を経由して、厚生労働大臣に慢出しなければならないが、歯科衛生士等の他の医

療関係職種では『6か月前まで』としている。

0 養成施震の入学審査のため、学生は健康診断書を提出しなければならないが、歯科

衛生士等の他由医療関係職種においては、入学審査のために学生に健康診断書を求め

ていない。

0 養成施設が備えるべき機械器具や標本、模型は、歯科技工に係る技術革新やその教

育方法の変化により、不要となっている物や新たに追加するべき機械器具等がある．

0 寄宿舎については、通知を行った昭和 51年当時と比べ、学生田ニーズや養成施設

の考え方が変化している。
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歯科技工士養成所指導要領

第二一般的事項

1 歯科技工士学校養成所指定規則（昭和三一年厚生省令第三号．以下『指定規則』と

いう。）第二条第一項に基づ〈指定の申鯖及び第四条第一項目変更田承認の申請を行

うに当たっては、遅〈とも授業を開始しようとする日（変更の承認にあっては、変更

を行おうとする目）町五か月前までに、申請書を養成所由設置予定地（変更由承認にあ

っては養成所の所在地｝の都道府県知事を経由して厚生大臣に提出すること．

（略）

第三学生に関する事項

2入学資格の審査のため、高等学校の卒業証書の写等大学に入学することができる

者であることを証する書類調査書および健康診断書を提出させること。

（略）

第七教育用機械器異、標本、模型および図書に関する事項

1 教育に必要な機械器具、標本および模型は、別表を基準として同時に実習を行う

学生教に応じて備えられていること。

（略）

第八寄宿舎に関する事項

1 寄宿舎がある場合にI立、学生一人当りの居住面積l立三・三平方米以ょとし、原則

として室ごとの定員は四名以内とすること。やむを得ず多人数を一室に居住させる場

合は勉学の妨げとならないよう適当な措置が講じられていること。

2 洗面所及び便所l立、学生の教に応じて平自由のないよう整備されていること．

3 保健衛生、休養、面会および娯楽に必要な施置が置けられていること。

4 男女由学生を寄宿舎に収容する場合は、男子と女子とを同ーのむねに収容しては

ならない．ただし、完全な区画を股け、かつ出入口を別にした場合には、この限りで

ない．

5 寄宿舎には舎監をおくこと。

., 6寄宿舎町維持管理に関するその他の注意事項f;j;，事業附属寄宿舎規程（昭和二二年

一O月三一目労働省令第七号）に準ずること．

〈見直しの方向性〉

9 養成施設の指定や変更の承認申請については、他由医療関係職種と整合性を保った

晶、授業を開始しようとする日（変更承認にあっては、変更を行おうとする日）の『5

か月前吉で」を「6か月前までJとすることが適切と考えられる。

0 また、他由医療関係職種との整合性や現代目ニーズに鑑み、健康診断書及び寄宿舎

に関する事項を削除することが適切であると考えられる。
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0 養成施設が教育のために備えるべき機械器具や標本、模型I主、歯科技工を実施する

施段や教育現場を考慮した上で、別紙Zの内容を参考とした改善を行う必要がある。

3.歯科技工士国家鉱験について

〈現状〉

0 昭和 57年の歯科技工士法町一部改正により、歯科技工士免許が都道府県知事免許

から厚生大臣免許（現在は厚生労働大臣免許）になったが、実地鼠験由実施の面から

誌験I主当分の問、歯科技工士養成施霞由所在地由都道府県知事が行うこととされた。

0 獄験科目、鼠験時間、合格基準や出題基準等は『歯科技工士国家鼠験実施要綱』（以

下、『実施要綱』という。）で厚生労働省が定めており、 j;t験形式等の詳細な事項に関

しては、都道府県知事が試験委員会を開催して、紘験問題を作成している．

0 歯科技工士国家試験由全国統一化については、平成24年 11月に『歯科専門職の責

質向上検討会』で了承され、歯科技工士法の改正法案が国会に提出されたところであ

る。

歯科技工士法

第＋ニ条 怯験I主、厚生労働大臣が、毎年少なくとも一回行う．

2 前項の規定により厚生労働大臣が行う鼠験に関する事務の全部又は一部I主、政

令回定めるところにより、都道府県知事が行うこととすることができる。

歯科技工士法の一部を故正する法律（昭和57年法律第1号）

附則第二条歯科技工法の一部を改正する法律（平成六年法律第一号）による改正後

の歯科技工士法第十二条第一項に規定する献験f;j;、当分自問、同法第十四条第一号又

l立第二号に規定する歯科技工士学枝豆は歯科技工士養成所由所在地の都道府県知事

が、毎年少なくとも一回これを行うものとする。

(1)実施体制について

〈課題〉

0 詰験及び合格発表の日時については、現在I孟都道府県で決定し、年度肉に合格発表

を行っているため、諒験を統一化した後もできるだけ速やかに歯科技工士免許の畳録

ができるように、合格発衰の日時を設定すべきとの指摘がある．

0 学説誌験と実地鼠験を同じ81~行うと、受験者の負担が過大であるため、別町田に

設定することが望ましいとの指摘がある。

0 鼠験運営の効率性等を図る観点から、試験地を集約する必要があり、また、実地鼠
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験については、歯科技工を行うことができる実習室等を確保する必要がある．

0 罰験地については、想定される受験者数や獄験由実施体制等を考慮する必要が晶る．

〈見直しの方向性〉

0 試験に合格した者が、できるだけ速やかに歯科技工由業務に従事できるように、年

度向に合格発表を実施する。

0 E孟験地については、想定される受験者数や他の医療関係職種目国家鼠験由実施体制

等を踏まえた上で、決定する必要がある。

(2）学説話験について

〈現状〉

0 都道府県が実施している歯科錐エ士国家説験の筆記試験問題教I立、記述式や語句記

入式を吉めて、 60題から 100題（平均80題程度）である。

〈標題｝

1)試駿科目

0 鼠駿科目については、歯科技工士法施行規則で歯科理工学、歯の解剖学、顎口腔機

能学、有床義歯技工学、歯冠修復技工学、矯正歯科技工学、小児歯科技工学、関係法

規と規定しているが、見直しを予定している教育内容田大綱化を踏まえた上で、検討

する必要がある。

2）出題基準

0 平成 24年版歯科技工士臣家賦験出題基準についても、見置しを予定している教育

内容の大綱化を踏まえたよで、改善を検討すべきである。

3）出題形式

0 歯科医師国家鼠験等I古5肢以上の択一形式田問題も採用しているが、 5肢以上回選

択肢を作成することにより、誤験問題作成に係る体制を強化するあ要が生じ、鼠験委

員の確保が困難になるとの指摘がある。

4）誌顧問題数

0 鋲験問題教は、実地鼠験白出題向容を考慮した上で、決定すべきであるとの指摘も

晶る．

5）詰験時間

0 受験生が鼠験問題を解〈ために‘十分に判断できる獄験時聞を確保する必要がある

と田指摘がある．
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｛見直しの方向性〉

0 鼠験科目については、教育内容の大綱化を踏まえた別紙1を参考として、見直す感

要がある．

0 平成24年版歯科技工士国家試験出題基準についても、教育肉容の大綱化を踏まえ

た別紙3を参考として、見直す必要がある。

0 教育内容の大綱化を踏まえた出題基準の導入の時期については、教育現場町体制を

整えるための猶予期聞を設ける必要がある．

0 受験者の知識、技能をより適切に評価する観点から、原則として出題形式l;I:客観式

の4肢択ーとし、鏡忌肢については設定しない方向で検討する。

0 ①CAD/CAMやインプラント等叩歯科技工に係る掠術革新や修復材料の多様化等を評

価するため、出題範囲を拡げる必要があること、②出題形式を原則として4肢択ーと

すること等から、誤験問題数については、 120題程度が妥当である。

0 試験時聞は1題1～Z分換算を基準として、試験時聞を決定することが望ましい図

(3）実地試験について

〈現状〉

0 実地位験は、実施要綱や「歯科技工士国家棋験における実地鼠験実施マニュ7J~J

に基づき、実施している。

0 実地鼠験は、共通問題3.5時間｛全部康義歯白人工歯排列及び歯肉形成、歯形彫刻）

と任意問題2時間（ろう型形成、線屈曲等）で実施しており、試験問題数は、平均4

題である。

〈課題〉

0 現在、他の医療関係職種では、国家試験で実地獄験を行っているものはなく、学説

話験回臨床問題等で技能を担保している。

0 ①歯科技工士は歯科医療の用に供する補てつ物、充てん物又は構正装置を作成し、

修理し、又Iま加工することを業とする者であること、②歯科技工士学校養成所指定規

則に規定する学科課程では、歯科技工実習が主体の約1/4以上を占めており、他の医

療関係臓種より教育上で実習に費やす時聞の割合が大きいこと等から、実地試験によ

り技能を評価すべきとの指摘がある。

0 歯科技工士は歯科技工指示書等に基づいて補てつ物を製作する必要があることか

ら、実地誌験はこれらを考慮したものとすべきであるとの指摘がある．

0 実地鼠験田内容l立、例えば、歯形彫刻やろう型形成、線屈曲等の客観的な評価が可

能なものに限定すベきとの指摘がある。
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〈見直しの方向性〉

0 歯科技工士として必要な知識及び技能について、学説鼠験のみで評価することは困

難であるため、歯科技工士国家誌験においては、実地試醸で技能を軒価してい〈こと

が必要であると考えられる．

0 実地誌験については、歯科技工士として必要な知様車ぴ技能について、客観的評価

が可能である誤験内容を検討する。

（の合格基準について（実地鼠験を含む）

〈課題〉

0 現在、科目別得点のいずれかが、その科目白総点数の 30%未満のものがある場合

は不合格となるが、科目別由設験問題数にばらつきがあり、説験問題教が1>ない場合

I土、一題由比重が高くなるとの指摘がある。

〈見直しの方向性〉

0 科目別的試験問題数回ぱらつきをなくすため、説験問題数が少ない科目については、

それらの科目を合わせて「科目群』を設定することを検討する。

0 合格基準については、『総点数回ω帖以上回者を合格とする。ただし、科目群を設

定し、そ申科目群の総点数の初拍宋満のも由がある者I立不合格とする。」として、歯

科技工士国家賦験申告否を決定することが望ましい。

0 科目群町総点数の 30軸未満のものを不合格とする場合は、民験問題数が告ない科

目群でー題の比重が著し〈大き〈ならないように記慮すべきである。

4. 今後検討すべき謀題

0 歯科技工士の責質向上を図り、国民に安全で質叩高い歯科補てつ物を提供する観点

から、歯科技工士国家鼠験的全国統一化を実施するだけでなく、教育内容をより充実

し、修業年限の延長や学級定員の誠員を行うべきとの指摘がある。その一方で、学生

の確保や施霞整備の増産等に伴う費用負担が必要となる等、養成施設における経営上

の問題も指摘されている。修業年限の延長や学級定員町議員については、今後検討す

ベき課題で晶るが、歯科技エに係る技術革新や修復材料の多様化への対応といった歯

科技エを取り巻〈環境目変化や、歯科技工士に係る関係団体での意見調整等を踏まえ

た上で、対応すべきである。

0 また、歯科技工実習については、養成施設で行う基礎的な実習のみであり、資格を

取得した宜後に輩務を円滑に実践することが困難との指摘がある．学生が歯科技工を

実施する施設を見学等することについては、受入れ施設の実態を調査した上で、体制

を整える必要がある．
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5. 藍色旦I三
0 本検討会では、歯科技工士の養成及び歯科技工士国家試験の統一化等について櫨槍

を行い、本報告書にその内容を取りまとめた．

0 今後も時代田変容により、歯科技工士を取り巻く環境が変化する可能性l立十分に考

えられるため、歯科技工士の養成及び歯科技工士国家鼠験については、必要に応じて

見直しを行う．

0 本報告書に基づき、歯科技工士の養成及び歯科技工士国家誤験由統一化がより適切

に行われることを期待する。
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教育内容と必要な単位数および教育目標について

教育肉容 単（単位位歎） 敏宵の目棟

基礎分野 判入掌閣的と生思岬活の轟鍵 5 医加国療工際従技化事術及者ぴの基情とし緑礎てと化必な社要る会な知に将績対学を応的習し得－うIllする週能る釣．力思を考習カ得をす育るて．．人間性を店き、自由で主体的な判断と行動を培う．

歯科技工と歯科医a 3 歯理科解抜する工．学まのた目、歯的科、歯技科ヱ技士工に士.，，の要歯な科関医係搬法に規おにけつるい役て割習、得医すのる倫。理、歯科疾風・歯科治構の慨要について
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7 曾顎の関形節館のを形＋鯵分‘顎に口理腔解のし．機’E能の．先顎生運、動加‘前陵．台歯器周．．修顕復董物のの骨峻及舎びにロつ腹い周て囲習の得筋すにるつ．いて習得する．

野

歯科材料・曾科銚とz加•tS表情 7 歯工将銭錐術をエ習に得使す用るす．る材料の歯科覆エ学的性質・安全性・品質検査及び歯科縫エに必要な機暑の知隙と加

有床積歯技Z学 12 省床継歯に関する知臓を理解し．有床滋歯製作の技術を習得する．

専E野 ・小見E修酬復検捻ヱ工学学

13 各種の歯程修復物に関する知厳を理解し、歯泡修復物製作の綾術を習得する．

2 小児歯科の基礎的傾愈を理解し乳曾歯冠修復物と殴合問尊議置製作に関する知機と筏術を習得する．

lllE歯視線エ単 2 矯E歯科の基礎的機念を理解し．矯軍装置製作に関する知織と筏術を習得する．

歯科技Z実曹 11 知機獄術を歯科臨床の場面に適用し、理蛤と実践を結び付けて理解できる舵カと後術カを習得する．

合 ’＋ 血

自
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顔弓 各一

翼瞳台 適当世

実腫台ーマイウロメ＿＿，，一・ノギスー各種

寓駿用器具式 適当量 週度計•Iまかりー直度計・艶廊軍計・メ

スシリンダーを含む

万能賦験様 一以上

顕微鏡一式 一以上 金属顕微筒・慎み取り.. 崎を含む

(2）標本模型

品名 個数 備考

永久歯歯形彫割線型（ステップ線型を吉む） 適当数

各種有床義歯僕型（ステップ模型を含む） 適当数

各種歯冠修置模型（ステップ檀型を含む） 適当数

各種インプラント模型（ステップ模型を含む） 適当数

各種歯科揖正装置棋聖（ステッブ模型を含む） 適当数

各種睦合蹟導装置貌聖（ステップ模型を含む） 適当数

頭葺骨模型 一以上

(3）その他

品名 個数 備考

プロジェクター

スクリーン

VTR装置 祖聴賞用

，《ソコン 適当数

（注｝学生教とは同時に喪冒走行う学生の教をいう．
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歯科技工士国家試験の出題基準について

1歯科控エと歯利医療

〈出題方針｝

(1）歯科控エ土法について出圃する

(2）歯科控エ土に密接な法律について出置する

(3）歯科技工鞠の晶置曹理について出題する

大項目 中項目

1衛生行致 A 意事実

B組樟及び活動

2 歯科技工士法 A 法の目的と定義

B免許

G 鼠瞳

D家事

E歯科技工所

30 

小項目

a浩田目的

b歯科桂工の定議

。歯科控工士の定務

d歯科桂工所の定義

a免許

b欠格率自

。積極的要件と消極的要件

d歯科技工士名目摩

e免許の畳録，吏付且ぴ届出

子免許の取り消し・業輯停止

a試瞳の目的

a禁止行ゐ

b歯科桂工指示書

。指示書の罷存畿輯

d業覇上の珪章

＠守お議輯

a届出

b管理者

c菅理者の畿濡

d改警命令

世直用の禁止

T 広告の制限



z報告の徴収及び立ち入り検査 F歯の形の概説

h構造量備基準 a歯種の量別

F罰則 bよ下町量別

a歯科桂エに関する連直行為と罰則 。順位の鑑別

3 歯科睦工管理 A 環護対策 d左右の鑑別

B 品賞管理 G 歯の植立樟式

aトレーサピリティ 2永久歯の形睡 A 切歯

b感染予防 B 犬歯

4歯科医療関係法規 A 医療法 。，I、日歯

a目的 D大臼歯

b病院.I参機所の定蔵 3 歯由発生 A 歯匪の成長

B 歯科医師法 圃歯置の形成

a 目的 b歯線の形成

b 歯科医師の任務 4 歯と歯周組織 A 歯の組瞳

C 歯科衛生士法 aエナメル質

a目的 b象牙置

b歯科衛生士の定積 cセメント質

d歯髄

2歯・口肢の構造と檀能 B 歯周組樟

（出題方針） a歯楓膜

(1）人の歯の形曜と構造，口腔および周辺の筋・骨組惜の釜本的知識について出題する b歯槽骨

（副唖口陸軍器官における後能の続要下型E位下覇軍動に関する基本的知識について出題する c歯肉

（剖歯科控エ土の業務範置にとどめ特に暁合畢の取り扱い歯科技工物における腔合について出題する G 歯や歯周組植の加齢現象

大項目 中項目 小項目 5歯の異常 A 歯の数と商店出の異常

1 歯の概説 A iE麓 B 歯の形瞳の異常

B 外形と向形 G 貨の色の異常

a歯冠 6歯列と畦合 A 歯列弓

b曾祖 a歯'11弓の形

。歯瞳腔 b暁合平面と腔合轡幽

G 歯の種類と名称 。陣在歯との位置関係

a前歯と臼歯 B 暁合｛上下層歯'11弓の位置関

b乳歯と永久歯 悟｝

。歯の記号と歯式 C歯の帽軒（歯田植立方向）

a歯の記号 D歯剖と暗合の異常

b歯式 7圃釜の骨 A 頭蓋骨 よ唖骨口蓋骨。下頭骨，欄頭骨，蝶

E 歯の用語 形骨頬骨，a骨．舌骨

a方向を表す用語 8 口腔周囲町筋 A 謹画商

b歯の部位を韮す用語 B 深頭簡
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9 口腔 A 口腔 d HIP平面

a口腔前庭 E曹関節

b固有口腔 a闘箇円橿

。口腔粘膜 b関節包

B 口蓋 。輯帯

。唾液醜 F顎口腔悪者構成する描

a世割 a岨圃筒

b部位 b阻曙簡由機能

D 舌 G宮口腔革の神経主E

a舌且頭 a神経主E

b味膏 12下顎軍動 A下覇軍動の種彊

。雷簡 B下顎の基本運動

10覇口陸軍の概説 A 軍口腔畢とは a開閉口軍動

a覇口腔幕を構成するもの b前後量動

B 曹口腔嘉の機能 。側方量動

a岨曙 C下唖の限界運動

b発音 a前方基準点

。轄下 b後方基準点

d表情 cポッセJI，トの固形

C 唖口腔系の基準面 d曹関節規分の軍動経由

a前頭面 ーゴシックアーチ

b矢状面 13下顎位 A睦蘭様合也

。水平面 B下覇安静也

D 顎口腔幕の加齢 a安静空隊

11 覇口腔革の形瞳 A歯列間連由平函 。信心位

aポンウィル三角 a前方位

bパルクウィル角 b圃方位

B酋到向の嘗曲 14歯の緩融機式 A歯の形態と機能

aスピーの崎幽 a機能暁圃と非機能畦圃

bウィルソンの句幽 b後董

ロモンソンの球面 B陵頭隊合位で由接触（暁合関罷）

C 下積軍闘の分析に関する基準 a睦圃対寓

点・基準平面 a切歯点 b畦頭封辺縁陸線

b覇蹟点（下冒頭） c ABCコンタクト

D睦合に関する平面 。幅心位での穣触｛畦合樺式）

aフランクフルト平面 a犬歯語導

b均ンペル平面 bグループファンクション

。睦合平面 。両個性平衡畦合
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15睦合器 A 腔合器白亜周目的 。模型材との関保

・修置物の製作 3 右膏 A 種掴

B聴音器の機構と分類 B 性質

a顎置動の再現法 a流動性

①覇路の再現 b硬化時間

②切歯菌の再現 e硬化・職水膨張

b喧合器の修置と分顛 d圧植強さ

①平均憧暗合器 4 ワックス A 種類と用途

②半調節性腔合器 8組成

Cよ顎模型の装着 C 性質

D下顎横型の韮着 5 レジン成形 A 穣歯床用レジン

E畦合畢の調節 a所要性置

且チェックパイト法 B 加黙重合レジン

F半調節性暁合器の使用語 a組成

b性質

3歯科材料・歯科控工後器と加工控街 G 常壇量合レジン

（出題方針｝ a組成

(1）歯科控工に用いる材料と機器由特性および慣用語に関する掴謹について出圃する b性質

大項目 中項目 小項目 Dその他の穆歯床用レジン

1歯科材料の性質 A 機輔的性質 a種類

a応力とひずみ E 成形法

b強さ a加撚重合

c展性とE性 b常逼重合（請し込み成形）

d硬さとその試験法 。光重合

B 物理的性質 d加熱・加圧成形．射出成形

a密度 F人工歯

b !I!膨張 G 歯冠周硬貨レジン

。，S伝導率 a組成

d 粘弾性 b性質

C 化学的性質 。金属との結合

a腐食とII'.色 6セラミック成形 A 歯冒用セフミックス

b控着性 a種類

D 生物学的性質 B 歯科周陶材

2 印象材 A 分類 a種類

B 種頬 b組成

。性質 。聾盛・醜成

a寸法安定性 d性質

b永孔ひずみ・弾性ひずみ G 金属焼付用陶材
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a金属との結合 粛軍性加工と硬化

D オールセラミックス用陶材 b揖きなまし

（加撚加圧型セラミックス） a種覇 K 金属の接合

b成形法の種類 a組付lす

E ，；ルコニア b蝿付け法

a彊頚 。瑠控

b成形珪 d輯揖

7 金属成形 A 歯科用合金 L合金融処理

a所要性質 a軟化酷処理

B 金合金 b極化鵬処理

a種曹と用途 8切削・研削・研磨 A 意穫と目的

b組成と嵩加元来の投割 B 切削・研削・研磨用材料と器械

。性質 G 方法

G 銀合金 aレ，；ン由研磨

a種類と用量 bセラミックスの研磨

b組成と軍加元素の世割 e金属の研磨

c性質

D コパルトクロム合金 4有床裳歯技エ学

a用量 （出題方針）

b組成と議加元素の置割 (1）全部床および部分床幾歯撞エに関する理論と技術について出題する

。性質 (2）歯科控エ操作および製作方法について出題する

Eチタンおよびチタン合金 大項目 中項目 小項目

a種類と用途 1 有床綾富控工に関する生体 A 基準平面

b組成 の基礎知謹 a腔合平函

c性質 bカンペル平面

F輔遺収轄と補正 cフランクフルト平面

G 埋量 B 審美的基礎知撞

a埋量材 a輯鶴と歯の形睡

b埋置樺作 b SPA要素

。輯型由加艶 。スマイルライン

H 輯造操作 2 全部床穫歯の特性 A 構成要素

a金属の融解方法 B 分類

b輯込み方法 a E年用材料による分類

。輯造瞳の種彊 b使用目的による分類

1鋳造欠陥 G 維持安定と支持

a種類 3 全部床緩衝の印象採得に A 研買用模型の製作

b原因と対策 伴う技工揮作 B 画人トレの担作

J金属の加エ G 作業用槙型の製作
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4 全部床議歯の暁合採得に A 畦合床の製作 B部分床緩衝の特性 A 構成要素の種覇

伴う技工撞作 a暁合床の目的 B 分類

b床外形輔と歯槽頂線 a残存歯，欠織の分布状障による分

E リリーフ 顛

dポストダム b畦合圧の主持樟式による分類

e暁合床の製作方法 。世用目的知Iによる分類

子標準線 9部分床事事歯の構成要素 A 宜台装置

B 作業用模型田畦古器甚着 a分類

a畦合平面板を用いた装着 bクラスブの分類と特徴

bフェイスポウを用いた甚着 。レストの種類と目的

。ゴシックア チ描E装置の取りつ d補助宜台装置の種類と目的

Iナ B 連結子の分類と特徴

5 圭都床義歯の人工歯排列と A 人工歯の種類 10部分床畿歯の印象揮得 A 個人トレーの製作

歯肉形成 B 人工歯の遺択 に伴う技工樺作 B 作業用模型田製作

C 前歯部人工歯緯到 11 都分床畿衝の睦合探得 A 暁合床の目的と製作法

a前酋部人工歯排卵l由技工 に伴う控エ操作

bオパバイトとオパジェット 12クラスプ A サペイヤの世用目的．種媛，

D 臼歯都人エ歯誹~） 使用方法

a 日歯部人工歯排~）の控工 Bクラスプの製作議

b歯槽薗間線法則 13アタッチメント A 構造

。暁合平衡 B 種類

dクリスチンセン現象と調節笥曲 14テレスコープ義歯 A 構造と特徴

E 歯肉形成 15 ,,_ A 語遣パの製作

a目的と方法 B 屈曲パの製作

b床緑町形瞳 16都分床慈歯白人工歯 A 人工歯の置択

c S字状睦起とパラトグラム 排列と歯肉形成 B 前歯部排列

6 全部床務歯の蝿続歯 A 埋没の種彊と方法 a前歯部人工歯燐初lの技工

埋盟とレジン重合 B 畿歯床周レジンの壌入方法 b審美性の回復

C 穣歯床周レジンの重合方法 C 臼歯部主季初j

7 全部床護歯の畦合器再装 A 畦合器再装舗の方法 • 13曲部人工歯携初lの技工

着および削合．研磨 自スプリットキャスト法 b封合歯，瞬在歯，宜台華置との聞

bテンテの歯型法 悟

B 人工歯の削合 D 歯肉形成における聾存歯との関

a削合の目的と方法 悟

b睦合’I、函 17部分床鑑歯の蝋畿歯の埋 A 加熱重合法

。置択嗣合と自動削合 車とレジン重合 B 流し込みレジン重合法

d人工歯畦合面の形睡修正 18修理 A 破折破損田原因

。議禽床研磨の目的と要点 19リペースとリライン A 目的
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20オーバーヂンチャ－

21 壷属床穫歯

5歯冠修復桂工学

（出直方針）

B 方法

A目的

A 利点と欠点

B 製作法

(1）各覆歯冠修復鞠およびブリッジの製作に関する知融および技術について出題する

(2）歯科技工操作および製作法について出題する

大項目 中項目 小項目

1歯宮修復控工学概要 A 歯冠修置技工学の意麓と目的

2 クラウン由概要と種類 A クラウンの意穫特徴用途

B クラウンの種酉

a部分被彊冠の種置と特徴

b全部被置置の種類と特徴

3 －；！リツヲの概要と種類 A ブリッジの特徴

B ブリッジの構民要素

C ブリッジの種類

a固定性ブリッジ

b 半固定性［可動性｝フリ＂~

c可撤性7リッジ

4 クラウン・ブリッヲの具備 A 生物学的要件

条件 a歯および歯到との関悟

b歯周組輯との聞悟

。清掃性との聞係

d機能の回世

ー形障の回置

B 構造力学的要件

。化学的要件

a化学的安定住

D 審羨的要件

5 タフウン・ブリッジの控工 A クラウン・ブリッジ町製作エ寝 ポーセレンインレ－.アンレー，ポーセ

操作 レンジャケットクラウン

B 印象材の種類と特徴

a印象方法

G 研究用模型

a使用目的

D 印象用トレー
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a種類と目的

b昌作法

E 宜台聾造

a意後と目的

b種類と使用材料

。製作法

Fテンポラリークラウン・ブリッジ

a意穫と目的

b種類と置用材料

。製作法

Gシェードマッチンタ

a要件と方法

H 作業用模型

a意穫と目的

b構成と要件

。種類

d盤作法

e歯型の週緑形置

I暁合畢装着

Jワックスアップ

a種類と特徴

K 萌磨

a意義と目的

b方法

Lレジン前華

a前韮剖の形睡，接着方法

M 陶材の前装

a陶材由華盛方法

bコンデンスの意畿

c陶材の揖成

d破折の原因

6ブリッジ Aポンティック

a要件と構造

b種類と形睡

。適用部位

B 連結去

aワンピースキャスト法

b蝿付け法
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7 インプラント｛人エ曾根）

8 CAD/CAMシステム

6小児歯科控エ学

（出題方針）

(1）歯の積出について出題する．

A 目的

B種類

C よ都構造の製作

A 特徴

B CADの種類

C CAM由画題

(2）修置物．保障装置スペースリゲーナ一口腔習癖除去装置の目的と韮置の構成に闘する知揖について出

題する

(3）憧隊量置，スペースリゲーナーの製作に関する知織について出題する

大項目 中項目 小項目

1 小児歯科治療の概説 A 小児歯科治療の章穫と目的

2 歯・顎・薗直の成長発育 A歯の積出

a乳歯の萌出時期と順序

b永久歯の萌由時期と順序

eへJレマン田歯齢

B 乳歯の形瞳的特徴

C 策歯期

• ..t下層歯槽纏の対向関係

b覇間空隊

D乳歯到期

a乳歯初lの形睡

b生理的歯間車臨

①量長室開

②発育空醐

。有陣型歯列と閉鎖型歯列

dオーパージェット．オパバイト

. ？ーミナルブレーン

E理古宙開期

a第一大臼歯萌出期

b切歯積出期

①切歯の交換様式

。側方歯群支換期

①リーウェイスペース

3 小児の歯冠修置 A 小児の歯冠修置の特徴
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B 小児の歯冠修復の種罰

a成形修置

bインレー

c被置冠

①事L歯用既製金属冠

4保醐装置 A保闘の意緩と目的

B 樺陣装置の必要条件と分揮

Gクラウンループ保醐韮置

a目的

b装置の偶成

。憧用材料と器具

d製作法と製作よの違憲点

DバンドJレーブ保障装置

a目的

b韮置の檎成

Eディスタルシュ惇帥韮置

a目的

b装置田構成

F舌冊弧線型県陣韮置

｛リンガルアーチ｝ a目的

b装置の構成

c憧用材料と器具

d製作法と製作上の達意点

Gナンス由ホールヂィングアーチ

a目的

b韮置の檎成

H 可撤保隊装置

a目的

b装置の構成

。憧用材料と器具

d製作法と製作上の注意点

5スペースリゲーナ Aスペースリゲイニングの意後と目

的

B 拡大ネジを応用したスペースリゲ

ーナ a装置の構成

b使用材料と器具

。製作法と製作上の珪意点

Gアダムスのスプリンゲを応用した
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スペースリゲーナー a装置の構成 a個々の歯の位置異常

eロ腔冒療除去装置 A口腔習療の種類 b歯列弓の形瞳異常

B華置の種類 。よ下の歯列弓の対向関躍の異常

a吸指療障去葺置 dアングルの不正暗合の分類法

b舌費解除去装置 2 晴正歯科技工用器械・材軒 A ブライヤー

ー①装置由構成 B その他の器具・材料

7 暁合誘導装置に用いる維持 Aアダムスのクラスブ A ミエトーチ

韮置 a特徴 b構成腔合畢

b製作法と製作上の注意点 。スポットウエルグー

8シュワルツ由クラスプ d加圧重合畢

a特徴 e揖正用線

b盤作法と製作上の産量点 3 揖正歯科技工の基本的 A 蝿E用輔田屈曲

C唇個線 実技 a棉屈曲の原則

a特徴 b線圃幽の基本手技

b聾作法と製作上の注意点 B 自在姐付lす

D単輯輯 a自在蝿付lすの一般的原則

a特徴 b 自在姐付け法の手順

b製作法と製作土の在意点 4 矯正用模型の製作 A 蝿正用口腔模型の種類と特徴

Eポールクラスブ a平行模型

a特徴 b顎瞳槙型

b製作法と睡作よの注意点 。セットアップモデル｛予測模型）

8 情E用口腔模型の製作法

1矯E歯科控エ学 a平行模型の製作法と製作ょの注

（出直方針｝ 意点

(1）情正歯科描療の章穫と目的について幽置する． bセットアップモデル製作迭と製作上

(2）靖正歯科技工に必要な器具および基本的実技に闘する知離について出題する の産量点

(3）摘正用機型に関する知麗について出題する 5 晴正韮置の必要条件と分覇 A 情正韓置の必要条件

(4）矯正華置の目的と韮置の構成に関する知障について出題する a矯正装置の基本酎な条件

(5）蝿E韮置の製作に関する掴聾については主たる華置についてのみ出題する b 口腔向で使用される矯正韮置の所

大項目 中項目 小項目 要条件

1 蝿正歯科治療の概説 A 橿正歯科治療の意畿と目的 B 蝿正装置の分類

a意事告と目的 a揖正力の働き方による分類

b 動的措正治療 b固定車の場所による分頚

。保定 。固定式か可撤式かによる分類

B 正常畦合 e蝿正装置の種頚と製作 A 舌側弧線量置

a条件 a目的

b種類 b韮置の構成

。不正瞳合 。使用材料と器具

45 46 



d製作法と製作上回定意点 a目的

e舌側弧線装置の応用法 b韓置の構成

B ナンスのホールディングアー干 。マルチブラケット韓置

a目的 aダイレクトポンヂィンゲ珪（直接法）

b韮置の構成 bインダイレクトボンデインタ法｛間接

。晋聞固定装置 法）

a目的 Pフレンケルの装置

b韮置の構成 a目的

D アクチパトール 7 保定装置 A ホーレーの保定装置

a目的 a目的

b装置の構成 b装置の構成

E パイオネ－~－ 。世用材軒と器具

a目的 d製作法と製作よの註意点

b華置の檎成 Bラップアラウンドリテーナー

F睦合掌上板 a目的

a目的 b韮置の構成

b装置の構成 G トゥースポジショナー

G 睦合斜面車 a目的

a目的 b聾置の構成

b華置の構成 D スプリングりテーナ

H 可搬式拡大装置 a目的

a目的 b華置の檎庇

b装置の構成 。佳用材軒と器具

I固定式急速拡大装置 d製作法と製作上の注意点

a目的 E下顎犬歯聞リテナ

b装置の織成 a目的

J固定式緩徐拡大装置 b装置の構成

a種類

K ヘッドギア

［大白歯を遭心移動させる装置｝ a目的

b韮置田構成

Lオトガイ帽装置

［チンキャップ） a目的

b華置の檎成

M 上曹前方牽引装置

a目的

b華置の構成

Nリップパンパー
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歯科専門職の資質向上検討会委員

氏名 所属 役職

。大塚吉兵衛 日本大学 学長

金津紀子 日本歯科衛生士会 会長

小森貴 日本医師会 常任理事

末瀬 一彦 全国歯科投工士教育協議会 会長

宮村一弘［和田）
日本歯科医師会 副会長

富野晃噂2回目）

古橋博美 日本歯科技工士会 会長

轟木 吉信 全国歯科衛生士教育協議会 会長

俣木 志朗 日本歯科医学教育学会 理事長

佐藤田鶴子晴1由）
日本歯科医学会 副会長

松村英雄［第2回目｝

安井 利一 日本私立歯科大学協会 副会長

山口 育子 ささえあい医療人権セン告ーCOML 理事長

。・座長
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氏名

秋山仁志

一 戸 達也

伊東隆利

小正 裕

小森貴

田 山 秀策

丹 沢 秀樹

中 島 信也

樋口勝規

久 育男

藤井規孝

。俣木志朗

山口育子

0・座長

歯科専門職の資質向上検討会

歯科医師ワーキンググループ委員

所属

日本歯科大学

東京歯科大学

伊東歯科口腔病院

大阪歯科大学

日本医師会

東京都立広尾病院

千葉大学

日本歯科医師会

九州大学

日本耳鼻咽喉科学会

新潟大学

日本歯科医学教育学会

ささえあい医療人権センターCOML
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役職

教授

教授

院長

教授

常任理事

医長

教授

常務理事

教授

副理事長

教授

理事長

理事長



。

歯科専門職の資質向上検討会

歯科技工士ワーキンググループ委員

氏名 所属 役職

大西宏昭 大阪府岸和田保健所 所長

尾崎 JI頂男 日本歯科大学東京短期大学 ；住教授

白石小百合 横浜市立大学 教授

末瀬一彦 全国歯科技工士教育協議会 会長

杉岡範明 日本歯科技工士会 副会長

杉田順弘 東洋医療専門学校
歯科技工士科

学科長

鈴木哲也 東京医科歯科大学 教授

瀬古口精良 日本歯科医師会 常務理事

時見高志 有限会社プラスONE 代表取締役

松下正勝 岡山歯科技工専門学院 教務部長

O：座長
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